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各国の社会と国際社会が協力して新型コロナウイルス
感染拡大を抑制するとともにその傷を癒すことが急務で
ある現在、パンデミックが招いた危機からの景気回復
にかかる格差は、世界の分断を加速させる危険性をは
らんでいます。

ワクチン接種の急速な拡大、デジタル化の飛躍的な
進展、そしてパンデミック前の成長率への回帰により、
2022 年以降の見通しの明るい国や地域もあります。一
方で、1 回目のワクチン接種さえままならず、加えて
デジタル格差との格闘や新たな経済成長源の模索など、
何年にもわたって重荷を背負わされる国や地域もある
と予想されます。国内および国家間の格差が広がれば、
新型コロナウイルスとその変異株の管理が難しくなるだ
けでなく、世界全体にとって看過できない共通の脅威
に対する共同行動を、後戻りさせないまでも停滞させ
る危険性があります。

昨年のグローバルリスク報告書では、経済に波及しか
ねない起こり得るリスクについて警告を発しましたが、
そのリスクは、現在でも確実に存在するものとなってい
ます。サプライチェーンの混乱、インフレ、債務、労
働市場における格差、保護貿易主義、教育格差などに
より、世界経済は荒波に飲み込まれつつあります。急
速に回復している国もそうでない国も同様に、社会の
結束を取り戻し、雇用を促進し、共に繁栄すべく、そ
の荒波を越えていかなければなりません。こうした困難
は、無秩序な気候変動への対応、サイバー脆弱性の増
大、国外移動への障壁の増大、宇宙における混雑や競
争といった、新たな課題を見えづらくしています。

これらの課題に対処し、世界の分断がさらに広がって
いくのを防ぐには、国内および国家間の信頼を回復し、
協力関係を築いていくことが重要です。

第 17 回グローバルリスク報告書では、国内および各国
間の方向性やアプローチの違いから生じる緊張を明ら
かにし、そうした緊張関係から生じ得るリスクについて
検証します。また、今年の報告書は、これらのリスクが
個人、政府、企業に及ぼす影響にも焦点を当てています。

今年、2006 年以来本報告書が依拠してきたグローバル
リスク意識調査（GRPS）が刷新され、世界的専門家や
リーダーから成る 1,000 人近い回答者から、より幅広い
洞察が新たに寄せられました。2021–2022 年版 GRPS
では、以下の項目を取り上げています。

 – 新型コロナウイルス感染拡大の振り返りでは、回答
者にコロナ禍の余波について意見を求め、それらを
過去の結果と比較できるようにします。

 – 今後の見通しでは、回答者の感情面を捉え、個々の
状況がグロ – バルリスク意識とリスクの削減にどう
影響し得るかの分析を提供します。

 – ホライズンでは、グローバルリスクの方向性と緊急
性に対する回答者の認識を捉え、意思決定者が直
面する可能性のある選択肢とトレードオフの分析を
提供します。

 – 深刻度では起こり得る損害を順位付けし、波及では
リスクそのものの深刻度と併せて、その連鎖する影
響について回答者に意見を求めています。

 – ガバナンスでは、15 のグローバルガバナンス分野に
おける国際的な取組みを評価し、グローバルな行動
と協力について、その成果とどの分野にその機会が
あるか回答者に意見を求めています。

 – リスク、トレンド、危険な兆候に関するオープンクエ
スチョンでは、専門家の見識を提示します。

はじめに
サーディア・ザヒディ　取締役
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グローバルリスク報告書 2022 年版は、世界経済フォー
ラムが実施したエクゼクティブ・オピニオン・サーベイ
を通じて収集した、12,000 人以上の回答者による 124
の自国にとって重大な短期的リスクについての意見も含
まれます。これらの回答においてどの分野のリスクが取
り沙汰されているかを知ることにより、各国の意思決定
に関するヒントが得られ、また、各国の短期的リスクの
優先順位をグローバルリスクやその展望と比較すること
ができます。

本 報 告 書 の 制 作 に お けるパ ートナーで ある Marsh 
McLennan と Zurich Insurance Group に謝意を表しま
す。また、学術界におけるパートナーであるシンガポー
ル大学、オックスフォード大学マーティンスクール、ペ
ンシルバニア大学ウォートン校リスクマネジメント・ア
ンド・デシジョンプロセスセンターにも感謝申し上げま
す。

本報告書は、世界経済フォーラムのグローバル・リスク・
プラクティスによって招集された、世界有数のリスク専
門家の一大コミュニティ、すなわちグローバルリスク報
告書諮問委員会、最高リスク責任者コミュニティ、フロ
ンティアリスクに関するグローバル未来会議、ならびに
官民の地域およびテーマ別の専門家との一連の協議の
集合知を引き続き活用しています。

本報告書はまた、新たな経済と社会の形成を助け、人
と地球のための気候変動対策を加速し、第四次産業革
命のテクノロジーを活用し、産業の変革を推進し、世
界および地域の協力を強化することを目的とする世界
経済フォーラムのプラットフォームを活用し、これを支
持しています。これらのプラットフォームとそのステーク
ホルダーは、本報告書から得た洞察をもとに、世界最
大の課題に取り組み、より強力なレジリエンス（強靭性）
と協調を定着させるためのアジェンダを形成しています。
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2022 年が明けてもなお、新型コロナウイルスの感染拡
大とその経済的・社会的影響は、世界に重大な脅威を
与え続けている。ワクチン接種における不平等とその
結果生じる景気回復のばらつきにより、社会の分断と
地政学的緊張が悪化する危険性がある。本稿執筆時点
で、世界人口の 20％が住む最貧 52 か国において、ワ
クチン接種を受けたのは人口のわずか 6％にすぎない。
2024 年までに、中国を除く開発途上国の GDP 成長率
がパンデミック前の予想成長率を 5.5% 下回る一方で、
先進国ではこれを 0.9% 上回り、世界の所得格差がさら
に拡大することが予想される。

その結果、世界的な格差は国内および国境をまたぐ
緊張を生み、パンデミックの連鎖的な影響を悪化させ、
気候変動対策の強化、デジタルセーフティの向上、生
活と社会の結束の回復、宇宙における競争の管理といっ
た共通の課題に取り組むために必要な調整を複雑にし
てしまう危険性がある。

グローバルリスク報告書 2022 年版は、最新のグローバ
ルリスク意識調査（GRPS）の結果を示し、併せて現在
の経済、社会、環境、テクノロジーの緊張から生じる
主要なリスクについて分析したものである。本報告書
は、過去 2 年間の新型コロナウイルスのパンデミック
の教訓から導き出された、レジリエンスを強化するた
めの考察で締めくくられている。調査の主な結果と分析
結果は以下の通りである。

グローバルリスク意識により社会ならびに
環境リスクが浮き彫りに
GRPS の回答者は、過去 2 年間を振り返って、パンデミッ
ク以降最も悪化したリスクとして、「社会的結束の侵食」、

「生活破綻（生活苦）」、「メンタルヘルスの悪化」を
挙げている。また、世界の見通しについて「前向きに
捉えている」または「楽観している」と答えた回答者は
16％にとどまり、「世界の回復が加速する」と考えてい
る回答者はわずか 11％にすぎなかった。むしろほとん

どの回答者が、今後 3 年間は一貫した不安定さと多く
の予想外のできごとがあるか、もしくは相対的に勝者と
敗者を分ける方向性の分断が象徴的に見られるだろう
と予想している。

今後 5 年間についても、回答者は、社会リスクや環境
リスクを最も懸念されるリスクに挙げている。ただし、
10 年の時間軸で考えた場合は、地球の健康が最大の
懸念事項になっている。環境リスクは、世界にとって
最も重大な 5 つの長期的脅威のひとつであると同時に、
人と地球に最も損害を与える可能性が高いと認識され
ており、最も深刻なリスクの上位 3 件に「気候変動へ
の適応（あるいは対応）の失敗」、「異常気象」、「生物
多様性の喪失」が挙げられている。回答者はまた、今
後 10 年間で最も深刻なリスクに「債務危機」と「地経
学上の対立」も挙げている。

GRPS の回答者によれば、「デジタル格差」や「サイバー
セキュリティ対策の失敗」といったテクノロジーリスクも
また、短中期的には世界にとって重大な脅威であるが、
長期的に見た場合には順位が下がり、最も深刻と思わ
れるものには含まれておらず、リスク認識における盲点
となる可能性がある。

2021 年版 GRPS では、国際的なリスク軽減の取り組み
について質問している。「人工知能」、「宇宙開発」、「国
境をまたぐサイバー攻撃と虚偽情報」、「移民と難民」
は、多くの回答者がリスク軽減の取り組みの現状が課
題に達していない、つまり取り組みが「未着手」または

「初期段階」であると考えている分野である。一方、「貿
易円滑化」、「国際犯罪」、「大量破壊兵器」について
は、リスク軽減の取り組みが「確立済み」または「有効」
とする回答が多かった。

エグゼクティブ・サマリー
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景気回復のばらつきが世界的な課題に対す
る協働の足かせに
パンデミックによってもたらされた経済的課題は依然と
して残っている。本稿執筆時点で、世界経済は、2024
年までに、パンデミックがなかった場合に比べて 2.3%
縮小すると予測されている。コモディティ価格の上昇、
インフレ、債務などが新たなリスクに浮上している。さ
らに、2021 年末にかけて新型コロナウイルス感染者数
が再び急増し、今なお各国の持続的な景気回復を促進
するうえでパンデミックが足かせとなっている。

パンデミックによる経済的打撃は、労働市場の不均
衡、保護主義、デジタル、教育、技能の格差の拡大な
どと相まって、世界の方向性を分裂させる危険性があ
る。一部の国では、ワクチン接種の急速な進展、デジ
タル変革の成功、新たな成長機会などにより、短期的
にはパンデミック以前のトレンドに戻り、長期的にはよ
り強力なレジリエンスが見通せる可能性がある。しかし、
他の多くの国では、ワクチン接種率の低さ、医療制度
への深刻なストレスの継続、デジタル格差、雇用市場
の停滞などによって制約を受けると考えられる。このよ
うな格差が、気候変動の深刻な影響に対処し、移民の
流れを管理し、危険なサイバーリスクと戦うために必要
な国際協力を複雑なものにしている。

国内の圧力により、政府は長期的な優先事項に集中す
ることが難しくなり、世界的な懸念事項に割り当てられ
る政治的資本が制限されることになる。G20 のアルゼ
ンチン、フランス、ドイツ、メキシコ、南アフリカを含

む 31 か国で、「社会的結束の侵食」が短期的な脅威
の最上位に挙げられている。すでに社会が直面してい
る格差は、今後さらに拡大し、パンデミック以前に比べ
て 5,100 万人以上の人々が極度の貧困状態に陥ると予
想され、社会において二極化が進み、反発が強まる危
険性がある。同時に、国内の圧力は、国益追及の姿勢
の強化や、世界経済の亀裂を悪化させるリスクがあり、
それは海外援助や協調を犠牲にしてもたらされるであ
ろう。

無秩序な気候変動への対応により不平等
が拡大
GRPS の回答者は、「気候変動への適応（あるいは対
応）の失敗」を世界にとっての長期的な脅威の 1 位に
挙げ、今後 10 年間で最も深刻な影響を及ぼす可能性
のあるリスクとしている。気候変動は、とりわけ干ばつ、
火災、洪水、資源不足、種の喪失といった形ですでに
急速に顕在化してきている。2020 年には、マドリード
で過去最高の 42.7°C、ダラスで過去 72 年で最低のマ
イナス 19°C と、世界の複数の都市で数年ぶりの異常
気温が観測され、北極圏などの地域では夏の平均気温
が例年より 10°C 高くなっている。政府、企業、社会に
対し、最悪の結末を避けるための対策を求める声が高
まっている。しかしながら、世界各国で、またセクター
間でそれぞれに対応が異なる無秩序な気候変動対策は、
国同士の対立や社会の分断をさらに深め、互いに協力
し合うことを困難にしている。

REUTERS/HEO RAN
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この規模での技術、経済、社会の変化の複雑さと、現
在の不十分なコミットメントを考えると、2050 年までに
実質排出量ゼロの目標を達成する移行は無秩序を招く
可能性がある。新型コロナウイルス感染拡大に伴うロッ
クダウンにより、温室効果ガス（GHG）排出量は世界
的に減少したが、すぐさま上昇傾向に戻り、2020 年
の GHG 排出量は過去 10 年の平均を上回るペースで増
加している。炭素集約型産業に依存し続ける国は、炭
素コストの上昇、レジリエンスの低下、技術革新への
対応の遅れ、貿易協定における影響力の制限などを
通じて競争優位性を失う危険性がある。しかし、現在
何百万人もの労働者を雇用している炭素集約型産業か
らの転換は、経済変動の引き金となり、失業者を増や
し、社会的・地政学的な緊張を高めることになるだろう。
また、性急な環境政策の採用は、自然に対して意図せ
ぬ影響をもたらす。未検証のバイオテクノロジーや地
球工学技術の導入には多くの未知のリスクが伴い、一
方で、土地利用の転換や新たな価格体系に対して国民
の支持が得られなければ、政治的混乱を招き、行動が
さらに遅れることになるだろう。社会的影響を無視した
移行は、国内および国家間の不平等をさらに悪化させ、
地政学的摩擦を高めることになる。

デジタル依存の拡大に伴い、サイバー脅威
が深刻化
パンデミックによって激化したデジタルシステムへの依
存の高まりは、社会を大きく変えた。この 1 年半の間に、
産業界では急速にデジタル化が進み、労働者は可能な
かぎりリモートワークにシフトし、この変化を促進するプ
ラットフォームやデバイスが急増している。同時に、サ
イバーセキュリティの脅威もまた増大している。2020 年
にはマルウェアによる攻撃が 358％、ランサムウェアに
よる攻撃が 435％増加しており、それらを効果的に防止
または対処するには、社会の能力が追い付いていない。
サイバー脅威アクターに対する参入障壁の低下、より過
激な攻撃手法、サイバーセキュリティ専門家の不足、パッ
チワークのようなガバナンスの仕組みなど、あらゆる要
素がリスクを悪化させる方向に作用しているのである。

大規模かつ戦略的なシステムに対する攻撃は、社会全
体に連鎖する物理的な影響をもたらし、それらを防止
するにはすべからく高額な費用が伴う。虚偽情報、詐欺、
デジタルセキュリティの欠如といった目に見えないリス
クもまた、デジタルシステムに対する国民の信頼に影
響する。各国政府がそれぞれにリスクを管理しようとす
れば、サイバー脅威が増大することにより、国家間の
協力もまた妨げられることになる。攻撃がより深刻化し、
広範囲に影響を及ぼすようになると、サイバー犯罪の
影響を受けた政府とその犯罪に加担した政府との間に
あるただでさえ切迫している緊張がさらに高まり、サイ
バーセキュリティが国家間の協力というよりむしろ分断
の新たなきっかけになりかねない。

世界に広がる不安を助長しかねない移動
障壁
経済的困難、気候変動の影響の深刻化、政情不安など
に起因する不安の高まりにより、すでに何百万人もの
人々が、より良い未来を求め、故郷を離れて海外に移
住せざるを得なくなっている。GRPS の回答者にとって
は「非自発的移住」が長期的な懸念事項の最上位であ
り、60％の回答者が、「移民と難民」を、国際的な緩
和努力が「未着手」または「初期段階」にある分野と
見なしている。2020 年には、世界中で、過去最高レベ
ルの 3,400 万人を超える人々が海外に避難した。しか
しながら多くの国々で、長引くパンデミックの影響、経
済的保護主義の高まり、新たな労働市場のダイナミク
スなどが、働く機会や避難場所を求めている移民にとっ
て高い壁となっている。

こうした移民に対する障壁の高まりや、一部の途上国
にとって重要なライフラインである送金システムへの副
次的影響は、生計の回復、政治的安定の維持、所得と
労働との格差の是正へとつながる道を閉ざしかねない。
本稿執筆時点で、米国では全体で 1,100 万人以上の人
手不足に、また、欧州連合ではトラック運送業だけで
40 万人のドライバー不足に直面している。最も極端な
ケースでは、脆弱なグループはより危険な選択をせざ
るを得なくなり、それにより人道的危機が高まる。また、
移住への圧力が地政学的手段としてますます利用され
るようになってきていることも、国際的緊張の悪化に拍
車をかけると考えられる。目的国の政府には、外交問
題や自国民の移民に対する懐疑心に上手く対処していく
ことが求められる。

摩擦によって制限される宇宙利用の機会
人類は何十年にもわたって宇宙を探査してきたが、近
年、その活動が活発化し、新たな機会が生まれている。
一方で、とりわけ宇宙空間の軍事化や兵器化が進むに
つれ、新たなリスク領域が現れていることが指摘されて
いる。商業衛星市場への新規参入者は、衛星サービス、
とりわけインターネット関連の通信の提供に際して、グ
ローバルスペースコモンズに対する既存企業の従来の
影響力をかき乱している。宇宙探査や宇宙開発が責任
を持って管理されなければ、宇宙で活動するアクター
の数と範囲が拡大することにより、摩擦が生じる可能性
がある。宇宙を規制している現行のグローバルガバナ
ンスが限定的で時代遅れであることに加え、各国の政
策がばらばらであることから、リスクがますます高まっ
てきている。

宇宙活動が加速されることにより、宇宙ゴミの拡散につ
ながりかねない衝突のリスクが高まり、地上の重要な
システムのインフラが存在する軌道に影響を及ぼしたり、
貴重な宇宙機器に損傷を与えたり、国際的な緊張を招
いたりする危険性がある。ガバナンスの手段が限られ
ている場合、宇宙での活動が地政学上の緊張を増大さ
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せる可能性が高くなる。最近の宇宙における兵器実験
がそのリスクを象徴している。また、宇宙活動の活発
化は、未知の環境影響をもたらしたり、気象観測や気
候変動監視などの公共財のコストを増加させたりする
可能性もある。

パンデミック2年目のレジリエンスに関する
知見
2021 年、各国は、性質を変えてゆく公衆衛生危機に対
応すべく新たなメカニズムを展開し、ある国は成功を
収め、またある国は失敗した。パンデミックを効果的
に管理するには、2 つの相互に連関する要素が重要で
ある。1 つは状況の変化に応じて戦略を調整・修正す
るための政府の準備、もう 1 つは原則に基づいた決定
と効果的なコミュニケーションを通じて社会の信頼を維
持する能力である。

政府、企業、コミュニティがそれぞれに明確なレジリエ
ンス目標を掲げることは、あらゆる性質の重大なリスク
に対処できる社会全体によるアプローチを実現するうえ
で、アジェンダの整合性を確保するのに役立つ。政府
にとっては、コストのバランスを取り、レジリエンスを
高める規制を行い、データ共有の仕組みを調整し、よ
り鋭敏な危機管理を確実にすることは、官民両セクター
間の交流をより強力に活性化させる鍵となる。企業は、
国家レベルの備えを向上させることが戦略の立案、投
資、実行に不可欠であることを認識することにより、サ
プライチェーン、業界内の行動規範、従業員の福利厚
生へのレジリエンス面での取り組みといった分野で機会
を活かすことができる。地域社会は、地方自治体が国
の取り組みに参画する手助けをし、コミュニケーション
を改善し、レジリエンス向上のための草の根の活動を
支援することができる。組織レベルでは、主要な納入
要件にレジリエンス分析を組み込む、システムの脆弱
性を評価する、 多様なアプローチを採用するといった戦
略が、リーダーがより優れたレジリエンスを構築するう
えで役に立つ。

REUTERS/MUHAMMAD HAMED
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第 1 章

グローバルリスク
2022：分断される
世界

GETTY/ABSTRACT AERIAL ART

6%
最貧国 52 か国における新型コロナウイルスワクチン接
種率

97%
GDP に対する債務比率

5,100万
極貧困者の増加数

197
グラスゴー気候協定に合意した国

84%
GRPSにおける960名の有識者が、世界の見通しに不安 
ないし否定的な回答をした割合



41.8%
多くの予想外のできごとを
伴いつつ、一貫して不安定

37.4%
方向性の違いにより、
相対的な勝者と
敗者とに分かれる

10.7%
世界的な回復が
加速される

10.1%
壊滅的な結果に至る
転換点の只中にある

否定的なシナリオ 肯定的なシナリオ
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中期的には分断された道筋をたどり、コロ
ナ禍における相対的な「勝者」と「敗者」
にますます分かれると考えている（図 1.1
参照）。GRPS が実施された時点では（付
録 C：専門用語解説参照）、今後 3 年間に
世界的な回復が加速すると考えている回答
者は 11％にすぎなかった。

新型コロナウイルスのパンデミック後の経
済、地政学、公衆衛生、社会の分断の拡
大により 4、気候変動に応じたグリーンへの
移行の加速（第 2 章参照）、デジタル脆弱
性の高まりに対抗するための調整（第 3
章参照）、移動・移住管理（第 4 章参照）、
宇宙という次代のグローバルコモンズの保護

（第 5 章参照）といった、人と地球が直面
する重大な課題へのアプローチが多様化し、
対応が遅れる危険性がある。

2022 年初頭の時点で、コロナ禍は未だ続
いており、なおも経済を混乱させ続けてい
る。ワクチン接種の進み具合が異なること
で景気回復にばらつきが生じ、それにより
既存の社会的断絶や地政学上の緊張がさら
に悪化する危険性がある。このような緊張
とコロナ禍による経済的過重負担がゆえに、
地球規模の課題、とりわけ気候変動に対し
て協調的かつ十分に迅速なアプローチを確
保することは難しい。

ワクチン接種とデジタル化を加速させること
で、パンデミックによって生じた経済危機か
ら急速に回復した国もあるが、一方で、最
悪の結果を回避するだけで精一杯の国も少
なくない。本稿執筆時点では、世界の人
口の半分がワクチン未接種であり 1、40％が
未だインターネットにアクセスできず 2、また、
学校が完全に平常通りに開校されている国
に住んでいる学生は世界の学生の 35％に
すぎない 3。今年のグローバルリスク意識調
査（GRPS）の回答者の約 37％が、世界は、

回復のばらつき

図 1 . 1

「今後3年間の世界の見通しはどのようなものですか？」

出典：World Economic Forum Global Risks Perception Survey 2021 ー 2022
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これらの課題に対して国内外から効果的な
行動を起こすには、社会における信頼を
回復し、国内外のリーダーの活動を後押し
し、新たな協調の機会を見出すことにかかっ
ている（第 6 章参照）。GRPS の回答者の

84% が、世界の見通しについて「気掛かり
だ」または「不安だ」と答えており（図 1.2
参照）、楽観できないことから、幻滅と社会
不安との悪循環が生まれる可能性がある。

図 1 . 2

「世界の見通しについてどう思いますか？」

気掛かりだ不安だ 前向きに
捉えている

楽
観
し
て
い
る

23.0% 61.2% 12.1% 3.7%

激動の世界情勢

出典：World Economic Forum Global Risks Perception Survey 2021 ー 2022

終わらないパンデミック
新型コロナウイルス感染拡大が公衆衛生に
及ぼす影響に、世界は今なお取り組み続
けている。2022 年初頭の時点で、世界で
確認されている 2 億 8,200 万件の症例のう
ち、新型コロナウイルス感染による死亡例
が 540 万件報告されている 5。さらに、新型
コロナウイルスに感染するとかなりの割合
で症状が長引き、感染者の約 10％に、発
症から 12 週間経過してなお体調不良が見
られる 6。新型コロナウイルスのワクチン接
種は着実に進んでいるが、世界的に見ると
未だばらつきがある。本稿執筆時点で、50
か国で、人口の 70％以上がワクチン接種
を済ませており、7 すでにブースター接種が
始まっている国もある一方で、世界人口の
20％が住む最貧 52 か国では、接種率は
未だ 6％にとどまっている 8。オミクロン株を
はじめとする、強い感染力を持つ可能性の
ある変異株の出現、被ワクチン接種者に見
られる免疫力の低下、また、ワクチン未接
種者の割合が高いままであることなどから、
2021 年末にかけて再び新規感染者数が増
加した 9。当然のことながら、GRPS では、依

然として「感染症の広がり」が世界にとっ
て重大な短期的脅威のひとつとされている。

他の疾病の優先順位が下げられたこともあり、
コロナ禍は、健康に対して副次的で広範囲
にわたる影響を及ぼしている。今回のパンデ
ミックにより、全世界で新たに 5,300 万人の
重篤なうつ病患者が発生している 10。2021 年
版 GRPS の回答者は、新型コロナウイルス感
染拡大の最中に最も悪化したと思われるリス
クの上位 5 件の 1 つに「メンタルヘルスの
悪化」を挙げている。また、中低所得国を
中心に年間 4,100 万人の死因となっている非
感染症の発生率も、新型コロナウイルス感
染拡大による治療の遅れによって世界中で
増加している11。新型コロナウイルスの治療に
抗生物質が不適切に使用されたため、2020
年には抗菌剤耐性によって 200 万人近くが
死亡した。この数字は（特にマラリアや結核
によって）さらに増加する可能性がある 12。パ
ンデミックとそれに付随する健康への影響は、
世界中の医療制度に圧力をかけ続け、国内
および国家間の健康格差を拡大し、社会に
おける摩擦を生み、長期的な経済成長の可
能性を圧迫すると考えられる。
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景気回復のリスク
世界経済は、新型コロナウイルスのパンデ
ミックへの対応に伴う景気後退から回復し
続けているが、その歩みは緩やかになっ
てきている。2020 年 に 3.1% にまで 落ち
込んだ世界経済成長率は、2021 年には一
旦 5.9% まで回復するが、2022 年には再び
4.9% まで下がると予想されている 13。2024
年までに、世界経済成長率はパンデミック
がなかった場合に比べ、2.3％落ち込むと予
想されている 14。新たな変異株の出現により
再び新型コロナウイルスが勢いを取り戻す
可能性なども含め、経済成長に対するリス
クは看過できない。前回の GRPS では、「コ
モディティ・ショック」、「物価の不安定化」、

「債務危機」が中期的な重要懸念事項に
挙げられた。これらは、すでにある程度顕
在化している。本稿執筆時点で、コモディ
ティ価格は 2020 年末から 30％近く上昇し
ている 15。欧州とロシアの間の緊張の高まり、
中国のエネルギー不足 16、サプライチェーン
の混乱の継続、化石燃料埋蔵量への投資
撤退からの移行課題などにより、今後も不
安定な状態が続く可能性がある。パンデミッ
クに関連したサプライチェーンの混乱に加

え、消費者需要の回復とコモディティ価格
の上昇により、多くの国でインフレが加速し
ている。そのため、景気回復の基本である
消費者心理が冷え込み、中央銀行の金利上
昇リスクが高まると考えられる 17。先進国お
よび途上国において、物価の上昇と債務の
高騰はとりわけ低所得者層に大きな影響を
与え、倒産の危機に瀕している中小企業は、
消費の低迷に苦しむことになるだろう。

さらに、新型コロナウイルスのパンデミッ
クのために公的債務も急増した。2020 年
には、 政府債務は世界全体で 13％増加
し、GDP の 97％に達している 18。すでに逼
迫している開発途上国の財政は、債務のレ
バレッジ解消 19 と米ドル高（米ドル指数は
2021 年初頭から 7％上昇）によってさらに
大きなリスクにさらされている 20。GRPS の回
答者は、「債務危機」を、世界にとって短
中期的に重大な脅威であり、今後 10 年間
で潜在的に最も深刻なリスクの 1 つに挙げ
ている（図 1.3 参照）。債務超過は、各国
が新型コロナウイルス感染拡大の経済的影
響に対処し、社会的に公正な実質排出量ゼ
ロへの移行への資金提供をより困難にする
だろう。

図 1 . 3

「今後10年間で最も深刻な世界規模のリスクは何ですか？」

出典：World Economic Forum Global Risks Perception Survey 2021 ー 2022

経済 環境 地政学 社会 テクノロジー

1位 気候変動への適応（あるいは対応）の失敗

2位 異常気象

3位 生物多様性の喪失

4位 社会的結束の侵食

5位 生活破綻（生活苦）

6位 感染症の広がり

7位 人為的な環境災害

8位 天然資源危機

9位 債務危機

10位 地経学上の対立
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経済格差
新型コロナウイルスの感染拡大は世界的な
不況を招いたが、各国間の著しいワクチン
接種率の差は、パンデミック前よりさらに
大きな経済的格差をもたらす危険性をはら
んでいる。ワクチン接種率の高い国よりも
低い国における新型コロナウイルス感染の
蔓延は、労働者の可用性や生産性を圧迫し、
サプライチェーンの混乱や消費低迷につな
がると考えられる。加えて、先進国を中心
とするワクチン接種率の高い国々において、
パンデミック後のリスクを避けるべく、ワク
チン接種率の低い国々への投資が弱まる可
能性がある。パンデミックによる経済的混
乱はまた、ワクチン接種率の高い国々にとっ
て、コスト削減よりレジリエンスを優先させ
る強力な動機付けとなっている。政府や産
業界は、サプライチェーンの混乱を最小限
に抑えるべく、国際的な統合を差し置いて
地域での収束を推進する可能性がある。

接続性、教育、所得の方向性が二極化する
ことにより、世界経済がさらに分断される
危険性があり、成長の鈍化と格差によって、
格差が深刻化する可能性が高い。2024 年
までに、先進国の成長軌道がパンデミック
以前のそれを 0.9% 上回る一方で、中国を
除く途上国では 5.5% 下回り、中南米やサ
ハラ以南のアフリカはさらに遅れをとるこ
とになると予想されている 21。経済的分断は、
ただでさえ限られている開発途上国におけ
る成長回復手段をさらに阻害する危険性が
ある。このような分断が進むと、新興国は
若い労働力、大規模な消費市場、競争力
のあるコストなどを活用することが難しくな
る。また、気候変動などのグローバルな課
題に対応するための資金やテクノロジーに
アクセスしにくくなるというリスクもある。

所得格差により社会の二極化が
進み、反発が強まる危険性がある

GETTY/LIU JIN
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多くの先進国で、雇用がパンデミック前の
水準に近づいているが、世界に目を向け
ると、コロナ禍からの雇用回復は景気回復
に遅れをとっており、世界の雇用はパンデ
ミック前より低いままで、先進国では大量
退職により労働市場への参入が減少してい
る。とりわけ若者、女性、低技能労働者が
その影響を受けている。国際労働機関によ
ると、世界経済が新型コロナウイルスの感
染拡大で失われた雇用を再び創出するには、
少なくとも 2023 年までかかるが、その多く
は生産性が低く、質の悪い仕事になると予
想されている 22。「生活破綻（生活苦）」は、
GRPS では世界で 2 番目に、経営幹部意見
調査（EOS）では最も差し迫った脅威に挙
げられている。G20 の 16 か国を含む 97 か
国が、これを国にとって最も差し迫った脅
威に挙げている。

景気回復が二極化することによって、経済
移民が急増する可能性がある。また、異
常気象の悪化や政情不安、国家の脆弱性、
内戦などにより、難民の数はさらに膨れあ
がる可能性がある。GRPS の回答者は、「非
自発的移住」を今後 10 年間で世界にとっ
て重大な脅威の１つに挙げている。ただし、
EOS が調査した国のうち、これを上位 10
件の懸念事項に挙げているのは、最近移民
や難民に関する問題を経験しているアルメ
ニア、エルサルバドル、グアテマラ、ホンジュ
ラス、ニカラグア、ウクライナ、ベネズエラ
などを含む 13 か国のみである。これらの
結果は、移民は特定の国に限定された短期
的な課題であるが、長期的に見ればグロー
バルリスクであると認識されていることを示
唆している。ただし、出発国での移住への

圧力の高まりと、目的国での移民への障壁
の高まりとの衝突は、国際的な緊張を生み、
最悪の場合、人道的危機を引き起こす危険
性がある。

社会的結束の侵食
GRPS によると、コロナ禍が始まって以来、
世界で最も悪化したリスクは「社会的結束
の侵食」である。短期、中期、長期のすべ
ての期間にわたって、世界にとって重大な
脅威と認識されており、今後 10 年間で最
も大きな被害をもたらす可能性があると見
られている。EOS の調査対象となった 124
か国のうち、G20 のアルゼンチン、フランス、
ドイツ、メキシコ、南アフリカを含む 31 か
国で、「社会的結束の侵食」が自国に対す
る短期的脅威の上位 10 件に数えられてい
る。経済、政治、テクノロジー、そして世
代間の不平等は、新型コロナウイルスの
パンデミックによって所得格差が拡大する
以前から、すでに社会的な課題となってい
た 23。現在、こうした格差がさらに拡大する
ことが予想されており、世界銀行の調査で
は、2021 年には世界人口のうち最も裕福
な 20％が損失の半分を回復する一方、最
も貧しい 20％はさらに 5％の所得を失うと
予想されている 24。2030 年までに、パンデ
ミック以前のトレンドと比較して、5,100 万
人以上の人々が極度の貧困状態に陥ると予
測されている 25 。足並みの揃わない景気回
復によって悪化した所得格差により、社会
において二極化が進み、反発が強まる危険
性がある。

GETTY/STR
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予防接種や新型コロナウイルス関連の行動
制限をめぐる見解の相違もまた社会的圧力
となっており、欧州を含む多くの国で、政
府の新型コロナウイルス感染拡大への対応
に反対する人たちによる暴動が発生してい
る。また、米国をはじめとする多くの国々で、
人種的正義が依然として喫緊の課題となっ
ている。

たとえば、米国での最近の世論調査では、
有権者の最大の関心事は「国内の分裂」で
あり、2022 年にはそれがさらに悪化すると
予想されている 26。欧州では、最近の別の世
論調査で、60 歳以上の回答者の 65％がパ
ンデミックの影響を「全く受けていない」と
答えたのに対し、30 歳未満でそう答えた回
答者は 43％にとどまり、世代間で大きな差
があることが明らかになっている 27。2021 年
1 月の米国連邦議会議事堂襲撃事件は、政
治の二極化が引き起こす危険性のある不安
定さの現れであった。

COP26 における合意は気候変動対策への
国際的なコミットメントを示しているが（コ
ラム 1.1 参照）、短期的な国内圧力により、
政府は長期的な国の優先事項に集中するこ
とが難しくなり、それにより、世界の一部の
政府が世界的な懸念に割り当られる、また
は割り当てようとする意思のある注意や政
治資金が制限されることになる。このような
圧力はまた、より国益を重視する姿勢につ
ながり、世界経済の亀裂を拡大させて、紛
争解決、難民保護、人道的緊急事態への
対処に必要な海外援助や協力を犠牲にする
可能性もある。たとえば、英国政府は、少
なくとも 2024 年まで国民総所得の 0.7% を
対外援助に支出するという目標をすでに下
方修正している 28。経済的に脆弱な国は、よ
り深刻な危機に陥る可能性がある。

地政学上の緊張
地政学上の亀裂の拡大もまた、世界の格差
を招く要因のひとつである。米国と中国と
の競争は激化している。中国の軍事力の増
強は、西太平洋のパワーバランスを変えつ
つある 29。これに対抗して、米国は最近、豪
英米安全保障条約（AUKUS）など、太平
洋を中心とした同盟関係を強化している。
ロシアやトルコといった他の国も、海外に

力を行使する能力と意欲を示している。一
方、主要な世界あるいは地域における大
国は、ロシアとウクライナの国境や台湾海
峡など、緊張状態にある地域で軍事演習を
実施することにより、国際法や協力の境界
を探っている。宇宙の軍事化と兵器化（第
5 章参照）や、サイバー犯罪の影響を受け
た政府と犯罪に加担した政府との間ですで
に激しい緊張が続いているサイバースペー
スの発展（第 3 章参照）に示されるように、
新たな次元と地域で競争が激化している。

また、「ソフトパワー」の行使においても
競争が激化している。たとえば、中国は、
ワクチン外交、外部資金調達戦略、景気
回復（2021 年には年率 8% の経済成長が
見込まれる 30）によって、自国の影響の及ぶ
範囲を開発途上国全体に拡大しつつある。
ブラジル、インドネシア、メキシコ、トル
コは、中国製の新型コロナウイルスワクチ
ンのトップバイヤーであり 31、中国への純債
務支払額は、2020 年には 62% 増加して
いる 32。開発途上国は、パンデミック後の
経済において成功するため、中国に経済、
技術、科学において支援を求めることが多
くなると考えられる。

地政学的緊張は経済の領域にも波及して
いる。たとえば、インドや日本は、パンデミッ
クの最中に保護貿易主義的な政策を実施
した 33。テクノロジーなど、影響を受けやす
い分野の欧米企業は、中国やロシアでの
ビジネスがますます困難になっており、欧
米諸国は自ら、戦略的分野における地政
学上の競合相手からの投資を制限している。
GRPS の回答者は、「地経学上の対立」を
世界にとって中長期的に重大な脅威であり、
今後 10 年間で潜在的に最も深刻な地政学
リスクに挙げている（図 1.3 参照）。地政学・
地経学上の緊張が、気候変動をはじめとす
る世界共通の課題への取り組みをより困難
なものにしていくと考えられる。

各国は国内の問題収束を 
優先し、グローバルな問題を 
後まわしにする可能性がある
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気候変動への適応 
（あるいは対応）の失敗のリスク

2021 年の国連気候変動会議（COP26）では、
197 か国がグラスゴー気候合意などの画期
的な公約で足並みを揃えることに成功したが

（コラム 1.1 参照）、こうした新たな公約で
さえ、2016 年のパリ気候協定で定めた 1.5
°C の目標を達成できず、無秩序な気候変
動への対応によるリスクを高めると見られて
いる（2 章参照）34。

先進国、途上国を問わず、コロナ禍による
経済的過重負担と社会的結束力の低下によ
り、さらなる気候変動対策に投入できる資
金と政治的資本がさらに制限される可能性
がある。たとえば、欧州連合、英国、米国は、
開発途上の締約国における気候変動の影響
悪化に対応するための正式な気候変動資金
目標への協力に消極的である 35。中国とイン
ドは、排出削減対策が講じられていない石
炭火力発電と化石燃料への非効率的な補助
金について合意の文言を「段階的廃止」か
ら「段階的削減」に変更するよう働きかけ
た 36。

新型コロナウイルスのパンデミックによって
生じた経済危機は、各国に、グリーンへの
移行を追求するより、気候への影響にかか
わらず経済成長を回復するための短期的な
対策を優先する動機を与え、気候変動に対
する取り組みを遅らせる危険性がある。た
とえば、ブラジルは、2020 年のパンデミッ
クによる不況に続いて、2021 年にアマゾ
ンの森林破壊が 15 年ぶりの高水準にまで
加速したにもかかわらず 37、地球上の森林の
91% を占める他の 140 か国とともに、「森
林と土地利用に関するグラスゴー首脳宣
言」に賛同した 38。地政学上の緊張と自国優
先の姿勢もまた、気候変動対策を複雑にす
る。COP26 では、影響を受けている国々が、
米国を含む大量排出国から反発を受けるな
ど、気候変動による被害の補償をめぐって
緊張が高まっていることが明らかになった 39。

気候変動は、引き続き、人類にとって最も
深刻な脅威だと認識されている。GRPS の
回答者は、「気候変動への適応（あるいは
対応）の失敗」を、今後 10 年間で最も大
きな地球規模の被害をもたらす可能性のあ
るリスクに挙げている（図 1.3 参照）。ただ
し、EOS の結果は、地域や国によって危機
感が異なることを示唆している。「気候変動
への適応（あるいは対応）の失敗」は、短
期的なリスクとして、世界最大の CO2 排出
国である米国で 2 位、中国で 23 位に順位
付けられている。米国での 2 位に加え、他
の G20 経済圏 11 か国でも短期的なリスク
の上位 10 位以内に位置付けられている。

REUTERS/HANNIBAL HANSCHKE



グローバルリスク報告書2022年版 19

2021 年の生物多様性条約締約国会議（COP15、中国・
昆明にて開催）では、保全活動および持続不可能な生
産と消費への対応のための共同対策 8 とともに「地球
上の生命を守るための強力な宣言」7 がなされ、2022
年 5 月の COP15 第 2 部では、2020 年以降の生物多様性
の世界的な枠組みについて交渉する道筋が示された 9。

グラスゴー気候合意を可決した 2021 年国連気候変動
会議（COP26、英国グラスゴーにて開催）1 は、153
か国の政府に対して国が決定する貢献（NDC）の更新
と強化を要請し、気候適応のための資金調達の取り組
みを強化し、加えて、気候変動資金に数十億米ドルを、
また、民間機関や中央銀行を通じて世界全体での排出
量ゼロに向けて再配分すべく数兆米ドルを、継続して投
じるなど、1.5°C シナリオに向けた重要なステップで締
めくくられた。COP26 には、130 兆米ドル以上の資産
を運用し、すでに持続可能な投資に積極的に資金を提
供している GFANZ（Global Financial Alliance for Net 
Zero）に代表される金融セクターがはじめて参加した 2。

この合意では、脱石炭の重要性に初めて明確に言及し
たが、化石燃料への非効率的な補助金の「段階的廃止」
は約束されなかった。ただし、国連環境計画（UNEP）
の「排出ギャップ報告書 2021」に示されるように、1.5
°C の目標を達成する可能性は依然低いままである 3。

もう 1 つの重要な成果は、パリ協定第 6 条（炭素市
場）に関する基本的規範について合意がなされ、現在、
それが完全に機能していることである 4。また、企業
や政府は、電気自動車への速やかな移行、メタン排
出と森林破壊についての画期的な誓約など 6、クリー
ンテクノロジーへのより積極的な投資についても合意
した 5。

コラム 1 . 1

COP26およびCOP15の成果

COP26 においてなされた主な約束：

インドは 2070 年までに実質排出量ゼロ排出を
達成することを約束し、「2030 年までに再生可
能エネルギー 50％」という目標を発表した。現
在では、すべての最大排出国が化石燃料の段階
的な削減を開始することに合意している。

46 か国が 2040 年までに石炭からクリーンな電
力に移行することを約束した。

104 か国が 2030 年までにメタン排出量を 30％
削減することを約束した。これまでの地球温暖
化の 30％はメタンによるものである。

世界の森林の 91％を占める 141 か国が、2030
年までに森林破壊を止めることを約束した。

Footnotes
1 UNFCCC. Decision -/CP. 26, Advance unedited version. https://

unfccc.int/sites/default/files/resource/cop26_auv_2f_cover_
decision.pdf 

2 UNEP. 2021. “Emissions Gap Report 2021. Addendum to the 
Emissions Gap Report 2021.” Report. UNEP. 2021. https://wedocs.
unep.org/bitstream/handle/20.500.11822/37350/AddEGR21.pdf

3 UN Climate Change Conference UK2021. 2021a. COP26 The 
Glasgow Climate Pact. November 2021. https://ukcop26.org/
wp-content/uploads/2021/11/COP26-Presidency-Outcomes-
The-Climate-Pact.pdf 

4 UNFCC. 2021. “COP26 Reaches Consensus on Key Actions 
to Address Climate Change” . UN Climate Press Release. 13 
November 2021. https://unfccc.int/news/cop26-reaches-
consensus-on-key-actions-to-address-climate-change

5 GFANZ. 2021. Glasgow Financial Alliance for Net Zero. https://
www.gfanzero.com/ 

6 European Commission. 2021. Launch by United States, the 
European Union, and Partners of the Global Methane Pledge to 

 Keep 1.5C Within Reach. European Commission. Statement. 
2 November 2021. https://ec.europa.eu/commission/
presscorner/detail/en/statement_21_5766 ; UN Climate Change 
Conference UK2021. 2021. “Glasgow Leaders’ Declaration on 
Forest and Land Use” . 2 November 2021. https://ukcop26.org/
glasgow-leaders-declaration-on-forests-and-land-use/

7 WWF. 2021. WWF reaction to the adoption of the Kunming 
Declaration at COP15. World Wildlife Fund. 13 October 2021. 
https://wwf.panda.org/wwf_news/?3962441/WWF-reaction-to-
the-adoption-of-the-Kunming-Declaration-at-COP15

8 IUCN. 2021. IUCN closing statement – part one of the UN 
Biodiversity Conference. 18 October 2021. https://www.iucn.
org/news/secretariat/202110/iucn-closing-statement-part-one-
un-biodiversity-conference 

9 Convention on Biological Diversity. 2021. “Part one of UN 
Biodiversity Conference closes, sets stage for adoption of post-
2020 global biodiversity framework at resumption in 2022” . 
Press Release. 15 October 2021. https://www.cbd.int/doc/
press/2021/pr-2021-10-15-cop15-en.pdf 
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安全なデジタル化

新型コロナウイルスの感染拡大は飛躍的な
デジタル化に拍車をかけたが、その程度
は国によってまちまちである。ハイパーコ
ネクティビティへの移行により競争力が高
まった国がある一方で、パンデミック以前
のアナログ経済から抜け出せない可能性の
ある国もある。後者は、依然として、デジ
タル格差の拡大を回避すべく、速やかにデ
ジタル化する必要に迫られている 40。EOS で
は、2022 年において最も成長が期待でき
ない中南米とサハラ以南のアフリカの 2 つ
の地域と、より広範な低所得国において、「デ
ジタル格差」が最大の短期的リスクとして
いる。開発途上国の政府、企業、個人は
速やかなデジタル化を求めているが、重大
なインフラの侵害に対するサイバー防御や、

データやプライバシーを保護するためのサ
イバー規制を強化するための技術や資金が
限られている場合がある。

世界中でさらに多くの地域が、サイバー犯
罪者による世界規模の攻撃の拠点となる危
険性をはらんでおり、そのような国がデジ
タル技術へのアクセス制限に直面した場合、
デジタル格差が拡大する可能性がある。新
型コロナウイルス感染拡大下の先進諸国に
おける急速なデジタル化もまた、新たなサ
イバー脆弱性をもたらしている。GRPS の回
答者は、「サイバーセキュリティ対策の失敗」
を世界にとって重大な短期的脅威として認識
しており、EOS では、高所得国の回答者が、
とりわけ高いスコアを示している（図 1.4 参
照）。サイバーセキュリティに対する懸念が、
迅速かつ包括的なデジタル化を世界で推進
する試みをさらに阻害する恐れがある。

図 1 . 4

EOS 2021における「デジタル格差」および「サイバーセキュリティ対策の 
失敗」のスコアと2020年の1人当たりのGDP

出典：World Economic Forum Executive Opinon Survey 2021; World Bank Open Data, “GDP per capita (current US$)” ,  
https://data.worldbank.org/indicator/NY.GDP.PCAP.CD, accessed 7 December 2021.

注：EOS のサンプルの中で 1 人当たりの GDP が最も高く（いずれも 8 万米ドル以上）、他のサンプルから離れているルクセンブルク、スイス、
アイルランドを除く（4 位は米国で 63,544 米ドル）。

6050403020100

50

60
デジタル格差（%）

1人当たりのGDP（米ドル、2020年）、最小から最大

サイバーセキュリティ対策の失敗（%）

40

30

20

10

0



グローバルリスク報告書2022年版 21

格差の新境地としての宇宙
宇宙もまた、世界で広がる格差により、公
益開発を管理することに必要な協調が複
雑になる危険性がある分野のひとつである。
最近の衛星攻撃兵器（ASAT）や極超音速
兵器の実験に見られるように、宇宙での競
争が激化し、世界の主要な軍事力がますま
す関心を寄せている 41。経済やテクノロジー
の方向性の違いにより、多くの国々が、宇
宙がもたらす気候変動への取り組みや連関

性の拡大の機会が利用できなかったり、宇
宙ガバナンスや商業化をめぐるグローバル
な意思決定において自国の利益への配慮を
確実にすることができなかったりする危険
性がある。一方で、民間企業の宇宙への
参入が増え、混雑のリスクが高まることで、
宇宙ガバナンスに新たな課題が生まれつつ
ある。ただし、共通の利益を確保し、普遍
的な資源となるべきものの持続可能な管理
を確実にするべく各国が団結するための時
間はまだ残されている。

世界の協力関係における新たな緊張 

世界経済の崩壊、地政学上の優位性をめぐ
る競争の激化、国の目標を優先させる国内
の圧力などから生じる世界に広がる格差に
より、今後数年間、国際協力に複雑な課題
が生じると考えられる。そうした四つの分野
について、以下の章で詳細に分析する。

 – 急速で無秩序な気候変動に対する確信
の高まりが、社会、政治、経済の複雑
さによって減速されることにより、それ
ぞれにペースや複雑さが異なる、多種
多様な実質ゼロへの道筋が生まれる可
能性がある（第 2 章参照）。

 – 新たなテクノロジーの登場と攻撃対象の
絶えざる拡大によって、さらに危険で多
種多様なサイバー犯罪が可能になること
から、急速なデジタル化は、経済をより
深刻な新たなサイバー脆弱性にさらすリ
スクがある（第 3 章参照）。

 – 出発国がより不安定になるにつれ移住
への圧力が強まることにより、目的国で
より高い障壁に突き当たる危険性がある

（第 4 章参照）。

 – 商業活動と軍事活動の加速に象徴され
る新たな宇宙開発競争は、このフロン
ティアコモンにおける緊張と過飽和を悪
化させる危険性があり、宇宙での国際的
ガバナンスを強化する必要性を浮き彫り
にしている（第 5 章参照）。

新型コロナウイルスのパンデミックにより世
界の協力体制の弱点が露呈されたが、今後
の方向性は明確ではない。本報告書で取り
上げている、相互に連関する世界が直面す
課題は、各国政府だけでは解決できないた
め、より強力なグローバルガバナンスとより
効果的な国際的なリスク軽減の取り組みが
必要である。とは言え、共通の目的を持っ
て団結し、永続的な成果を達成するのは容
易なことではない。なぜなら、効果的なグ
ローバルガバナンスは国際協力に負うとこ
ろが大きく42、経済格差、グローバリゼーショ
ンへの懐疑、国益を重視した狭い視野、地
政学上の競争の激化などが目立つ関係性に
おいては、牽引力を確保し、必要な能力を
活用して重要な問題を解決していくことは困
難だからである。たとえば、リソース不足
の世界保健機関（WHO）が、新型コロナ
ウイルスのパンデミックに効果的に対応す
るうえで直面し続けている問題に示されるよ
うに、既存のグローバルガバナンス機関は
圧力にさらされている 43。

このような課題を認識したうえで、本報告
書の最終章では、各国のレジリエンスを強
化するための社会全体のアプローチを追求
することにより、各国政府が、多国間主義
にありがちな制限をどのように回避できる
かについて考察する（第 6 章参照）。
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未来を考える

危機は思わぬ道を指し示す。盲点、きっか
け、衝撃が違えば、結果はさまざまで、そ
の可能性や影響もまたさまざまである。本
報告書は、読者が GRPS 調査の結果を検討
し、新たなグローバルコンテキストを確認
し、詳細を読むことで、特定のステークホ
ルダーの行動や行為について考察し、可能
性の高いものからあり得ないものまで、ま
た、対処可能なものから深刻なものまで、
さまざまなリスクの結果について、その影
響を検討するよう促すものである。

社会経済の懸念事項の中で最も顕著なも
のは、足並みの揃わない回復、経済的困
難、不平等の拡大、そしてそれらとイデオ
ロギーの二極化や、世界の多くの人々が
抱えている権利を奪われた感覚との相互作
用である。パンデミックの封じ込めに奮闘

する各国政府と、新型コロナウイルス感染
拡大に関する国際協力の欠如は、異常気
象などの将来のグローバルリスクへの対処
や気候変動へのより大胆な対策の進め方
を憂慮するものとなった。ビジネスや産業
に関して言えば、財務的に余裕のある企業
でさえ、環境・社会・ガバナンス（ESG）
の取り組みを遂行しつつ、一方でサプライ
チェーンのレジリエンスを強化し、社会や
技術の変化に適応し、サイバー攻撃などの
脅威を警戒するのは、ときに容易ではない。

この未曾有の危機が始まってから 2 年、世
界がどれだけ早く回復し、次の大きな衝撃
に備えるために必要なレジリエンスを身に
つけられるかどうかは、すべてのステーク
ホルダーの行動と言動にかかっている。

REUTERS/COURTESY NXP SEMICONDUCTORS
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新型コロナ 
ウイルス感染症
による爪痕

GRPS によると、「社会的結束の侵食」、「生活破綻（生活苦）」、「メンタルヘルス
の悪化」は、コロナ禍を通じて世界的に最も悪化した 5 つのリスクのうちの 3 つ
である。また、これら 3 つのリスクに加え、パンデミックそのもの（「感染の拡大」）
もまた、世界にとって最も差し迫った脅威のひとつと考えられている。こうした社
会的な傷が、効果的な国家政策の立案という課題をさらに困難にし、グローバル
な課題に対する国際協力に必要な注意や集中の妨げとなっている。

迫り来る 
債務危機

「債務危機」は、今後 2 年間については、世界にとって差し迫った脅威とされてい
るが、GRPS の回答者は、3 年から 5 年後に最も重大な局面を迎えると考えている。
政府の景気刺激策は、収入を確保し、雇用を維持し、企業を存続させるうえで不
可欠であったが、現在、債務負担が大きく伸し掛かっており、公共予算は、公正
かつ環境にグリーン移行への資金提供に必要であるにせよ、パンデミック後も拡大
し続けるだろう。

地球は 
待ってくれない

「異常気象」と「気候変動への適応（あるいは対応）の失敗」は世界にとっての
短期的なリスクの上位 5 件に入っているが、長期的な脅威の上位 5 件はすべて環
境問題である。また、「気候変動への適応（あるいは対応）の失敗」、「異常気象」、

「生物多様性の喪失」が、今後 10 年間で最も深刻な 3 つのリスクに数えられてい
る。GRPS の回答者の環境悪化に対する懸念はパンデミック以前からあったが、気
候変動への適応（あるいは対応）の失敗に対する懸念の高まりは、社会的亀裂と
経済リスクが深まっているだけになおさら、回答者が世界の気候変動を封じ込める
力をさほど信用していないことを物語っている。

コネクティビティの
盲点

「デジタル格差」は、30 億人が未だインターネットにアクセスできないことから、
世界にとって差し迫った脅威と見なされている。とはいえ、多くの国や産業が、新
たな形の人と人との交流やリモートワークに素早くアクセスし、シームレスに適応
できたこともまた事実である。ただし、この飛躍的なデジタル化は、脆弱性の増
大を伴うものだった。GRPS の回答者は、「サイバーセキュリティ対策の失敗」は、
今後 2 年に渡って、さらに少なく見積もって 3 ～ 5 年間、世界のデジタルシステ
ムに試練を課すと考えている。今後 10 年間で最も深刻になる可能性のあるリスク
の中に、テクノロジーリスクは見られない。このことは、経済、社会、環境におけ
る懸念事項に比べ、サイバーリスクが回答者に被害をもたらす可能性が低いこと、
あるいは認識の盲点になっていることを示唆している。

対抗意識の 
高まり

GRPS の回答者は、「地経学上の対立」が中長期的に世界にとって重大な脅威となり、
今後 10 年間で最も深刻なリスクのひとつとなる可能性があると考えている。国内
の喫緊の課題は早急な対応を必要としているが、一方で、パンデミックとその経済
への影響は、グローバルリスクが政治上の境界をものともしないことを改めて証明
した。人類は、経済の分断と地球規模の劣化という共通かつ複合的な脅威に直面
しており、世界で協調の取れた対応が必要とされている。

グローバルリスク意識調査2021–2022の調査結果

GRPS 2021-2022 の結果はこちら 
https://www.weforum.org/reports/global-risks-report-2022/data-on-global-risks-perceptions#report-nav
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図 I

新型コロナウィルス感染症の振返り
新型コロナウィルス感染症パンデミック以降、最も悪化したリスク
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図 I I

グローバルリスク・ホライズン（期間ごとの重大なグローバルリスク）
世界にとってリスクが重大な脅威になると予測される時期

% of respondents

2～5年

0～2年

5～10年

異常気象 31.1%

30.4%

27.5%

27.5%

26.4%

26.1%

19.5%

19.3%

18.2%

14.2%

35.7%

34.6%

23.0%

20.1%

19.0%

16.4%

14.8%

14.6%

13.5%

12.7%

42.1%

32.4%

27.0%

23.0%

21.7%

19.1%

15.0%

14.9%

14.1%

13.5%

生活破綻の危機

気候変動への適応の失敗

社会的結束の侵食

感染症の広がり

メンタルヘルスの悪化

サイバーセキュリティ対策の失敗

主要経済国の累積債務危機

デジタル格差

資産バブルの崩壊

気候変動への適応（あるいは対応）の
失敗

異常気象

社会的結束の侵食

生活破綻の危機

債務危機

人為的な環境災害

地経学上の対立

サイバーセキュリティ対策の失敗

生物多様性の喪失

資産バブルの崩壊

気候変動への適応の失敗

異常気象

生物多様性の喪失

天然資源危機

人為的な環境災害

社会的結束の侵食

非自発的移住

テクノロジー進歩による悪影響

地経学上の対立

地政学的資源戦争

経済 環境 地政学 社会 テクノロジー



経済 環境 地政学 社会 テクノロジー

広
が

る
若

者
の

幻
滅

感・
虚

脱
感

国
家

の
崩

壊
ま

た
は

危
機

メ
ン

タ
ル

ヘ
ル

ス
の

悪
化

長
期

化
す

る
経

済
停

滞
不

法
な

経
済

活
動

人
の

健
康

を
害

す
る

汚
染

天
然

資
源

危
機

地
球

物
理

的
災

害

非
自

発
的

移
住

感
染

症
の

広
が

り

人
為

的
な

環
境

災
害

天
然

資
源

危
機

地
経

学
上

の
対

立
国

家
間

の
紛

争
公

的
イ

ン
フ

ラ
計

画
の

失
敗

異
常

気
象

社
会

的
結

束
の

侵
食

生
活

破
綻

の
危

機

債
務

危
機

社
会

保
障

制
度

の
崩

壊
ま

た
は

欠
如

国
際

機
関

の
崩

壊

気
候

変
動

へ
の

適
応

の
失

敗

生
物

多
様

性
の

喪
失

気候変動への適応
（あるいは対応）の失敗 異常気象 生物多様性の

喪失
生活破綻の

危機
社会的結束の

侵食

グローバルリスク報告書2022年版 26

図 I I I

グローバルリスクの影響
最も損害を与える可能性が高いリスク（上段）と、それらに影響され悪化するリスク（下段）*

* 線の太さは影響の大きさとリンクしています（付録 C：テクニカルノートを参照）。
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図 I V

国際的なリスク軽減の取り組み
各分野における国際的なリスク軽減の取り組みの現状
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第 2 章

無秩序な 
気候変動への 
対応

1.8°C
COP26 後における地球温暖化の最も楽観的な 
気温上昇のシナリオ

130兆米ドル
カーボン・ニュートラルに投入される民間資本

4,000万
2050 年までに再生エネルギー分野で新たに創出される
雇用

TOP5
グローバルリスク上位 10 位のうち環境リスクが占める 
割合
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より強力な対策を講じなければ、世界の緩
和と適応の能力は低下し、やがて「少なす
ぎ、遅すぎ」という状況に陥り、最終的に
は気候変動が暴走して世界のほとんどが住
めない場所になってしまう「ホットハウス
ワールド・シナリオ」に至る危険性がある 5。
2050 年までに世界全体で実質ゼロを達成
できなければ、世界は高いツケを払わされ
ることになる 6。気候変動に対して完全に無
策であった場合、世界の GDP の 4% から
18% が失われると予測されている 7 が、その
影響は地域によって異なる 8。

実質ゼロ、すなわち大気中に排出される温
室効果ガス（GHG）と大気中から除去され
る温室効果ガスとが釣り合う状態への移行
は、過去の産業革命と同様に、経済や社会
に変革をもたらす可能性がある。しかしな
がら、脱炭素化に必要な技術、経済、社会
の変化の複雑さは、現在のコミットメント
の遅さ、不十分さと相まって、必然的にさ

加速度的で広範囲に及ぶ気候変動への対
応は取り返しのつかない結果をもたらす 1。
極めて重要な科学分析の結果として、環境
調整とそれによる大変動のループを繰り返
すと、やがて生態系を後戻りのできないと
ころまで押しやってしまうということが指摘
されている 2。その瞬間、脱炭素化への取り
組みは無に帰すことになる。

2021 年の国連気候変動枠組条約締約国会
議（COP26）においてなされた、最新の脱
炭素化に向けた国が決定する貢献（NDC）
は、パリ気候協定で定められた 1.5°C 目標
を未だ下回っている（COP26 の成果全般
の要約については第 1 章コラム 1.1 参照）3。
現在の軌道は世界を 2.4°C の温暖化へと導
くと予想されており 4、最も楽観的なシナリオ
のみが 1.8°C にとどまるとしている（図 3.1
参照）。

気候変動（非）対策

現在の方針
現在の方針に基づいた
アクション

2030年目標のみ
2030年NDC目標の
完全実施**

産業革命以前の平均気温

1.5°Cパリ協定目標
現在地
1.2°Cの温暖化（2021年）

長期的誓約および
2030年目標
提出された拘束力の
ある長期目標と
2030年NDC目標の
完全実施**

楽観的なシナリオ
最良のシナリオ：
実質排出量ゼロ
目標、LTS、NDCを
含むすべての
発表済み目標の
完全実施を
想定した場合**

** 国が決定する貢献（NDCs）とは、温室効果ガス排出削減目標を含む、気候変動対策に関する、拘束力を持たない国家計画である。長期戦略（LTS）とは、気
候変動に対処するための半世紀スパンの国家的開発計画である。2030年のNDC目標が現行政策の下での排出量予測より低い場合、ここでは現行政策を
採用する。

+0°C

+1.5°C

+2°C

+3°C

+4°C

+2.0oC

+3.6oC

+1.9oC

+3.0oC

+2.6oC
+2.4oC

+1.5oC
+1.7oC

+2.7oC
+2.4oC

+2.1oC
+1.8oC

出典：Based on the Climate Action Tracker. https://climateactiontracker.org/

図 2 . 1

2100年までの世界の気温のシナリオ

* 二酸化炭素（CO2）実質
排出量ゼロは、一定期間
内の人為的な CO2 排出量
と人為的な CO2 除去量が
地球規模で釣り合うことに
よって達成される。CO2 実
質 排 出 量 ゼ ロ は、「カ ー
ボン ニュートラル 」とも
呼ばれる。 この「実質ゼ
ロ」 の定義は、IPCC（気
候 変 動 に 関 する 政 府 間
パネル） によるものであ
る。2018：付録 I：用語集。
https://www.ipcc.ch/sr15/
chapter/glossary/ 
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まざまなレベルの無秩序をもたらすと考え
られる。

気候変動が激化し、他より早くコロナ禍か
ら回復する国がある一方、無秩序な移行は
社会を分断し、国同士をさらに引き離す危
険性があり、移行が遅きに失すると、長期
的に多面的な被害と混乱を生むだけに終わ
る可能性がある（コラム 2.1 参照）。国内で
は、政策へのコミットメント、財政的インセ
ンティブ、規制、および差し迫ったニーズ
に関して、政府、企業、家庭の間の断絶に
よって、移行が失敗に終わる可能性が高ま
ると考えられる。各国間の調整不足が続け
ば、地政学的に深刻な影響を及ぼし、強力
な脱炭素化推進派と、グリーンウォッシュ戦
術（企業や当局が実際よりも環境に優しい
と人々に思わせるなどの手法）や時間稼ぎ
で迅速な強力行動に反対する人々との間の
軋轢が高まる可能性がある。

急速だが無秩序な移行を 
あと押しする要素
陸氷の融解、海面上昇、極端な暑さや寒
さの長期化といった物理的リスクの高まり
の明確な証拠 9 と、それらが人間や経済シス
テムに及ぼす影響 10 により、移行に弾みが
ついている。また、新型コロナウイルス対
策のロックダウンにより GHG 排出量は世界
的に減少したが、すぐに増加傾向に戻って
いる 11。温室効果ガス排出量は、2020 年に、
過去 10 年間の平均を上回るペースで増加
しており 12、世界経済が依然として化石燃料
に大きく依存していることを物語っている。

政府、企業、投資家、そしてコミュニティは、
より迅速な移行の必要性にますます注目し、
それぞれのグループが他のグループに対し
てより高い期待を寄せている。緑の党や炭
素国境調整税などのグリーン政策 13 は、気
候クラブのような多国間のアイデアと同様、
多くの国、地域、および産業で注目を集め
ている 14  。現在、膨大な数の気候リスク開
示の枠組みと測定基準が、新たな国際サス
テナビリティ基準審議会（ISSB）において、
国際財務報告基準（IFRS）により統合され
つつある。これにより、グリーンウォッシュ
や気候変動対策の停滞が明らかとなり、そ
れを防ぐために、誰が何をすべきかが明確
になるだろう。

ステークホルダー資本主義の台頭、株主の
活動と環境・社会・ガバナンス（ESG）の
目標や指標の活用に対する企業の意欲の
高まり 15、さらに ESG ベースの投資によって、
金融や経済の展望が変りつつあり 16、また、
脱炭素化に取り組む組織が増えてきてい
る。銀行、保険会社、機関投資家が資本を
ネットゼロに向けようとしており、金融シス
テムは移行の重要な成功要因として、急速
に台頭してきている。100 兆米ドル規模の
債券市場において、気候変動対策のため
のシェアが拡大しており、2022 年までに年

コラム 2 . 1 

グローバルリスク意識調査では「気候変動への適応 
（あるいは対応）の失敗」が最大のリスクに

グローバルリスク意識調査（GRPS）2021-2022 の回答者は、「気候変動への適応（あ
るいは対応）の失敗」を、中期（2-5 年）においても長期（5-10 年）においても、
世界にとって最も重大な脅威とし、社会、経済、地球に深刻な損害を与える可能性
が最も高いとしている。また、ほとんどの回答者が、行われていることがあまりにも
少ないと感じており、77% の回答者が、気候変動を緩和するための国際的な取り組
みは「未着手」または「初期段階」にあると答えている（本調査は COP26 以前に
実施されたものである。付録 C：テクニカルノート参照）。

新型コロナウイルス対策の 
ロックダウンによりGHG排出量
は世界的に減少したが、すぐに
増加傾向に戻っている
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間発行額が 1 兆米ドルに達すると予想され
ている 17。さらに、COP26 の期間中、GFANZ

（Glasgow Financial Alliance for Net Zero）
は、130 兆米ドルを超える民間資本がカー
ボンニュートラルに投入されており、これ
は 2050 年までに実質ゼロを達成するのに
十分な規模であると発表している 18。同様に、
COP26 締約国はパリ協定第 6 条の枠組み
に合意し、世界の炭素市場の即時運用を可
能にし、クリーン開発メカニズム（CDM）
に関する不確実性を解消し、さらに特定の
プロジェクトに関する炭素クレジットを取引
するため、国連に新たな中央監督機関を設
立した。

企業や政府によるこうしたコミットメントは、
短期的な政治的・経済的利益のために実
現不可能な大衆迎合的な公約が行われるこ
と 19 を懸念している市民社会組織や投資家
によって注意深く監視されている 20。

移行を遅らせる要素
無秩序な移行のリスクは、経済・金融シス
テムの相互連関性と分散性、気候変動の外
部要因が市民や企業から遮蔽されてきた歴
史、脱炭素化のコスト、移行を複雑にする
様々なステークホルダーの存在などにより、
悪化している。こうした複雑さゆえに、短
期的に、多くの関係者が行動を回避したり、
先延ばししたりする可能性がある。

国や企業の中には、グリーン移行を遅らせ
たり、規模を縮小したりするため、今なお
意図的に策を弄しているところもある。政府
は、炭素集約型産業に依存する人々のニー
ズと国際的な取り組みとのバランスを取る
必要がある。しかし、これらのコミットメン
トのいくつかは高遠であり、科学的信頼性
に欠けており21、立法機関は新たな気候変動
法を先回りして阻止し 、規制は、気候変動
対策を推進する側としない側双方によって
法廷で争われている 22、というのが現状であ
る 23。地政学上の緊張や気候変動に配慮し
た原材料をめぐる競争の激化もまた、グリー
ン移行の進展に向けた国際協力を弱体化さ
せる恐れがある24。気候変動対策が行われて
いる多国間プラットフォームにほとんど関心
を示さない関係者もいれば 25、国家的に重

REUTERS/PRAPAN CHANKAEW
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要な産業を優先し続け、世界的緊張の高ま
りをきっかけに、移行に関する行動より国
家安全保障上の懸念にシフトする可能性の
ある者もいる。

政府の財政が逼迫しているため、規制に関
する義務は十分に、また迅速に果たされ
ておらず、市場原理によって救済されるの
を当てにしている、というのが現状である。
多くの国で、家庭や企業が実質排出量ゼロ
技術に投資するインセンティブが不十分で
あり、また、それを怠った場合の罰則もほ
とんどない。低炭素エネルギーの生成や二
酸化炭素の回収・貯留などの新技術の導
入が遅れていること、家庭で炭素集約的な
製品やサービスの過剰消費が続いているこ
と 26、気候変動の脅威の深刻さを理解してい
ないことなどはすべて、短期的には「秩序」
を維持するための移行が遅れていることを
示唆するものである 27。

新型コロナウイルスの収束後における景
気回復策のほとんどが、短期的な安定を
優先してグリーン移行を軽視したものであ
り 28、一方で、金融緩和政策はグリーンで市
場ベースのソリューションや投資をさらに歪
め 29、ゾンビ企業の問題を悪化させている 30。
炭素集約型技術は相変わらず公的助成金を
受けており 31、2020 年には、50 以上の先進
国と新興国が、化石燃料に合計 3,450 億米
ドルを投じている。なお、これは、主にパ
ンデミック時の消費と価格の低下により、前
年より低い値になっている 32。本稿執筆時点
では、新型コロナウイルス感染拡大の影響
後の景気回復において、（化石）エネルギー
需要は供給を上回っており 33、世界が反化石
燃料に傾いているにもかかわらず、エネル

ギー価格は高騰している 34。さらに、一部の
ビジネス関係者は、相変わらず移行を遅ら
せるための努力を続けている。気候変動に
懐疑的なロビー活動 35、グリーンウォッシン
グ、気候科学に関する誤った情報や不信の
植え付けは、依然として多くの国で蔓延して
いる 36。

また、経済的インセンティブによっては、排
出量の多い産業や国のコストを内包化し、
市場の混乱を最小限に抑え、負担と報酬を
より公平に再分配できるような施策を調整
する試みが複雑になることもある。世界的
な排出価格と報告要件の欠如は、脱炭素化
を推進するどころか、消費者や生産者の消
極的な対応や活動を許し続けている 37。これ
により、国や企業は排出量を抑制せず、代
わりにシステムをゲーム化し、炭素排出量
の多い活動をオフショア化したり、規制の
緩い国と排出量を交換したりすることで責
任を回避するようになる 38。短期的な経済的
利益がゆえに排出量のインショアリングス
キームに惹かれた開発途上国は、炭素排
出枠を自国の開発に利用する機会を無駄に
し、将来的に、貿易の流れや緩和・適応に
必要な資金へのアクセスを損なう恐れがあ
る 39。

新型コロナウイルスの終息後の
景気回復策のほとんどが、
短期的な安定を優先し、
グリーン移行を軽視している

GETTY/SCHROPTSCHOP
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企業は、政策や規制の急激な変化、低炭
素技術開発の必要性、消費者行動や投資
家の嗜好の変化といった移行リスクに対し、
準備ができない可能性がある 40。これらのリ
スクは、全体としてデフォルト率や資産のボ
ラティリティを高めるため、金融システムを
不安定にする可能性がある41。投資能力が低
く、化石燃料への依存度が高く、包括的で
ない政治システムを有する経済においては、
これらのリスクがさらに増幅される 42。

結果

移行の結果と影響には、必然的に移行の
ペース、移行に向けた努力、また、移行
に消極的か積極的か、協調的か固定的か、
緩和と適応のどちらに重点を置くか、など
が反映される。1.5°C の目標は極めて基本
的なものであるため、社会は、近い将来
の最悪の結果を回避するために、現在の
政府による政策の否定的な結果を想定す
る必要がある。最悪の結果とは、雇用の
喪失、コストの増加、無秩序な移行に伴う
地政学上の不安などである。社会的に公
正な移行だけが、社会の大部分にとって耐
えうる結果をもたらす。そのために政府は、
人々への影響を軽減するための政策や社
会保護システムを構築する必要がある。急
速な脱炭素化は、短期的には経済や社会
の混乱を増大させるが、短期的に影響が
少ない緩やかなペースでこれを行うと、長
期的には、はるかに大きなコストと無秩序
が避けられなくなる。

GRPS の回答者は、地球規模での環境悪化
がもたらす社会への影響に注意を促してい
る。彼らは、「気候変動への適応（あるい
は対応）の失敗」と「異常気象」が、「非
自発的移住」、「生活破綻（生活苦）」、「社
会的結束の侵食」の強力な悪化要因であ
ると指摘している。一方、経営幹部意見調
査（EOS）の回答者は、「気候変動への適応

（あるいは対応）の失敗」による影響を国
家レベルで最大の短期的リスクと捉えてい
る。「人為的な環境災害」は 90 か国で、ま
た「異常気象」は 60 か国で、それぞれ上
位 10 件のリスクに数えられている。これら
のリスクを高く評価している国は、いずれも
山火事、干ばつ、洪水、森林破壊、公害な
どが特に起こりやすい国である。

ペースの違い
急ぎ足
今すぐに協調して積極的に行動しても、求
められる努力の大きさ故に、業界内、企業
内、政府内で、また、それら同士の間で足
並みが揃わず、不連続性、ひいては混乱を
招くだろう。それによって長期的な環境へ
の影響は緩和されるかもしれないが、短期
的に深刻な経済的・社会的影響を与える可
能性がある。失敗すると、国のエネルギー
安全保障が脅かされる危険性があり、その
結果、エネルギー価格が不安定になること
も考えられる。長期的には、人口の多くが
内燃機関やガスボイラー、暖房などから移
行した場合、自動車用燃料やガスの供給体
制の実行可能性について、各国は問題に直
面することになるだろう。
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炭素集約型産業は、何百万人もの労働者を
雇用しているため、その急速な終焉は経済
変動の引き金となり、社会・地政学上の緊
張を高める可能性がある。2050 年までに
化石燃料と原子力のエネルギー分野で最大
850 万人（ほぼ 30%）の雇用が失われる可
能性があるが、リスキル ( 新たな学び・研修 )
によって最大 4,000 万人の新規雇用が創出
され、そのほとんどが再生可能エネルギー
分野になると考えられる 43。炭素集約型技術
への過去または現在の投資が、座礁資産を
生む可能性がある。これらは、たとえクリー
ンテクノロジーへの長期的な投資ではなく、
短期的な利益を得るために炭素集約的な技
術に意図的に投資した結果であったとして
も 44、低炭素化技術に必要な資源を採取す
る産業などに取り込まれると 45、移行だけで
なく、金融セクターにも影響を与えかねな
い 46。こうした短期的な混乱にもかかわらず、
地球温暖化が進行し、国全体が水没したり
消滅したりすれば、社会的・経済的な影響
は甚大で、国の経済や資産が完全に失われ
ることになる。

網羅的ではない政府のアプローチもまたリ
スクにつながる。システムの相互連関性を
無視したやり方で、たとえば、あるシステム
を、それに関連または依存する別のシステ
ムの準備が整う前に移行させるといったよ
うに、低炭素でより持続可能な技術の導入
を急ぎすぎると、エネルギー供給の崩壊を
防ぐための冗長システムが整備されていな
い場合、生産不足や第二次経済サイクルの
混乱につながりかねない。新たなグリーン
市場の規制が不十分だと、希土類元素の抽
出など地政学上の争いが存在する業界にお
いて、望ましくない独占を招く可能性がある。

グリーン移行へのアプローチには、労働者
や環境に悪影響を与えかねない落とし穴
のあるものもある 47。たとえば、二酸化炭素

（CO2）排出量のみに着目してメタンを無
視する 48、低炭素化技術のためにより多くの
資源を使用する、などがそれである。また、
代替品が存在しないうちに技術を段階的に
廃止する規制要件を設定するリスク、言い
換えれば、最も炭素集約的な産業におけ
る需要破壊に等しく重点を置くのではなく、
化石燃料の供給制約に重点を置くことのリ
スクも指摘されている。

緩やかな移行
一方で、より緩やかではあるが秩序だった
移行は、短期的には管理しやすいかもしれ
ないが、結局は 2050 年までにより深く、よ
り速い移行に変えていく必要に迫られるだ
ろう。このやり方では、より顕著な長期的
無秩序につながり、同時に、機会の喪失、
環境悪化による社会の幸福への有害な影響、
インフラの脆弱性など、より有害な経済活
動によってさらに増幅されることになる。

長期的な財政への影響は、大国、開発途
上国それぞれに不釣り合いな影響を与える
だろう 49。これらの国々の中には、石炭使用
量の削減など、化石燃料エネルギー生産へ
の依存を速やかに減らすうえで政治的・財
政的な障壁のある国や 50、脱炭素化に先立っ
て、産業化のレベルアップを目指し、生態
系の破壊をさらに悪化させてでも天然ガス
に依存する国もある 51。そうして（耕作可能
な）土地が失われることにより、移住への
圧力と気候難民の数が増大するだろう（第
4 章参照）。この緩やかな歩みに依った場
合、各国は緩和努力よりも適応を優先させ

GETTY/AERIAL PERSPECTIVE WORKS
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る可能性がある。ただし、炭素価格が上昇
し、需要破壊によって化石エネルギーへの
投資が失敗に終われば、そのような開発途
上国にとって、すぐにでも自然エネルギー
に飛びつくことが、結果的により効果を見
込める長期投資になる可能性がある。

ペースのばらつき
政治的意思（脱炭素化への野心と政治的関
心）、経済構造（サービス中心か製造中心
か）、そして能力（技術的ノウハウと財政的
余裕）の違いにより、各国の移行プログラ
ムは、それぞれに異なるペースで進む可能
性が極めて高い。動きの速い国は、自国の
能力とクリーンテック産業を強化することが
でき、また、動きの遅い国は、この分野で
の競争力はないが、他の場所で開発された
最良のものを活用することができる。スコー
プ 3* の排出量に細心の注意を払う取り組
みは、世界的なバリューチェーンにスポット
を当て、出遅れている国からの輸出をます
ます不利にするだろう。さらに、世界的な
気候変動対策の足並みの乱れは、とりわけ
開発途上国の経済にとって、将来の貿易フ
ローに対するリスクとなるだろう。貿易金融
へのアクセスが狭まることで、秩序立った
気候緩和と適応の機会が奪われる可能性が
あるからである 52。

気候変動に関与していなくとも、それに加
担したと見なされる政府や企業への風評被
害や責任問題は、国家間の信頼関係の崩
壊、世界的緊張の高まり、出遅れている国
に対する制裁措置、そして再発させた企業
に対する罰金や貿易関税の導入につながる
可能性がある。

とりわけ危険にさらされている
のは、知識や技能を移行できな
い未熟練労働者である

* スコープ 1 の排出量は、所有または管理している発生源からの直接排出量である。スコープ 2 の排出量は、購入したエネルギーの生成に伴
う間接的な排出量である。スコープ 3 の排出量は、上流・下流の両方を含む、報告企業のバリューチェーンにおいて発生するすべての間接排
出量（スコープ 2 に含まれないもの）である。この「スコープ 3 排出量」の定義は、温室効果ガスプロトコルによるもの。2021 年。   
https://ghgprotocol.org/sites/default/files/standards_supporting/FAQ.pdf 

移行政策は、それが、大規模な水力発電
や風力発電が土地利用や資源、自然に与え
る影響を無視したものであったり 53、化石燃
料から再生可能エネルギーへの補助金の転
換や、個人と大規模事業者に対する固定価
格買取制度の平等化といった、環境に優し
いエネルギーに投資することを厭わないコ
ミュニティに対する適正な価格設定を怠っ
たことによるものであったりした場合、国民
の支持を失う危険性がある54。再生可能エネ
ルギーの間欠性による送電網の安定性の不
足、蓄電容量の不足、原子力などの炭素強
度は低いが政治的に非常に物議を醸してい
る既存のベースロードエネルギー技術の段
階的廃止など 55 もまた、よりクリーンなエネ
ルギー源に対する国民の支持を低下させか
ねない。

生物工学的・地球工学的ソリューション
ネガティブエミッション技術が IPCC の 1.5°C
シナリオのすべてにとって不可欠な要素で
ある一方で、地球工学的ソリューションは
特効薬となり得るが、システム上の相互依
存性とその影響が十分に検討されない可能
性がある 56。また、このような未評価の技術
の導入には未知のリスクが伴う。地球工学
的アプローチの中には、気象調節や太陽放
射管理（SRM）のように、ガバナンスの枠
組みがない状態で地政学的な利益のため
に利用すると、効果が地域によって異なる
可能性があることから 57、制御不能になった
り摩擦を生じたりするものもある 58。局地的
に気候が改善しつつある国と、予期せぬ結
果に苦しんでいる国との間の地政学上の緊
張を悪化させる可能性がある 59。
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一方、大気中からの二酸化炭素除去（CDR）
といったバイオテクノロジーによるソリュー
ションは、IPCC のすべてのシナリオにおい
て、1.5°C シナリオに手が届くところまでス
ケールアップする必要がある 60。CDR による
実質排出量ゼロ戦略の堅牢性は、CO2 除去
を推進するうえで基礎となるプロジェクトの
有効性、そしてさらに大きく貯蔵炭素の永
続性に依存する 61。炭素の回収・利用・貯蔵

（CCUS）などの他のソリューションは、す
でに多額の助成金を得ているが 62、結局は、
炭素を多く使用する産業が排出量を減らす
ためのバリューチェーンの構造改革に失敗
し、グリーンウォッシングに利用される危険
性がある 63。同様に、回収・貯留（CCS）付
きバイオマス発電（BECCS）ソリューション
も、意図せぬ地政学的結果を招いたり、結
果的に逆効果であったりする可能性がある 

64。

ステークホルダーへの影響
主体性の喪失：個人への影響 
どのような移行が行われるかによって、個
人に対し、広範囲にわたる社会経済的影響
を及ぼす。政策、インセンティブ、イノベー
ションによって市場ソリューションを効果的
に促進することができない場合、家庭での
脱炭素化要件の高まり、化石燃料価格の上
昇、物理的な気候の影響などの問題により、
家庭での生活コストが上昇することになる。

また、加入者がシステムの依存関係や不
連続性を十分に予期していない場合、ユー
ティリティからのサービスの中断が増える可
能性がある。とりわけ未熟練労働者、知識
や技能の移行ができない労働者、抜本的
な変革が行われる炭素集約型産業に現在従
事している労働者が危険にさらされている65。
これらの労働者の多くは、石炭や鉄鋼など、
主要重工業が新興市場にオフショア化され
た新型コロナウイルス時代以前からの自動
化や超グローバル化に関連する問題にすで
に直面している66。積極的な移行措置が家計
に影響を及ぼし、購買力が大幅に低下した
場合、中産階級の家庭もまた取り残される
可能性がある。

収入が失われると、人々は新技術や上昇志
向にアクセスできなくなり、何世代にもわ
たって不平等が固定化されてしまう。移行
のペースが揃わないと、経済格差が拡大し、
労働者が、未だスキルに需要がある国への
移住を迫られる可能性がある（第 4 章参照）。
多くの低所得経済圏において、食料の収集
や生産、水の確保、薪や作物廃棄物などの
バイオエネルギー源の収集を女性が担って
いるため、気候変動への適応（あるいは対
応）の失敗や遅れは、男女間の格差も拡大
させかねない。このような結果が重なれば、
気候変動対策への幻滅を引き起こし、政治
的スペクトル全体の中で社会経済的に疎外
されたグループの先鋭化を招くかもしれな
い。

GETTY/VISOOT UTHAIRAM
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制御不能：政府への影響
気候変動対策に消極的であろうと積極的で
あろうと、政府はいずれ反発を受けるだろ
う。炭素系燃料や化石燃料の価格の急騰な
ど、移行コストが高騰すれば、迅速な行動
に対する国民の支持が弱まる可能性がある。
逆に、行動がゆっくりであれば、あらゆる
階層で機関が十分迅速に行動していないと
感じている人々がさらに過激化し、世代間
の摩擦や回復資金の増加により、財政支出
が増えると予想される。実質排出量ゼロ経
済への投資は、そのような大規模な投資の
手段を持たない国々に持続不可能なレベル
の負債を負わせたり、あるいは炭素集約的
な資源生産に大きく依存する国々に賃料や
税収の喪失をもたらす可能性があり、そう
なった場合、新型コロナウイルス感染拡大
の経済的影響によりすでに脆弱化している
財政を完全に麻痺させることになる（第 1
章参照）。とりわけ気候変動に脆弱な国ほど
そのリスクが高い。こうしたグリーン投資は、
パンデミック関連の復興プログラムや中核
的公共インフラやサービスの強化からの転
用と見なされる可能性がある。低炭素ある
いはゼロ炭素の技術革新へのアクセスが不
平等だと、一部の国で政府への支援が阻害
される可能性がある 67。

社会的に不公正な移行は、国や地域間の
地政学的・経済的摩擦や不平等を悪化させ
ることになる。遅れを取っている経済、と
りわけ炭素集約型産業に依存している国や、
技術革新に追いついていけない国は、競争
上の優位性や貿易協定における影響力を失
い、内乱、政権交代、経済や社会の大混
乱を招く危険性がある。移行を可能にする
ための材料と資金へのアクセスの不平等に
より、緊張が高まる可能性がある。先進国
におけるモビリティの次なるレベルの電化
に必要な資源を採取するための、開発途上
国における生態系の破壊といった意図せぬ
結果も同様である 68。

約束した外国直接投資（FDI）の減少や 69、
新興国や開発途上国が排出量削減や気候
変動の物理的影響への適応策 70 に移行す
るために世界的に合意された資金の年間
1,000 億ドルの不足など、先進国による財
政面の約束反故や財政出動の遅延により、
開発途上国は費用のかかる積極的な移行
計画から取り残され、社会的弱者を守るこ
とができなくなる可能性がある。

早い者勝ちの考えを持ち、連帯感の欠如に
よって悪化したゼロサム政治ゲームに、明
確な気候変動ガバナンスや強制力のある説
明責任措置の欠如が組み合わさると、移行
を急ぐ経済と、ゆっくりとした移行を望む経
済との間の緊張が高まるだろう。

REUTERS/OCTAVIO JONES
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市場シェアの喪失：企業への影響
大規模産業の早期終焉の引き金となる政策
は、市場を混乱させ、資金調達メカニズム
に影響を与え、投資機会を制限する 71。

一貫性のない政策シグナル、競争力を損な
う選択、矛盾するレトリック、規制、インセ
ンティブなどは、企業の間に不満を生むだ
ろう。この移行により、炭素集約型産業で
座礁資産が発生する可能性がある 72 一方で、
価値の低下は金融システムに影響を与える
可能性があり 73、流動性が失われ、負債、信
用、市場リスクが増大する可能性もある 74。
気候変動対策が遅れている、あるいは気候
変動対策の減速に加担していると思われて
いる企業は 75、消費者や投資家の信頼を失
い、さらに国家の介入や司法措置による賠
償リスクに直面することもあり得るだろう 76。
全体として、企業は実質排出量ゼロ技術や
将来の熟練専門家への投資機会を失い 77、
長期的な存続に影響を与える恐れもある。

無秩序な移行は、特にセクターや企業が事
業モデルを変更したり、単に廃業したりす
ることで、労働力や製品の不足による頻繁
かつ深刻なサプライチェーンの混乱を招き
かねない。このような混乱は、あらゆる業
界において、ビジネスモデルのレジリエン
スに課題を突きつけている。

自然の消失
移行のペースや程度が自然界の生態系にど
のような影響を与えるかによって、その効
果が助長されたり、阻害されたりする。気
候変動を緩和するための行動には、自然に
負担を強いるものがある。BECCS のための
バイオマス利用の拡大、航空その他の産業
向けのバイオ燃料のための農地拡大、世界
経済の脱炭素化に必要な鉱物の採取を急
ぐあまり78、新興国の生態系や先住民社会へ
のさらなる悪影響が避けられなくなってい
るのである。カーボンオフセットのために
土地の修復や再植林を行う、いわゆるオフ
セットフォレストは、その土地が山火事や
洪水などの悪天候によって被害を受けた場
合、破壊され、最終的に蓄積した炭素が放
出される可能性がある。風力発電所や水力
発電ダムの設置場所が不適切な場合、生
態系や野生生物に大規模な影響を与え、社
会的リスク（地域住民の強制移住など）や
政治的リスク（下流の近隣諸国への水利権
の支配など）も生じる可能性がある。自然
の劣化が続くと、地域住民や公衆衛生、企
業、ひいては社会の安定にストレスが加わ
り、地域の人口増加は土地や水・食料など
の資源の利用にさらなる影響を与えること
になる。

グリーン市場の暴落
持続可能な投資のブームがバブル
となり、その後、イノベーションと
進歩を麻痺させるクラッシュが発生
したらどうなるだろうか？

結局は核融合電力
新 た な 革 新 的 技 術 が 現 れ ても、 
低コストで大量生産することができ
ず、開発途上国に不利益をもたらし、
気候変動対策のダイナミクスに影響
を与えるとしたらどうなるだろうか？

副次的な地球への被害
大規模な地球工学的ソリューション
を一方的に実施することで、開発途
上国の経済が対応できないような、
予期せぬ連鎖反応が発生したらどう
なるだろうか？

考えられるショック
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より順序立った移行に向けて

必要な変化の規模、複雑さ、相互依存性
を超えて、気候変動への対応は無秩序に進
むだろう。なぜなら、数十年にわたって野
放しだったこと、そして地域および地球レ
ベルでの移行措置の実施を躊躇したことが、
地球を窮地へと追い込んでしまったからで
ある。

回復しつつも分化する世界経済において、
短期的な混乱が長期的な利益を相殺するこ
とのないよう、各国はそれぞれのペースで
移行する必要があるが、さまざまに異なる
移行がもたらす影響は世界中で感じられる
だろう。最も破壊的ではない気候変動対策
は、個人、社会、企業、地球のニーズを総
合的に統合したものであるだろう。国内お
よび国際的な協力により、消費者行動の変
化や炭素集約財の需要破壊など、気候変動
対策の価値と必要性について国民を教育す

ることに焦点を当てるべきである。あらゆ
る規模の企業に対し、移行リスクを積極的
に考慮し、循環型経済モデルに移行するよ
う奨励する必要がある。一方、政府は、公
正な移行を保証する強力な法的枠組みの実
装に向けて大胆かつ迅速な措置を講じるこ
とを奨励するべきである。

これだけの規模の移行には、混乱が避けら
れないであろう。すべてのステークホルダー
は、無秩序の影響を最小化し、適応を促進
し、機会を最大化するため、革新的、決断
的、包括的な移行を推進する行動に焦点を
当てる必要がある。
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第 3 章

デジタル依存と
サイバー脆弱性

435% 
ランサムウェアによるサイバー攻撃の 2020 年における 
前年比増加率

300万
サイバーエリアの専 門 家（テクニカルサポート） の 
世界全体における不足数

8,000億米ドル
2024 年までの電子商取引の増加額

95%
サイバーセキュリティ被害件数のうち 
ヒューマンエラーによる割合
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ワークによって、デジタル交換はオフィスの
ネットワークから家庭のネットワークに移行
し、接続されるデバイスの種類は増え、サ
イバー侵入に対する保護も弱くなっている。
また、人工知能（AI）、モノのインターネッ
ト（IoT）やロボットによるモノのインター
ネット対応デバイス、エッジコンピューティ
ング、ブロックチェーン、5G など、複数の
技術の連携による機能への欲求は高まる一
方である 4。これらの機能は、企業や社会が
効率、品質、生産性を飛躍的に向上させる
ためにテクノロジーを活用する大きな機会
を提供する一方で、ユーザーをより高度で
悪質なデジタルリスクやサイバーリスクにさ
らすことにもなる。

今後も、社会がブロックチェーン技術に基
づいて構築された、進化したインターネッ
トを採用することにより、これらのデジタル
ツールの相互接続性と収束性は向上し続け
るだろう。この移行のひとつの現れがメタ
バースである。メタバースとは、暗号通貨、
非代替トークン（NFT）その他のテクノロジー
によって実現され、前例のない社会経済的
相互運用性と没入型の仮想現実体験を可能
にした、3D 仮想空間のネットワークである 5。
ユーザーは、分散化かつ構造化されたガー
ドレールまたは高度なオンボーディングイ
ンフラの欠如を特徴とする、この種の複雑
なテクノロジー依存の増加と分断の進行の
双方に、固有のセキュリティの脆弱性を回
避することが必要になる。

政府、社会、企業は、公共サービスから
ビジネスプロセス、さらには日常の食料品
の買い物に至るまで、あらゆるものを管理
するため、ますますテクノロジーに依存す
るようになってきている 1。より分散化された
バージョン 3.0 に急速に移行しつつあるイン
ターネットを介して接続された技術プラット
フォーム、ツール、およびインターフェイス
の統合は、同時に、より複雑なサイバー脅
威の状況を生み出し、重要な障害点の数を
増大させている。デジタル社会への移行が
進む中、サイバー犯罪の脅威が迫り、組織
は日常的に数千万ドルから数億ドルのコス
トを負担している。コストは経済的なもの
だけではなく、重要なインフラ、社会の結束、
精神的健康もまた危機に瀕している。

すべてをデジタル化
この 20 年でデジタルシステムへの依存度
が高まり、多くの社会の機能が大きく変化
している 2。新型コロナウイルス感染拡大が
きっかけとなったリモートワークへのシフト
は、機密データを第三者（クラウドサービ
スプロバイダ、データアグリゲーター、アプ
リケーションプログラミングインターフェース

（API）、その他のテクノロジー関連の仲介
業者）と共有できるプラットフォームやデバ
イスの採用を加速させた 3。これらのシステ
ムは、データと処理のための強力なツール
である一方で、サービスプロバイダーへの
依存をさらに強くしている。また、リモート

デジタルの苦痛
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サイバー脆弱性
ますます複雑化するデジタルシステムへの
依存が広まるにつれ、サイバー脅威は、そ
れを効果的に防止・管理する社会の能力を
上回る勢いで増大している。たとえば、物
理的サプライチェーンのデジタル化は新た
な脆弱性を生み出すことになる。なぜなら、
それらのサプライチェーン自体が、同じく
伝染する可能性のある脅威に晒されている、
テクノロジープロバイダーなどの第三者に
依存することになるからである 6。2021 年 12
月、広く使用されているソフトウェアライブ
ラリ（Log4j）に重大なセキュリティ上の欠
陥が発見されてからわずか一週間で、その
脆弱性を悪用しようとする試みが毎分 100
件以上検出されるようになった。これは、
フリーアクセスのコーディングを通じてい
かに脆弱性が広く拡散し得るかを示すもの
である 7。2020 年後半に起きた SolarWinds 
Orion へのサイバー攻撃に示されるように、
情報技術（IT）監視・管理ソフトウェアもまた、
重要なサイバーセキュリティサプライチェー
ンの防御を突破し得る感染に晒される危険
性をはらんでいる 8。この攻撃は、おそらく高
度な能力を持つ国家機関が仕掛けたものと
考えられるが、他の犯罪組織がこの手法を
真似ようとすることは間違いないだろう9。一
方で、多くの組織が未だ古いシステムや技
術に頼っているため、昔ながらの脆弱性も
依然として残っている。

脆弱性が拡大している所為もあるが、一方
で、ランサムウェア業界へは誰もが簡単に
参入でき、送還、起訴、制裁などのリスク
がほとんどないこともまた、悪意ある行為が
急増している理由のひとつである 10。2020 年
には、マルウェアが 358％、ランサムウェア
が 435％増加し 11、ランサムウェアアドレスが
手にする暗号通貨の総額は 4 倍に増えた（図
3.1 参照）12。「サービスとしてのランサムウェ
ア」の登場によって技術を持たない犯罪者
でも攻撃ができるようになり、人工知能（AI）
を搭載したマルウェアの出現で、この傾向が
さらに増加する可能性がある 13。実際、金銭
目的のサイバー傭兵集団が、容易にこのよ
うな攻撃が可能な高度なサイバー侵入ツー
ルへのアクセスを提供する準備を整えている。
さらに、暗号通貨は、検知されたり金銭的
な差し戻しを受けたりするリスクを最小限に
抑えつつ、サイバー犯罪者が支払いを集め
ることも可能にしている 14。

また、攻撃自体がより過激で広範囲に及ぶ
ものにもなりつつある 15。ランサムウェアを
使用するサイバー脅威アクターは、より強
力な圧力戦術を用いると同時に、より脆弱
な標的に狙いを定め、公共事業、医療シス
テム、データの豊富な企業などに影響を及
ぼすようになってきている 16。たとえば、コ
ロニアルパイプラインへの攻撃で告発され
た DarkSide は、解散する前、単にファイル
を暗号化するだけでなく、データ漏洩や分
散型サービス拒否（DDoS）攻撃などの一
連の「サービス」（「3 重」または「4 重」

図 3 . 1

2013年から2020年のランサムウェア被害の暗号通貨の総額

出典：Based on Chainanalysis.Ransomware 2021: Critical Mid-Year Update.Insights blog.  
https://blog.chainalysis.com/reports/ransomware-updatemay-2021
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の恐喝）を顧客に仕掛けていた。ハッカー
集団はまた、被害者の顧客やパートナーに
接触し、身代金を要求するようになるだろ
う。提供される「サービス」には、脅迫目
的で収集したトップエグゼクティブの情報な
どもある 17。

高度なサイバーツールの登場により、サイ
バー脅威アクターは、行き当たりばったりに
標的を決めるのでなく、より効率的に標的
を選んで攻撃することも可能になり、将来
的にはさらに甚大な経済的・社会的損害や
風評被害をも与え得る、より目的志向の攻
撃が実行できるようになる可能性が鮮明に
なってきている。たとえば、スパイウェア技
術を高度に組み合わせることにより、世界
のどこにいようとジャーナリストや公民権活
動家に標的型攻撃を仕掛けることが可能に
なり、政府による制裁や訴訟という形で政
治的・産業的な反撃が相次いでいる 18。攻
撃を自在に操ることができるため、攻撃の
タイミングを、新型コロナウイルス感染発
生のピーク時や自然災害時など、サイバー
セキュリティチームやそのリーダーが他の
優先事項に気を取られている可能性がある
ときに合わせることもできる。また、サイ
バー脅威アクターは、被害者のより質が高
く、より機密性の高い情報にアクセスでき
るようになってきている。さらに、ディープ
フェイク技術の登場により、サイバー脅威ア
クターが、ソーシャルエンジニアリングの策
略を巧妙化し、特に変動の激しい時期に虚
偽情報を拡散させ、社会に大混乱を引き起
こすことができるようにもなってきている 19。

こうした傾向を踏まえ、グローバルリスク意
識調査（GRPS）の回答者は、「サイバーセ
キュリティ対策の失敗」を、コロナ禍の始ま
り以降、最も悪化したリスクの上位 10 件に
挙げている。さらに、世界経済フォーラム
のサイバーセキュリティ・リーダーシップコ
ミュニティの 85％が、ランサムウェアの脅
威は危険なほど拡大しつつあり、今や公共
の安全に関する重大な懸念事項となってい
ると指摘している 20。地域別では、東アジア・
太平洋地域と欧州で「サイバーセキュリティ
対策の失敗」が上位 5 件にランクされ、オー
ストラリア、イギリス、アイルランド、ニュー
ジーランドの 4 か国で最大のリスクに挙げ
られている。デンマーク、イスラエル、日本、
台湾（中国）、シンガポール、アラブ首長
国連邦など、デジタル化が進んだ小国でも、
このリスクを上位 5 件の懸念事項に順位付
けた。

すでに手一杯の IT やサイバーセキュリティ
の専門家は、リモートワークの普及に加え、
データやプライバシーに関する規制が、デ
ジタルシステムに対する国民の信頼を確保
するうえで重要であるにもかかわらず、そ

新型コロナウイルス感染症拡大
を通じて最も悪化したリスクの
ひとつが「サイバーセキュリティ
対策の失敗」である

REUTERS/JIM YOUNG
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の複雑さを増しているため、ますます負担
が大きくなっている21。サイバーリーダーシッ
プを発揮し、システムを試験してその安全
を確保し、デジタル衛生に関して人々を教
育できるサイバー専門家 22 が、世界中で
300 万人以上 23 不足している。他の主要な
コモディティと同様、サイバーセキュリティ
の専門家の不足が続くと、最終的に経済成
長を妨げる可能性がある 24。ただし、たとえ
ばサイバーセキュリティのリスク管理ツール
を無料で提供するなど、サイバーセキュリ
ティを「民主化」する新たな取り組みによっ
て、中小企業その他の機関に対し、そうし
た不足をある程度解消できる可能性はあ
る 25。

量子コンピューティングは暗号化キーを破
ることができるほど強力かもしれないという
懸念がある。暗号化キーによって保護され
ている財務情報、個人情報、その他のデー
タは機密性が高く重要であるため、もし破
られれば、深刻なセキュリティリスクにつな
がる。メタバースの出現はまた、マルウェ
アやデータ侵害の入口を増やし、悪意ある
行為者の攻撃対象領域を拡大しかねない 26。
メタバースにおける電子商取引が、一部で
は 2024 年までにその額が 8,000 億米ドル
を超えるとも予想されるほど、範囲におい
ても規模においても拡大するにつれ、この
商取引に対する攻撃が、頻度を増して過激
になっていくだろう 27。NFT アートコレクショ

ン、デジタル不動産といった、無数の形態
のデジタル資産は、犯罪活動をさらに誘発
する可能性がある。

サイバーセキュリティ対策の失敗を防ごう
とする政府にとって、管轄区域をまたぐパッ
チワークのような施行メカニズムは、常に
サイバー犯罪を抑制する取り組みの妨げと
なっている 28。地政学的な亀裂は、国境を
またぐ協調の実現を阻んでおり、各国政府
の中には、自国内で発生し、国外に影響
を及ぼすサイバー侵入を規制することに消
極的であったり、規制できなかったりする
国もある。GRPS の回答者は、デジタル主
権をめぐる地政学上の緊張を考えると、当
然のことながら、「国境をまたぐサイバー
攻撃と虚偽情報」と「人工知能」は、そ
れぞれ国際的なリスク軽減の取り組みが

「確立済み」あるいは「有効」とするには
程遠い分野のひとつであるとしている。

また、企業は新たな規制の変化に先駆け
て行動する必要がある。各国の政治的背
景や地政学上の緊張が、国境をまたぐデー
タの流れに影響する可能性があるからで
ある。これはすなわちデータ処理を管轄
区域に任せるということであるとも考えら
れる。そうすることにより、データプライ
バシーの問題に関してより強力に顧客を保
護できると考えられるからである 29。

結果

よく紹介される過去のサイバー攻撃の事
例は振り返るべきである。それらは、銀行、
病院、全地球測位システム（GPS）、航空
管制システムといった大規模かつ戦略的に
重要なシステムへの攻撃が、いかに甚大な
被害をもたらし得るかを示すものだからで
ある 30。リソースのデジタル化が進むにつれ、
主に知的財産を狙ったサイバースパイ攻撃
のリスクも高まり、民間・公共機関ともに
高額な開発コストや風評対策費用が発生し
ていることにも注意が必要である 31。

デジタル化とサイバー脅威の増大の相互作
用はまた、目に見えない影響ももたらして
いる。ディープフェイクや「雇用のための
虚偽情報」の増加により、社会、企業、政
府間の不信が深まる危険性がある 32。たとえ
ば、ディープフェイクは、選挙や政治の結
果を左右する可能性がある33。具体例を挙げ
ると、先日、サイバー犯罪者が会社役員の

声を複製し、不正口座への 3,500 万米ドル
の送金を承認するという事件があった 34。官
民を問わず顧客に有利になるよう世論を操作
したり、ライバルにダメージを与えたりする
ことを目的とするサービス市場も、急激に拡
大している 35。銀行、医療、市民生活のプロ
セスがリモート化されることにより、詐欺行
為も容易に行われるようになり、したがって
より頻繁に起こるようになると考えられる。

パッチワーク的施行メカニズム
はサイバー犯罪抑制の取り組み
を邪魔し続けている
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2021 年、英国のインターネットバンキング
詐欺は、人々がオンラインショッピングに費
やす時間が長くなったことにより、2020 年
の水準と比較して、件数にして 117％、金
額で 43％増加した 36。健康に関する誤った
情報や児童搾取を扱った過激なコンテンツ
の増加など、デジタルの安全性全般につ
いては、経験の浅い、より脆弱な人々がイ
ンターネットを利用するようになったことで、
新たな課題に直面している 37。

デジタル脅威に対する積極的な防御という
最良のシナリオにおいても、すべてのステー
クホルダーにとって運用コストが大幅に増
加することになる。これは、運用予算の 4%
以上をセキュリティに費やす可能性のある
中小企業にとって、1 ～ 2％前後を費やす
であろう大企業と比較して、とりわけ困難
となる可能性がある 38。実際、ランサムウェ
アによる請求頻度と重大性が高まる中、米
国のサイバー保険料は 2021 年第 3 四半期
に 96％上昇し、2015 年以来最も顕著な上
昇を示し、前年比で 204％増となっている 39。
GRPS の回答者は、これらの発展に対して
長期的な懸念を抱いており、「テクノロジー
の進歩による悪影響」が、5 ～ 10 年の期
間におけるリスクの上位 10 件に数えられて
いる。

サイバー脅威はまた、国同士を引き離し続
け、その結果、政府はリスクをコントロー
ルするため、ますます一方的な道を歩むよ
うになっている。攻撃がより深刻化し、広

範囲に影響を及ぼすようになると、サイバー
犯罪の影響を受けた政府と、その犯罪に加
担した政府との間の、ただでさえ切迫して
いる緊張がさらに高まり、サイバーセキュリ
ティが、国家間の協調というよりむしろ分断
の新たなきっかけになりかねない 40。とりわ
け超大国間の緊張が高まっている時代には、
サイバー攻撃もまた、段階的拡大が重要な
リスクとなり、新たな戦場になり得る（第 1
章参照）41。サイバー脅威が軽減されないま
ま続けば、政府は（実際の、またはそう認
識されている）加害者に対して報復を続け、
公然のサイバー戦争につながり、社会はさ
らに混乱し、政府のデジタル情報の管理者
としての能力に対する信頼が失われるだろう。

デジタルセキュリティの格差：人々への影響 
最も脆弱なのは、インターネットを始めた
ばかりの人や、これからインターネットを始
めようとしている人たちである。世界人口
の約 40％が未だインターネットにつながっ
ていない 42。これらの人々は、すでにデジタ
ルセキュリティの不平等に直面しており、イ
ンターネット 3.0 とメタバースの登場により、
不平等がさらに拡大すると考えられる 43。デ
ジタル先進社会では、脆弱な人々もしばし
ばデジタルのリスクにさらされている。たと
えば、最近の調査によると、シリコンバレー
の文化の中心地であるサンフランシスコの
低所得者は、富裕層よりもサイバー犯罪の
被害者になる可能性が高いことがわかって
いる 44。それ以外にも、デジタル ID マーク
の義務化により、市民に新たなリスクがも
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たらされる可能性がある。とりわけディープ
フェイクにより生体認証が危険にさらされる
リスクが高まっていることは明らかである 45。

自身のデータ管理がより不安定になり、個
人攻撃、詐欺、ネットいじめ、ストーカー
行為など被害を受けるにつれて、個人はま
すます不安を感じるようになる（図 3.2 参
照）46。また、プライバシーに関する論争に
悩まされているインスタントメッセンジャー
アプリ市場で優位に立ち続けていることか
らもわかるように、主体性に欠けていること
を自覚することで、自分自身のデジタルフッ
トプリントを保護する責任を負うことに無関
心になる可能性もある47。個人情報保護の簡
素化を目的としたウェブサイトでの「すべ
て拒否」オプションが普及してもなお、機
能やその他のオプションが制限されるなど、
欠点や注意すべき点がある。重要なのは、
これらの機能は、より大きなプライバシー
の方程式のほんの一部にすぎないというこ
とである。Web サイトには、オンライン行
動を追跡する強力な手段として、トラッキン
グピクセルやサードパーティスクリプトが未
だ散見される 48。

過剰または過少提供：政府への影響
政府は、重要インフラの保護、虚偽情報に
よる「認識論的安全保障」への脅威への対
処、市民プロセスや公共サービスの完全性
の保護、サイバー犯罪に対する法整備、サ
イバーリテラシーに関する市民の訓練と教
育、デジタルサービスプロバイダーの規
制、デジタル経済のためのレアアースの資
源確保など、あらゆるレベルにおいて大き
な責任を負っており、多くの政府がデジタ
ル社会契約の履行に苦慮している。強制的
な監視は、政府がシステムをシャットダウン
したり、より高いデジタル障壁を構築した
り、地政学上の目的のために（デジタルシ
ステムを独占することによって）デジタル植
民地化に着手したりするなど、行き過ぎた
行為につながる可能性がある 49。このような
行動は、表向きは攻撃や混乱を減らすとい
う目標を掲げているかもしれないが、すぐ
に弾圧の手段になりかねない。コロナ禍の
結果、すでに国民の信頼を失っている政府
は、変化する脅威の状況に対応し、これら
の課題に対して責任を持って管理できなけ
れば、さらなる社会の怒りに直面する可能
性がある。

図 3 . 2

不正アクセス発見時の心境

世界中で過去 12 か月間に不正アクセスを検知した人の合計。

52%
腹立たしかった

34%
侵害されたと感じた

31%
無力さを感じた

46%
ストレスを感じた

34%
怖かった

41%
傷ついた

19%
困惑した

14%
途方に暮れた

10%
気にならなかった

2%
その他

52%
腹立たしかった

34%
侵害されたと感じた

31%
無力さを感じた

46%
ストレスを感じた

34%
怖かった

41%
傷ついた

19%
困惑した

14%
途方に暮れた

10%
気にならなかった

2%
その他

出典：NortonLifeLock Inc.2021."2021 Norton Cyber Safety Insights Report: Global Results".Norton and The Harris Poll.May 2021.  
https://now.symassets.com/content/dam/norton/campaign/NortonReport/2021/2021_NortonLifeLock_Cyber_Safety_Insights_Report_Global_Results.pdf
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NotPetya 2.0 主権の衰え 検出されない混乱

もし、NotPetya よりさらに広範囲
で高価な、自己増殖や予防制御
を回避する変異さえも可能な攻撃
が、システム上、重要なビジネス
を連鎖的に停止し、組織を破綻さ
せ、サービスを混乱させ、過去数
年にわたるデジタル変革の努力が
無に帰すとしたら、どうなるだろ
うか？

IT インフラの私物化、暗号通貨、
分散型金融へのシフトが、政府に
よるデータ、プロセス、金融シス
テムの管理を弱体化させるとした
ら、どうなるだろうか？

健康状態や銀行などのデータの微
妙な変化が何年も発見されないま
ま、長期にわたって早死や資金消
失などの重大な影響を及ぼすとし
たら、どうなるだろうか？サイバー
スパイは、今後どのように研究開
発に対する投資利益や競争力を
侵害するのだろうか？

払うか、守るか、滅びるか：企業への影響
サイバー脅威が拡大し続ける中、こうした
リスクに対する保険提供はますます不安定
になり、保険会社自身もランサムウェアの
支払いを抑えようとすれば、報復攻撃に直
面することになるだろう 50。したがって、攻
撃が発生した場合、企業はますます高額
な身代金の支払いを余儀なくされるか、サ
イバー攻撃による風評被害、財務、規制、
法的影響を受けることになる。過去の事件

（SolarWinds など）が示すように、ベンダー
やサプライチェーンパートナーへのリスクも
評価・管理する必要がある。破壊的なサイ
バー攻撃の影響は、とりわけ政府が身代金
の支払いを禁止したり、サイバーセキュリ
ティの不備を罰したりするようなシナリオの
場合、デジタルインフラの保護に投資して
いない企業にとって経済的な壊滅を招くも
のとなる可能性がある 51。さらに、環境・社
会・ガバナンス（ESG）への関心が高まる中

（第 2 章参照）、サイバーセキュリティに関
する強力なコーポレートガバナンスを実証
できない企業（堅牢なシステムやプロセス
監視プロトコルの導入、違反時の説明責任
と透明性の実践など）は、ESG 重視の投資
家から見て風評被害を受けかねない。

また、企業は、サイバーセキュリティの問
題の 95% が人為的なミスに起因し 52、内部
脅威（意図的、偶発的を問わず）が全侵
害の 43% を占める状況下で事業を行ってい
る 53。企業によっては、内部リスクをより適
格に説明するため、デジタルシステムの細
分化が避けられなくなるであろう。企業は、
サイバーセキュリティの問題の発生により、
重要なデータのロックを開始または継続す
る可能性がある。データや情報へのアクセ
スがシームレスに行えなければ、従業員の
業務効率も悪くなるだろう。

考えられるショック
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サイバーレジリエンスの強化に向けて

デジタル技術への依存度が高まり、インター
ネット 3.0 が現実のものとなるにつれ、サ
イバー空間におけるすべてのステークホル
ダーのための規範を構築し、行動規定を定
義することを目的とした取り組みが活発化
している。マルチステークホルダーによる
国際的な対話は、デジタルセキュリティの
領域で活動する関係者間の連携を強化する
のに役立つが、一方で、組織間の協働に
より、業界や経済を越えて再現可能なベス
トプラクティスを引き出すことが可能である。
ブロックチェーン、量子力学、人工知能な
どの新技術や、それらによって可能になる、
メタバースのようなデジタル交流の形に焦
点を当てた取り組みが必要である。また、
リーダーは、サイバー犯罪やランサムウェ

アのような長年の懸案事項にも注意を払わ
なければならない。組織レベルでは、サイ
バーセキュリティの問題に関するリーダーを
教育し、新たなサイバーリスクを取締役会
レベルの話題に引き上げることで、サイバー
レジリエンスを強化することができる。高度
にデジタルに接続した社会では、デジタル
への信頼が未来のイノベーションと繁栄を
促進する通貨となる。そして、信頼できる
テクノロジーは、公正で結束力のある社会
の土台となるものである。意図的かつ持続
的な信頼構築の取り組みによってデジタル
の信頼を向上させるよう行動しないかぎり、
デジタル世界は分断へと向かい続け、人類
の進歩の中で最もダイナミックな時代のひ
とつにおける約束が失われる可能性がある。
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第 4 章

移住に対する 
障壁

2億
2050 年までの気候変動における難民の予想人数

～25%
エルサルバドルおよびホンジュラスの対 GDP 本国送金比率

9%
2021 年に低所得国への直接投資を停止した国の割合

4,800
2021 年に死亡あるいは行方不明となった移民の人数
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存の枠組みに大きな圧力をかけている 2。こ
の圧力は、国際社会における亀裂や、この
課題に取り組む国際的な能力を制限する危
険性のある国益姿勢によって、さらに悪化
する。GRPS の回答者の約 60％が、「移民
と難民」は国際的な緩和努力が不足してい
る（つまり、「未着手」または「初期段階」
にある）分野であると考えている。

経済移民は、多くの場合、出発国と目的国
の双方に大きな利益をもたらす。世界銀
行の報告書によると 3、これは「貧困を減ら
し、繁栄を分かち合うための最も効果的な
方法」であり、目的国の労働力不足の解消
に向けた支援をすることで経済成長を支え
ることができる。国境をまたぐ移住のほと
んどは低中所得国間で行われているが、経
済協力開発機構（OECD）加盟国のうち最
も豊かな 22 か国の非移民居住者の 83％が、
移民の流入により正味の経済的利益を得て
いる 4。一方、国境をまたぐインフラを強化
するプロジェクトに関連する移民事業の中
には、出発国の労働者を雇用する傾向があ
るため、出発国の労働者の収入や技能移
転の機会が減少し、目的国でマイナスの影
響を与えているものもある 5。

世界の人口の大部分がますます不安な展望
に直面している（第 1 章参照）。グローバル
リスク意識調査（GRPS）の回答者は、「生
活破綻（生活苦）」を、今後 10 年間で最
も深刻になる可能性のあるリスクのひとつ
と認識している。より良い経済的機会を求
めて、すでに何百万もの人々が、国境を越
えようとしている。

過去 10 年間、国際移民の数は一貫して増
加しており、2010 年の 2 億 2100 万人から、
2020 年には 2 億 8100 万人に増加した 1。経
済的困難、気候変動、紛争、政情不安な
どにより、さらに何百万人もの人々が故郷
を追われようとしている。こうした傾向は
GRPS にも反映されており、「非自発的移住」
が長期的な懸念事項の上位に挙げられてい
る。

経済移民が搾取の憂き目に遭わないよう、
また、他国へわたった非自発的移民（難民）
が、避難場所を含めた必要な支援が受けら
れるよう、こうした流れを管理するためのよ
り良い国際協力が必要である。この課題の
規模は、1951 年の難民条約や 1967 年の
議定書など、移民と難民の保護のための既

行き場がない

REUTERS/SAEED ALI ACHAKZAI
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また、難民を受け入れる体力のある国々
がバランスよく難民を受け入れるか否かに
よって、最終的に難民が目的地の経済にプ
ラスの貢献をすることが可能になる。難民
の貢献の成果は、経済移民には通常与えら
れない心的外傷後ストレスのカウンセリン
グといった、強制退去の後遺症に対処する
ための支援を受けられるかどうかに拠るとこ
ろが大きい。にもかかわらず、何百万人も
の難民が社会の隅のキャンプに押し込めら
れ、その多くが難民を受け入れる経済力の
ない南の開発途上国で暮らしている。

とは言え、人々の移動を阻む国家レベルの
壁はますます高くなっている。グローバリ
ゼーションへの幻滅は、近年多くの目的国
で移民排斥主義的な言説や国益政策を煽っ
てきたが、新型コロナウイルスの感染拡大
により、この傾向にさらに拍車がかかって
いる。2021 年 4 月の IPSOS が実施した世
界経済フォーラムの調査によると、パンデ
ミックの間に、グローバル化に対する肯定
的な見方が、25 か国で平均 10 ポイント低
下している 6。多くの政府は、国民の意識を
反映して、教育や医療サービス、住宅供給
能力、地域の雇用への圧迫に懸念を表明し
ている。また、統合への懸念を優先事項と
している政府もある。

秩序ある移住と無秩序な移住の両方に対し
て障壁が高まれば、生活を回復し、所得と
労働の格差を解消し、政治的安定を維持す
るための歩むべき道筋を見失うリスクが高
まる。それどころか、出発国での不安の高
まりと目的国での障壁の衝突は、世界的な
格差（第 1 章参照）を悪化させ、国内およ
び国家間の緊張を高め、公平な回復を拗ら
せ、移住せざるを得ないと感じる人々がこ
れまで以上に絶望的な選択に至ることにな
りかねない。

出発国での不安の高まり
新型コロナウイルス感染症に関連する移
動制限により、一部の移民の流れが中断
された 7 。これらの制限が解除されるにつ
れ、景気回復の格差が、パンデミックによっ
て抑制されていた移民への圧力を増幅させ
る可能性が高い 8。そのほとんどがワクチン
接種率の低い開発途上国である多くの出発
国（第 1 章参照）で、成長が停滞し、財政
が逼迫し続け、弱くて力のない人々が切望
してきたパンデミック関連の刺激策が縮小
され、非常に不安定な経済見通しに直面し
ている 9。また、パンデミックが長引けば、こ

REUTERS/BAZ RATNER
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れらの国々でも雇用が減少し、職場の自動
化や事業の再委託、サプライチェーンの短
縮化などの世界的な傾向によってそれがさ
らに悪化し、海外直接投資（FDI）の流入、
輸出、成長に影響を及ぼす可能性がある 10。
非正規労働が一般的な多くの低所得国では、
非正規移民労働者は、収入が少なく、国の
支援を受けられないため、特にパンデミッ
クによる経済的影響を受けやすい 11。 

気候変動は移住の主な要因のひとつである。
気候変動の影響で頻発する自然災害は人々
の移動の直接の要因となっている。一方で、
気候変動の悪影響を受けやすい弱体化した
経済圏からの経済的理由で移住を促すこと
は、気候変動が移動の間接的要因にもなる
ことを示す。気候変動の影響に適応あるい
はそれを軽減できない場合、人口密度の高
い世界の一部の地域が居住不可能になる
恐れがある 12。火災、洪水、干ばつなど、よ
り頻繁で極端な気象現象により、2050 年ま
でに 2 億人以上が家を失う可能性がある 13。
水不足は、健康や生活に影響を与えるだ
けでなく、紛争を誘発する危険性もあるた
め、移住の重要な推進要因となっている 14。

GRPS の回答者は、「異常気象」と「気候
変動への適応（あるいは対応）の失敗」を

「非自発的移住」の強力な悪化要因である
としている。インド、ナイジェリア、パキス
タン、フィリピンなど農業への依存度が高く、
人口密度の高い国々は 15、とりわけ気候の不
安定さに対して脆弱である。異常気象の深
刻化は大規模な移住や移動の引き金となる
が、国際社会は「気候難民」や「環境移民」
を認めたがらず、彼らの法的保護の格差
は拡大している 16。法制度やガバナンスの
枠組みは、従来の難民としての資格を持た
ない、何百万人もの移住の危機にある人々
を保護するのに不十分なままである 17。この
ようなガバナンスの空白は、突発的かつ大
規模な環境のリスクが発生した際に、政府
は不意打ちを食らう可能性がある。さらに、
実質排出量ゼロ経済への包括的移行が達

気候変動、紛争、政情不安など
により、何百万人もの人々が故郷
を追われようとしている

GETTY/MARC GUITARD
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成できなかった場合（第 2 章参照）、取り
残された出発国の企業や家庭の経済的不
安が深刻化する可能性がある。

紛争や政治的不安も非自発的移住の主な
要因である。2020 年には、アフガニスタ
ン、ミャンマー、南スーダン、シリア、ベネ
ズエラにおける長年の紛争や政治的混乱 18、
エチオピア国内および国境をまたぐ紛争の
拡大などにより、紛争だけで全世界で 3400
万人を超える海外避難民が発生し、歴史的
高水準となっている（図表 4.1 参照）19。エグ
ゼクティブオピニオンサーベイ（EOS）に
よると、紛争や政情不安を経験したアルメ
ニア、ウクライナ、ベネズエラでは、「非自
発的移住」が短期的な脅威として最上位に
挙げられている 20。新型コロナウイルスのパ
ンデミック発生後、アフガニスタンやアフリ
カのサヘル地域などの紛争地域において国
際治安部隊が縮小されたこともあって、政
治的混乱がますます悪化する可能性がある。
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図 4 . 1

難民、亡命希望者、海外に避難したベネズエラ人、2000―2020年 
（100万人）

さらに、一部の政治指導者は、経済危機や
社会不安に対して、権威主義、差別的政策、
過激な言説で応戦し、民族や宗教上のマイ
ノリティを疎外や暴力といった危険にさらし
ている。

現在進行中の人道的危機の解決や緩和の
ための国際協調は、先進国における財政的
圧力、国内の優先事項への関心の偏りや地
政学的状況の緊迫化によって、困難に直面
している（第 1 章参照）。すでに、パンデミッ
クにより、途上国への対外投資は 7,000 億
米ドル減少している。これは、世界の最貧
36 か国の GDP の合計額に相当する（図 4.2
参照）21。 

出典：Data from UNHCR, “Refugee Data Finder” . https://www.unhcr.org/refugee-statistics/download/?url=rVpdj6, accessed 1 December 2021.

注：UNHCR は国連難民高等弁務官事務所、UNRWA は国連難民救済機関である。

人々の移動を阻む国家レベルの
壁はますます高くなっている
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目的国での移動障壁 
国境をまたぐ移住には、パンデミック収束
後の国際移動への影響、将来の雇用動向、
多くの国々の国益姿勢の高まりという 3 つ
の潜在的な障壁がある。

新型コロナウイルスのパンデミックとその経
済的影響により、一部の集団や政治指導者
は、移民、外国人、または外国にルーツを
持つコミュニティに対してより敵対的な姿勢
をとるようになっている。本稿執筆時点で、
パンデミックによる国際移動に対する規制
は、32 か国で引き続き行われている 22。これ
らには、中国、インド、ロシア、アラブ首
長国連邦、米国といった、重要な目的国や
回廊となる国々が含まれている。今後の規
制緩和は、ワクチン接種の進捗と新型コロ
ナウイルスの変異によって決まるが、世界
的に、とりわけ出発国におけるワクチン接

種の格差が続く中、多くの人々に対して国
際移動が引き続き制限されることになる。

パンデミックはまた、それが引き起こした
経済的混乱と、業務やサービスの自動化
およびデジタル化の加速の両方があるが故
に、目的国における移民労働者の将来の
雇用機会を狭める可能性がある。世界経済
フォーラムの報告書「仕事の未来レポート」
によると、世界の雇用主の 50％が、コロナ
禍に対応して作業の自動化を計画しており、
その多くは移民労働者に依存してきたセク
ターである 23。報告書はまた、2025 年まで
に 8,500 万件の雇用が自動化によって消滅
し、新たに 9,700 万件の雇用が創出される
が、これらの仕事は必ずしも多くの移民の
知識や技能と一致しない可能性があると推
測している 24。パンデミックからの短期的な
景気回復により、接客業やヘルスケアなど、
移民にとって重要なセクターでの雇用は急

図 4 . 2

開発途上国の財務損失対GDP、2020年（10億米ドル）
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出典：Data from OECD.Global Outlook on Financing for Sustainable Development 2021. https://www.oecd.org/development/global-outlook-
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増したが、長期的には、e コマースの増加
や出張の減少など、目的国の新たな消費パ
ターンにより、農業、食品サービス、倉庫
業などの移民集約型産業における雇用需要
の減少が予想されている 25。

また、開発途上国、先進国を問わず、国益
を重視する姿勢がより強固になってきてい
る。たとえば、チリとペルーでは、移民ガ
バナンスの仕組みを再構築し、移民や難民
に対して、必要不可欠な金融や医療サービ
スの利用を複雑にさせている 26。一方、英
国へのビザ発給の減少、米国との国境にお
ける公衆衛生法 Title 42 に基づく追放に示
されるように、公衆衛生上の懸念に紐づく
既存の制限的な政策は継続している 27。また、
欧州やトルコで壁を作ろうという新たな動
きが見られるように、非自発的な移民の流
入を防ぐために国境を固めようとしている
国もある 28。

結果

秩序ある移住に対する障壁は、労働格差
や所得格差の拡大、人道的危機の誘発や
悪化、社会のさらなる二極化など、世界的
に深刻な影響をもたらす可能性がある。

経済的影響
新型コロナウイルス感染拡大の反動で、市
場のダイナミクスやサプライチェーンが混乱
し、労働者に個人の生き方とキャリアの選
択の見直しを促したことにより、一時的にで
はあるが、特定の産業で労働力不足が発生
している。本稿執筆時点で、米国では全体
で 1,100 万人以上の人手不足に、また、欧
州連合ではトラック運送業だけで 40 万人の
ドライバー不足に直面している 29。ホスピタ
リティセクターは、パンデミックの影響を最
も大きく受けたもののひとつであるが、とり
わけ長期的な労働力不足に陥りやすく、移
住によってそれが解消される可能性がある。
米国では、かつて接客業に従事していた人
の 50％以上が以前の職場には戻らず、求
職中の労働者の 60％が接客業を選択肢に
入れていないという調査結果が出ている 30。

移民の雇用が減少すれば、世界的な送金
の流れが弱まり、所得の伸びがインフレに
追いつかなくなり、出発国の社会移動が制
限される可能性がある。送金はまた、出発
国の民間消費、貯蓄、投資を支え、GDP
のかなりの割合を占めることもある（エル
サルバドルやホンジュラスの GDP の 4 分
の 1 近くからソマリアでの 3 分の 1 以上ま
で）31。これらは、2020 年には中低所得国
で年間 2％減少したが 32、FDI の 30％の減
少をはるかに下回るものであり 33、すぐに
回復し、2021 年には 7.3％増加している 34。
観光業の停滞や輸出への圧力とも相まっ
て 35、送金の減少は多くの途上国にとって、
もう 1 つの重要な資金源を弱体化させるこ
とになる。

企業は移住制限による 
労働者不足と需要ショックの 
リスクに直面している



グローバルリスク報告書2022年版 64

人道的影響
人道的危機は、弱くて力のないグループが
迫害や暴力から逃れるのを妨げる障壁が存
在する場合に、悪化する可能性がある。脆
弱な国家では、政府が国民の出国を阻止
することで、過疎化や資本逃避を食い止め
られる場合もある。アフガニスタンやミャン
マーでは、政府が国民の出国を妨げている
と伝えられている 36。移民を阻止することは、
人々がより安全な生活を求めることを妨げ、
自発的または非自発的に故郷を離れた人々
であるディアスポラが家族と再会するのを
阻むことである。それは、貧困や不平等を
減らす仕組みを閉ざし、政府に対する市民
の反感を煽り、不満を持つ人々に希望をち
らつかせる犯罪者やテロ集団にさえ力を与
え、社会の崩壊を加速させる可能性がある。

国際移動の機会がさらに制限されれば、移
民はより危険なルートの選択を余儀なくさ
れ、近隣諸国や回廊諸国での人道的危機を
深刻化させたり、誘発したりする危険性が
ある。その一例がシリア危機であり、2021
年までにすでに 600 万人近くのシリア人
が国外に避難しており、そのほとんどがト
ルコ、レバノン、ヨルダンに移住している

が、さらに深刻化する可能性がある 37。2021
年にメキシコを通過する中央アメリカから
の移民は 70 万人と推定されているが 38、こ
れはパンデミック以前の水準に急速に戻っ
ており、米国に入国できない移民が出発国
に戻れる可能性は低いと考えられる 39。一時
は、15,000 人の中央アメリカからの移民が、
メキシコとアメリカの国境にある橋の下で、
何日も追い詰められた状態で足止めされた
こともあった 40。EOS によると、エルサルバ
ドル、グアテマラ、ホンジュラス、ニカラグ
アでは「非自発的移住」が短期的な脅威と
して最上位に挙げられている。

このような危険なルートは、海で遭難した
り、国境地帯で厳しい天候に見舞われたり
と、悲劇的な人命の損失にもつながりかね
ない 41。本稿執筆時点で、2021 年に 4,800
人近くの移民が死亡または行方不明と推定
されており、そのほとんどはアフリカから欧
州を目指していた人々である 42。人身売買の
撲滅が急務であることは世界的に合意され
ているが、国際移住機関では、あらゆる国
で組織的な人身売買グループが暗躍してい
ると推定している 43。

GETTY/PAUL RATJE
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地政学的影響
移住への圧力により地政学的緊張がさらに
高まり、国境をまたぐ紛争に拍車をかける
可能性さえある。たとえば、中東では、50
万人のアフガニスタン人が移民規制を回避
し、近隣諸国に逃れるため、ますます思い
切った手段を取ることが予想される 44。それ
らの近隣諸国のうち、イランでは、タリバ
ンの侵攻を阻止するため、国境沿いに軍の
駐留を拡大している 45。約 360 万人のシリア
難民を受け入れているトルコ 46 と欧州連合
の間で、移民流入の管理は緊迫した問題に
なっている。

また、出発国からの移民がますます地政学
的手段として利用されるようになれば、地
政学的対立が悪化し、新たな対立が生まれ
る可能性もある。モロッコからの移民がス
ペインの飛び地であるセウタにわたったこ
とにより、西サハラに対するモロッコの主
張に対する欧州連合の支持の欠如に端を発
し、緊張関係が一歩進んだ 47。ベラルーシが
中東からの渡航を奨励し、移民をポーラン
ドとの国境沿いのキャンプに移動させて渡
航を迫り、ポーランドがこれに対抗して軍
隊を派遣するなど、ベラルーシと欧州連合
の間の政治的緊張はかなり進行している 48。
このようなケースでは、難民の扱いに関す
る国際法を遵守し、世界の発展と人権の分
野で国際社会からの評価を維持しようとす

る目的国の政府は、近隣諸国との外交関係
を慎重に維持しつつ前進する方法を見出す
と同時に、相当数の国民の移民懐疑論に応
えなければならないだろう。

ステークホルダーへの影響
出発国と目的国の人々、政府、企業は、移
住に関して異なる視点からそれぞれの課題
に直面している。ただし、両地域の関係者
が共通して直面している課題もある。たとえ
ば、移民が特定の集団に対する差別や周縁
化に利用された場合の社会不安、政府が市
民や市場に対する管理強化を正当化するた
めに移民問題を利用した場合の政治姿勢の
硬化、移民によって作られた目的国におけ
る合法的なディアスポラネットワークが損な
われた場合のいくつかの経済に及ぶマイナ
スの影響などがそれである。

移住が地政学の道具に 
使われると、地政学的な亀裂が
広がる可能性がある
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置き去り：人々への影響 
2020 年までに、世界の無国籍者は 400 万
人を超え、過去 10 年間で最も多くなってい
る 49。ただし、社会の二極化の高まりと政府
の能力の逼迫により、この数がさらに大き
くなる危険性がある。移民が、入国に際し
て一時的であっても目的地への入国許可を
得る選択肢は限られているため、移民が国
境内に留まることを回廊国が拒否すればる
ことで、さらに問題が深刻になる可能性が
ある。このような状況にある人々、つまり
帰国を望まない、または帰国することがで
きず、政府が福祉に関して責任を負わない
人々は、基本的な物資やサービス、財政支
援、あるいは外交支援の恩恵を受けられな
い、制限のある居住地や施設に取り残され
る危険にさらされている。また、危険から
逃れることができない人々は、暴力や過激
派のイデオロギーや組織の餌食になるリス
クに晒されている。非自発的移住に対する
国際協調が欠如している場合、難民は、輸
送中や収容所での劣悪な状況や、暴力にさ
え直面することになる。さらに多くの経済移
民が、自暴自棄になり、人身売買組織に搾
取されやすくなる可能性もある。

目的国では、過激思想の高まりにより、同
化しようとする移民にさらなる難題が降りか
かることもあり得る 50。また、政府が移民管
理を利用して、広範な人口監視や個人情報
へのアクセスを正当化することによって、市
民の自由が侵害されるかもしれない。

最後の砦：政府への影響
送金は、出発国にとって、生活水準を向上
させると同時に、重要な資金源になってい
る 51。それがなければ、経済的安定を送金
に頼っている出発国の政府は、統治能力に
深刻な問題を抱えることになり、中には国
自体が破綻する危険性のある国さえも散見
されることになるだろう。目的国の政府もま
た、国民の移住に対する懸念に対処ができ
ないことから、国内でのリスクに直面してい
る。より厳格な移民対策を採用すれば、移
民推進派が街頭やネット上で声を上げ、民
衆の反発を招く可能性がある。一方、移民
を適切に管理できなければ、ポピュリズム
を助長する危険性がある。

この国から出ていけ
もし、連邦民主主義の外国人嫌悪
の政党が選挙で勝ち始め、目的国
の国境や聖域の町で指導的地位を
確保し始めるとしたらどうなるだろ
うか？もし、彼らが連邦法を無視し
て国境保護や移動政策を推進し始
め、自警団的な行動を助長する場
合どうなるだろうか？

金を払え
移民政策の厳格化が、送金サービ
スにおける規制の強化、競争の低
下、手数料の上昇につながるとし
たらどうなるだろうか？従来の送金
ルートが閉ざされ、暗号通貨が送
金の主流となり、デジタルに弱い移
民がサイバー攻撃による盗難に晒
されるとしたらどうなるだろうか？

少なすぎ、遅すぎ
気候変動対策が停滞または遅延す
ることにより、生態系が突如転換点
に達し、干ばつ、洪水、資源不足
が悪化し、近隣諸国への気候変動
を加速させるとしたらどうなるだろ
うか？

考えられるショック
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限られた余地：企業への影響
目的国の企業は、世界的な労働者不足と移
住制限に起因して発生する需要側のショッ
クによるリスクに晒されている。移民労働
者は、国内市場の開拓に貢献し、母国での
雇用主企業のブランド認知度を高めること
により海外展開を支援できる魅力的な消費
者グループでもある。ただし、より厳しい

外国人労働者要件を課す企業や、移民従業
員の支援に十分な努力を払っていないと見
なされている企業は、移民コミュニティや
その支援者による世論の反発を受ける可能
性がある。一方で、低賃金労働力を求めて
移民労働者を受け入れる企業は、組合の反
発を受ける可能性がある。

双方向の架け橋を目指して

世界的な格差がある現在、移民には目的
国での労働格差を解消し、経済格差の撤
廃を促進する可能性がある。国際間の移動
は、医療、再生可能エネルギー、輸送など
の成長産業において、出発国の求職者と他
国の空席のポストをマッチングすることによ
り、国内および国家間の不平等の縮小につ
ながるかもしれない 52。

一貫した法的・政策的枠組み、国際協調と
調整、密輸入に対する執行の改善など、よ
り効率的で秩序ある移民の経路は、各国間
の政治的関係を緊密にし、国境をまたぐ金

融フローのための共有インフラなどの相互
関心事項に対する協働を促進することがで
きるだろう。また、国際社会は、難民受け
入れのための協力体制を強化することによ
り、地政学的分断を超えて友好関係を築く
ことができるだろう。

移住は機会を提供する一方で、出発国、回
廊国、目的国、それぞれにとっての課題を
伴う。リーダーたちには、相互の利益のた
めの新たな橋渡しをすることができる場所
を共同で特定する機会が与えられている。

GETTY/JIM WATSON
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第 5 章

宇宙空間の 
混雑と競争

5
2030 年までに新たに建設される宇宙ステーション

70,000
今後 10 年間に打ち上げられる予定の人口衛星数

28
宇宙活動の国家規制（法律）を保持している国

100万
宇宙空間に浮遊する 1 センチ以上の宇宙ゴミの数

REUTERS/ROSCOSMOS
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LEO / MEOにおける宇宙開発競争
数 10 年にわたり通信分野を独占してきた
従来の静止軌道（GEO）商業衛星市場は、
LEO や MEO からのサービス提供を目指す
新規参入者との競争により、現在、商業的
価値を失いつつある。より最近では、この
10 年で、宇宙における取り組みに活用す
る新たなアプリケーションへの資金調達が
急速に拡大している。既存企業や新興企業、
そして研究機関が急増し、数 10 億ドルの
資金を調達して潤沢になり、とりわけ LEO
における打ち上げシステムのコストを押し
下げている（図 5.1 参照）1。コストが下がれ
ば、より多様な参入者にとって、さまざま
な小型衛星を打ち上げる機会が増える。こ
うして、より費用対効果の高い宇宙へのア
クセスが可能になったことにより、ハイパー
スペクトルリモートセンシング、エネルギー
生成、製造、鉱業、観光などの分野での
新たな機会にますます注目が集まっている 2。
しかしながら、最も大きな成長が期待でき

人類は何 10 年にもわたって宇宙探査に鼓
舞されてきたが、商業的・地政学的な関心
の高まりがこの未開拓の分野にますます影
響を与えるようになってきている。初期の
宇宙活動は公的部門によって実施または資
金提供されていたが、ここ 10 年はむしろ民
間投資が拡大している。新規の商業参入者
は、とりわけインターネット関連の通信や打
ち上げサービスといった、衛星サービスの
提供において、従来の既存企業による支配
をかき回している。一部の政府は、国の「領
土」主張を推進するため、あるいは特に低
地球周回軌道（LEO）または中地球周回軌
道（MEO）のゾーンで価値の高い仕事の
開発を促進するため、さらには軍事・防衛
指向の存在感を強化するため、民間の宇宙
活動を奨励している *。これらの軌道の利
用が増えると、新たな脅威を軽減るための
ガバナンス構造がほとんどない領域で、混
雑、デブリの増加、衝突の可能性といった
リスクが発生する。

ますます混雑する宇宙

図 5 . 1

宇宙への投資：投資家の種類別出資資本（10億米ドル）

出典：Space Capital.Q3 2021. https://app.powerbi.com/view?r=eyJrIjoiNGY4MWI4OWEtMjNmZS00OTM3LWE5M2QtYTgxZTdjODk3YTllIiwidCI6IjYzMDZkMTJjLTE
wODMtNGNhOS04Yjk2LTdjYzM3ODcwMWIzMiIsImMiOjN9
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* 低地球周回軌道とは、一
般的に、地球を中心とする
高度 2,000 km（1,200 マイル）
以下の軌道を含むと考えら
れている。静止軌道（GEO）
と は、 通 常、 地 球 の 赤 道
上空 35,000km の高高度軌
道を含み、中地球周回軌道

（MEO） と は、LEO と GEO
の間の軌道を指す。
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るのは、やはり消費者直結のブロードバン
ド接続など、地球上ですでにデジタル接続
を拡大している産業である 3。

国家的野心
宇宙開発計画は、地政学的、軍事的な力
を誇示すると同時に、科学や商業としての
意義もあるため、今なお国家の威信を示す
ものとして広く認識されている。中国、欧州

（EU および ESA）、フランス、ドイツ、インド、
日本、NATO、ロシア、イギリス、アメリカ
などの大国が宇宙軍を公言し、宇宙インフ
ラの建設を続けており、2030 年までに少
なくとも 5 つの新たな宇宙ステーションを
建設する計画が進行中である 4。また、最初
の商業用宇宙ステーションも、今後 10 年
以内に完成する予定である 5。米国が主導す
る「アルテミス計画」は、月面探査を再開
し、最終的には火星や小惑星への前哨基地
を開発するというもので、次の段階の深宇
宙探査計画がすでに進行中である 6。さらに、
この分野で地政学、商業の両面で影響力を
拡大する機会を得ようとする国が増えれば、
また新たな宇宙進出国が現れるだろう。中
南米ではアルゼンチン、ブラジル、メキシコ、
アフリカ・中東ではエジプト、イラン、トル
コ、サウジアラビア、南アフリカ、アラブ首

長国連邦、アジア太平洋地域ではオースト
ラリア、インドネシア、マレーシア、ニュー
ジーランド、韓国、ベトナムなどが関心を
示している 7。

新たなプログラムの開発と並行して、多く
の民間・商業組織が依存する重要インフラ
を維持・確保する必要がある 8。LEO、MEO、
GEO にある衛星は、気候や天然資源の監
視、ブロードバンド・インターネット、ラジ
オ・テレビ放送、位置・航法・タイミングサー
ビスなど、さまざまな目的で使用されてい
る 9。このインフラは今後も政府、企業、社
会にとって不可欠なものであるが、一方で、
国家レベルの規制に支えられた先進的な宇
宙産業を持つ国が、先発者としての優位性
によって、特定の軌道セクターの権利を主
張する場面も散見されるようになってきてい
る 10。最後に、宇宙は今後も軍事的に非常
に重要な位置づけになることは言うまでも
ない。軍事面で言えば、ナビゲーション用
の全地球測位システム（GPS）、安全なデジ

企業、スタートアップ、 
研究機関が急増中

REUTERS/ALY SONG
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結果

宇宙で活動する関係者の数と多様性が拡大
すれば、無責任に管理を怠った場合、新
たな摩擦を生み出したり、旧来の摩擦を悪
化させたりする可能性がある。商業、民間、
軍事の各分野で、従来は大型で高価だった
単体の静止衛星システムに代わって、LEO
に複数の小型衛星を配置した分散型システ
ムが採用される傾向にある。1957 年のス
プートニク 1 号以来、約 11,000 個の衛星
が打ち上げられてきたが、計画案が実現す
れば、今後数 10 年でさらに 7 万個の衛星
が軌道に乗るという 12。これら新たに計画・
承認された衛星の大半は、規制に対してま
すます影響力を増している、ひと握りの事
業者によって打ち上げられることになる。

一度軌道に乗れば、積極的に廃棄しないか
ぎり、こうした衛星の多くが何百年も宇宙空
間をある速度をもって周回し続けることにな
る 13。また、低コストで参入障壁も低いため、
小型で低コストの衛星も急増している 14。ま
だリスクはさほど高くはないもの、衛星の
数が増えれば衝突の危険性も増すため、少
なくとも接触を避けるための緊急操縦が求
められる。

衝突は、将来の宇宙開発の妨げやさらなる
国際的な緊張の要因になる可能性がある。
宇宙空間で物体同士が衝突した場合、破片
が飛び散り、直径 1 ～ 5 センチ程度の大き
さのものでも、甚大な被害を与える可能性
がある 15。たとえば、2021 年 5 月には、デ
ブリが国際宇宙ステーション（ISS）のロボッ
トアームを貫通し、損傷を与えた 16。このよ
うな衝突は何 10 年も前から記録されてい
るが、今後はより頻繁に発生する可能性が
ある。カスケード効果の潜在的な影響を仮
定した「ケスラーシンドローム」（コラム 5.1
参照）という理論がある 17。現在の推定では、
1 センチ以上の小さなデブリが 100 万個近
く18、10 センチ以上の大きなデブリが数千個、

存在するとされている（図 5.2 参照）。ただし、
軌道上清掃サービスやデブリ除去を行えば、
最悪の結果が起こる可能性を削減できるか
もしれない 19。デブリ追跡は、衝突や破損を
防ぐための重要なツールであるが、より混
雑した領域における信頼性を維持するため
には、さらに高度なものにする必要がある。

宇宙空間が混雑してくると、そのような危
険性も高くなり、宇宙活動の国際ルールが
改定されない場合、衝突のリスクが高まる。
宇宙に関する最も重要な協定である宇宙条
約は 1967 年に締結され、現在でも国連宇
宙部（UNOOSA）を通じて、宇宙で行われ
ている活動の多くを規定している。ただし、
衛星の打ち上げや整備、宇宙交通管制、ま
た、共通の執行原則を管理する当局の必要
性が急務であることなど、現実を反映した
効果的な統制手段は、近年ほとんど反映さ
れていない 20。

コラム 5 . 1

ケスラーシンドローム
1978 年に NASA の科学者ドナルド・ケスラーがはじめて指
摘したもので、LEO にある物体（衛星やデブリ）の密度が
十分に高いと、物体同士が衝突するたびにスペースデブリ
が発生し、さらなる衝突の可能性が高まり、デブリが指数関
数的に増加するカスケードを引き起こす可能性があるという
理論を説いている。軌道上のデブリの分布により、宇宙活動
や特定の軌道範囲における衛星の利用が何世代にもわたっ
て困難になる可能性がある、というのがひとつの示唆である。

タル接続のための専用の軍事衛星ベースの
通信、諜報用スパイ衛星など、宇宙の、あ
るいは宇宙をサポートする技術に長年依存
してきた。そのため、こうしたシステムは軍
事目標として魅力的であり、防衛手段の強
化の必要性に拍車をかけているのである 11。



グローバルリスク報告書2022年版 74

一例を挙げると、地球から打ち上げられ
た宇宙物体に関する国際責任を規定した
1972 年の宇宙損害責任条約では、航空機
とロケットのハイブリッド輸送システムに関
しての細目が欠けている。たとえば、航空
機がロケットを搭載して離陸したときに打ち
上げられたとするのか、それともロケットを
航空機から切り離したときに打ち上げられ
たとするのか、また、両者を搭載したハイ
ブリッド機が航空機なのか宇宙船なのかに
よって、異なる法制度が適用される可能性
がある。宇宙法が航空法に優先する場合を
明確にするため、新たな補遺が必要かもし
れない 21。国際電気通信連合（ITU）が管轄
する最も強固な統制領域である電磁波スペ
クトラム管理でさえ、新たな衛星システム
や新興の 5G 技術による地上波スペクトラ
ム利用の競争激化によって、深刻な混雑の
危機に直面している 22。

グローバルリスク意識調査（GRPS）の回答
者は、こうした隔たりを意識しており、回答
者の 76％が、宇宙における国際的なリスク
軽減の取り組みの現状を「未着手」または

「初期段階」と位置づけている。

各国政府もまた、国家安全保障や民間宇宙
政策と並んで 23、商業的利益を国家戦略の重
要な柱として、独自の宇宙政策を展開して
いる。これまでも、また現在でもなお、多
くの政府が水面下で協力し合っているが 24、
宇宙規制を持つ 28 か国の間には大きな政
策の相違があり 25、各国が異なる規模、異な
る野心を持って活動している、というのが
現状である 26。このような分断は、有益な商
業宇宙活動のさらなる発展を危うくするも
のであり、国家間で規範を共有しなければ
機能しない 27。

国家の宇宙開発への野心は、同時に宇宙
の軍事化のリスクを増大させる。米軍は、
2019 年に軍の別部門として宇宙軍を創設し、
一方で、日本の宇宙作戦隊と英国の宇宙司
令部も、この 2 年の間に創設されている。

国家の宇宙開発への野心は、 
宇宙の軍事化のリスクを 
増大させる

REUTERS/JOE SKIPPER
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たとえば、フランス空軍が 2021 年に航空
宇宙軍（Armée de l’ Air & de l’ Espace）
となる など、 現 在、 他 の 主 要 な 軍 隊 も
宇 宙 部 門 を 含 めることが 多くなって い
る。2021 年 11 月、 ロシアが 行った 対 衛
星兵器実験では、大量のデブリが発生し、
ISS の宇宙飛行士を脅かす事態となった 28。 
他の国でも同様の実験が行われており、さ
らにそれ以外の国でも同様の実験が繰り
返されることが予想され、宇宙ゴミの問題
が大幅に増加するであろう（図 5.2 参照）29。
超音速兵器の軍拡競争もまた、宇宙の軍
事化に寄与する危険性がある。中国、ロシ
ア、米国はいずれも超音速兵器を開発して
おり、2021 年後半に、それぞれが実験を
行っている 30。また、地理空間情報インテリ
ジェンスの拡大を通して、地球全体が衛星
で観測できるようになったことにより、衛
星を地球観測の視界から隠れるようにした
り、動作不良を起こさせたり、妨害したり
するように一部の国を刺激する可能性があ

る 31。技術の進歩に伴い、すでにいくつか
の深宇宙探査計画の一部として紹介されて
いる宇宙鉱物の開発は、より遠い地平線上
での激しい競争を伴う、もうひとつの不和
を引き起こすものと見なされていくだろう32。

宇宙ガバナンスにおける格差は、軍拡競争
をよりはっきりと高めている。たとえば、宇
宙条約は宇宙での核兵器を禁止している
が、通常兵器に言及していない。このこと
は、宇宙で通常兵器の開発や実験が行われ
ている現在、特に懸念される点である。境
界、宇宙オブジェクトの管理、デュアルユー
スシステムなどの重要な問題についてはほ
とんど合意がないため、近い将来、新たな
ルールが作られる可能性は低い 33。宇宙ガバ
ナンスに関する協力がこれ以上低下すると、
リスクが悪化するばかりである 34。

サービスの中断と未知の環境： 
人々への影響

図 5 . 2

全軌道上のオブジェクト数の変遷、1960～2020年
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社会は、日常的に無数の宇宙インフラに依
存している。GPS 衛星は、陸、海、空の安
全な航行を可能にするだけでなく、金融取
引、データ通信、エネルギー制御システム
なども支えている。大規模な太陽嵐、GPS
衛星の妨害やなりすましなどの脅威は、イ
ンターネットの速度低下やナビゲーションシ
ステムの誤動作を引き起こし、また、エネ
ルギー供給網、水、交通の制御を破壊さ
せる可能性がある。ほんの数秒間の混乱で
あっても、社会全体への波及効果は広範囲
に及ぶ可能性がある 35。

また、オゾン層の破壊、ブラックカーボン（す
す）の排出によるバタフライ効果、極ジェッ
ト気流の変化など、急速な宇宙開発が地
球環境に与える影響にも未知数な部分が多
い 36。もちろん、宇宙太陽光発電の開発など
の技術的進歩には、宇宙探査・開発の拡
大が環境に与え得る悪影響の多くを相殺で
きる可能性がある 37。

重力の押し引き：政府への影響
民間企業の投資レベルが高いとは言え、商
業化の進展とさらなる地政学的競争によっ
て、新型コロナウイルス感染拡大による経
済的過重負担で財政がことさら圧迫されて
いる中で（第 1 章参照）、宇宙計画や防衛
に対する政府の支出を増やすことが求めら
れている。たとえば、政府は、より有利な
雇用条件を提示する民間セクターと、人材
獲得競争をする必要にますます迫られるだ
ろう。防衛機関は、より高度な宇宙兵器、
あるいはより強力な監視・諜報活動といっ
た、宇宙をさらに効率的に利用した国家戦
略的ツールから国を守るため、今後も資源
を費やしていく必要がある。

しかし、あらゆる分野で宇宙技術への依存
度が高まっている現在でさえ、大多数の政
府にとって、宇宙技術とその利用は手の届
かないものであり続けている。41 か国が
UNOOSA に宇宙機関を登録しているが 38、
登録していない多くの国の政府は、その能
力を開発するため、また、重要な意思決定
プロセスのテーブルにつくために、これか
らも苦労し続けることになるだろう。宇宙領
域における包括的な成長を促進するための
協調的な取り組みがなければ、宇宙開発か
ら得られる商業的・地政学的利益の不平等
が拡大するばかりである。

考えられるショック

ケスラー崩壊
地球近傍天体や宇宙ゴミの衝突が
連鎖して起こり、地球低軌道が飽和
状態になり、宇宙空間が実質的に
商業開発不可能になるとしたらどう
なるだろうか？

太陽破壊
大規模な太陽活動や地磁気嵐に
よって、衛星を利用したサービスや
機能が停止し、地球上に大規模か
つ経済および社会へ影響が連鎖す
るとしたらどうなるだろうか 39？

宇宙の財産
もし、月の「ゴールドラッシュ」に
関して、鉱物資源を要求するといっ
た宇宙条約違反が恣意的に行われ
たらどうなるだろうか？
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機会の妨害：企業への影響
商業宇宙船の打ち上げに成功したことによ
り、宇宙産業へのベンチャー融資が殺到
した。宇宙での商業活動が活発化すれば、
投資家の関心が高いうちに参入を目指す
企業が数多く現れる可能性がある。しかし、
製造業や観光業などの宇宙事業が軌道に

乗らなければ、投機家や宇宙産業企業は、
バブル崩壊の憂き目に遭う可能性がある。
同様に、宇宙汚染の禁止や重要な科学デー
タの私物化を阻止する草の根運動が、投
資家を躊躇させ、この分野における無闇
なベンチャー融資を抑制することもあり得
る 40。

宇宙での協力に向けて

宇宙は、地政学的・商業的緊張が存在す
るもうひとつの領域であるが、この領域に
おいては古くから重要視される協力の伝統
があることも忘れてはならない。信頼関係
を築き、相互理解を確立することを目的に、
法的拘束力のない自発的手段によって確立
された行動規範は、これまで高まり続ける
緊張を緩和するのに役立ってきた。この傾
向は今後も続く可能性があるが、より混雑
や競争が激しくなる中で、さらに強固な正
規のガバナンスが必要になるだろう。主要
な宇宙開発大国間の具体的かつ機能的な 2
国間または多国間協定は、規範を作り、よ
り広範な世界的行動に影響を与えるのに役

立つと考えられる。宇宙での状況認識、宇
宙交通管理、デブリの軽減は、規範に基づ
いて、最終的には正式な国際協定がすべて
の関係者に利益をもたらす分野である。重
要なのは、技術が規制よりも速いペースで
発展している他の領域と同様に、民間セク
ターの関係者を合意プロセスに参加させる
ことにより、協定が商業と技術の両方の現
実を反映するようにすることである。そのよ
うな機会を利用して、広く受け入れられる
規範を実現すれば、兵器化の制限、所有権、
宇宙空間を統治する適切な場所など、宇宙
における、より困難な問題についての議論
を促すことができるだろう。
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第 6 章

新たな 
レジリエンス

社会全体で取り組むべき新型コロナウイルス 
感染拡大の教訓

67.2％
高所得国の新型コロナウイルス感染症ワクチン接種の割合

20-40倍
1 日あたりの新型コロナウイルス新規感染者数のピーク時

（最高値）とトラフ時（最低値）の比較

210万
2021 年までのアフリカにおける新型コロナウイルス感染
症の最大超過死亡者数の推定

REUTERS/SEBASTIAN CASTANEDA
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機会があり、1 日あたりの新規感染者数は
指数関数的に増加し、ピーク時とトラフ時
の間に 20 倍から 40 倍の違いがあるのが特
徴である（図 6.1 参照）。この尺度で見ると、
ほとんどの国が成功例と注意点を、それぞ
れ異なる時期に示している。

感染拡大を効果的に管理するには、2 つの
相互に連関する要素が重要であることが証
明されている。1 つは状況の変化に応じて
対応戦略を調整するための政府の準備、も
う 1 つは原則に基づいた決定と効果的なコ
ミュニケーションを通じて社会的信頼とコン
プライアンスを維持する政府の能力である。

グローバルリスク報告書 2021 年版では、
パンデミック対応の問題点が、長年の自己
過信、これまで経験したことのない新型コ
ロナウイルス感染拡大の特殊な複雑さ、不
安定で分裂しやすい政治環境（地政学的環
境）、単なる管理ミスなどに、それぞれがど
の程度起因しているかを考察している。本
章では、パンデミックと宣言されてから 2
年目に実施された各国の対応戦略を概観し、
将来の危機に対する備えと組織のレジリエ
ンスを向上させるため、各国内における協
働の機会について考察する。

2020 年、各国政府は、国家や国際社会の
対策に大きな不備がある中、死亡率の高
い新型ウイルスから生命と生活を守ろうとし
た。2021 年、ウイルスがより感染力の強い
変異株へと進化する中、各国政府は社会や
経済の正常化に向け、前年に作成した対策
に沿って新たな対応を展開しようとした。ほ
とんどの国で 1 年に数回の感染者数の急増

国家レベルでのパンデミック適応のレジリエンス 

ほとんどの国において、成功例と
警告が、それぞれ異なる時期に現
れている 

REUTERS/ELOISA LOPEZ
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図 6 . 1

1日あたりの新型コロナウイルス新規感染者数： 
世界全体および感染者数上位6か国

出典：Worldometer.  Covid-19 Coronavirus Pandemic – “Daily new cases” . https://www.worldometers.info/coronavirus/, accessed 5 January 2022.
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柔軟な対応戦略
一般に、効果的な国の対応とは、社会の幸
福を全体的にとらえること、感染制御と医療
システムの保護に対する多方面からのアプ
ローチ、政策とプロセスの確かな調整、信
頼できるロジスティクス、新たな介入の展
開、さらに、利用可能であれば、きめ細や
かなリアルタイムのデータを活用すること
によって特徴づけられていた。チリやフィン
ランドのような国々では、対応が十分でな
い国に比べ、ピーク時をうまく管理するこ
とができていた 1 。これらの諸国は、省庁
横断的な政策課題、地域医療従事者のネッ
トワークの拡大、主要な医療従事者の保護、
検査、追跡、隔離など、個々には不完全だ
が集団としては有効な感染制御策、デジタ
ル医療技術、将来のニーズを見越した早期
投資などを通して達成した。

多くの国にとって重要なことは、可能な限
り社会的交流や経済活動を可能にし、必
要に応じて危機の初期段階における既定の
戦略であった移動制限に戻すなど、判断の
行き届いた政策移行を確立することであっ
た。社会・経済活動に対する制約が急激か
つ大規模に緩和された結果、患者数が急
増することがしばしばあったが、医療システ
ムや死亡率への影響は、高いワクチン接種
率によって軽減された。長い間、非常に少
ない患者数を誇ってきた国の中には、それ
がパンデミックの状態を測る最良の指標で
なくなったとき、そのことを認めて軌道修正
することが難しくなった国もあった 2。さらに、
オミクロン株は感染力が強いため、政府は、
経済活動の維持と感染拡大の抑制のバラン
スを再検討する必要に迫られるだろう。ウ
イルスの脅威が明らかに軽微であることを
考慮し、混乱を最小限に抑えることを選択
している国もあるが、医療システムが崩壊
する危険性が残っている以上、必要に応じ
て制限を復活させる用意が必要である 3。

有効なワクチンや抗ウイルス剤の登場は、
ウイルスが国民の健康や国の医療制度に
与える影響が管理できるという意味で戦術
を変え、他の政策に大きな余裕をもたら
すようになった 4。また、安価な簡易検査
の大量導入により、感染リスクを軽減しつ
つ、人々の移動や交流が再び行われるよう
になった。ただし、年初からさまざまなワ
クチンを接種すること自体は可能であった
が、交渉力、契約への対処、承認制度の
違いにより、接種計画の展開スケジュール
に大きな影響を及ぼした。高所得国の多く
はワクチンへのアクセスが優遇されており、

2021 年 12 月初旬までに経済協力開発機
構（OECD）の 3 か国を除くすべての国で、
人口の 50％以上に 2 回のワクチン接種が
行われた 5。中所得国の中にも高レベルの
ワクチン接種を達成している国がある。た
とえば、マレーシアの 79％という接種率は
効果的に行き届いた結果であり、6 ブラジル
の 65％はワクチンに対する強い期待感に
よるものであった 7。

ワクチン接種率が最も低かったのは、主に
アフリカなどの低所得国（図 6.2 参照）で、
各国の「ワクチン外交」の取り組みや、新
型コロナウイルスワクチン・グローバルア
クセス（COVAX）プログラムなどの多国間
協定に頼らざるを得なかった。低所得国は、
高所得国からの拠出金の少なさ、官僚主義
の強さ、供給予測の不確かさ、保管や配
給への課題などに悩まされている 8。人口構
成が比較的若いことと、良好な気候とがこ
れらの国々におけるウイルスによる死亡率
を鈍らせている可能性があるが、2021 年 5
月までにアフリカで 0 ～ 210 万人の超過死

高所得国

69.9%

低所得国

4.3%

図 6 . 2

ワクチン接種を完了した人の割合

出典：ONE.2021. “Data dive: The astoundingly unequal vaccine rollout” .  
January 2022.
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亡が推定され 9、致命傷ではない症例が多い
ことから、長期の課題として新型コロナウイ
ルスによる後遺症が浮上する可能性がある。

一般に、ワクチン接種計画の成功事例は、
完璧は時として善の敵であることを認識し、
スピードと堅牢性のバランスを保っていた。
ワクチンは、2 回目の接種で予防効果が改
善されたが、時間の経過とともに低下する
ことが判明したため、先進国では接種回数
と速度を重要視したブースター接種計画が
導入された 10。2021 年の後半までに、分析
の結果、ワクチン接種を完了した人は、ウ
イルス感染、重症化、長期にわたる症状、
入院、死亡するケースなどが少ないことが
示された 11。

新型コロナウイルス感染症の世界的な根
絶 はもは や 実 現 可 能 な 選 択 肢で は な い
が、SARS-Cov-2 ウイルスの持続的な伝播
は、より感染力が強く、感染や既存のワク
チンによって得られる免疫をすり抜け、新
たな変異株の出現を可能にしている。した
がって、中低所得国ではワクチン接種が比
較的遅れており、また、ときにワクチン接
種を躊躇するケースもあることから、すべて
の国においてパンデミックのリスクが継続し
ており、さらなる政策の転換を見越す必要
がある。新たな変異株が発生した場合、政
府は適切な管理措置を再び講じなければな
らない。

社会的信頼の維持
長期にわたり政府の方針が頻繁に変わる中、
社会的信頼を維持するには、市民やビジネ
スコミュニティーに対して、順守と協力を
喚起することが必要であった。2021 年には、
多くの市民が、ロックダウンやマスク着用な
どの義務に鬱憤もたまってきており、社会
的信頼の維持は時として困難な面もあった。
11 月下旬、欧州のいくつかの国やオースト
ラリアで、患者数が急増し、政府が規制を
強化したことにより、暴動が発生した 12。

さらに、ワクチンへのアクセスが普及してい
る先進国では、ウイルスに感染するリスク
と比較してワクチンのリスクを誤って懸念し
たり、自身の自然免疫を過信したり、科学
的根拠を欠くさまざまな理論を信奉したり
することにより、2021 年末時点で、かなり
の割合の成人が未接種のままであることが
判明した 13。

安価な検査の大量導入により、
人々に移動や交流を促しつつ、
感染を軽減した

REUTERS/ELOISA LOPEZ
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他の国々では、政府に対する漠然とした不
信感から、ワクチン接種を躊躇する傾向が
広がり、現地の世論や宗教指導者といった
代替的な権威でさえ、十分に恐怖心を和ら
げることができないでいる 14。 

この危機を管理するための信頼の要素は、
多くの場合、科学と政策に基づいて制約や
強制を課すことと、善良な行動を促すこと
との間のバランスに依ってきた。個人の自
由と集団のレジリエンスの間の狭い道を進
むには、コミュニケーションが必要であっ
た。実際、世界経済フォーラムのグローバ
ルリスクの専門家の 50％近くが、この緊張
を社会が管理すべき最も重要なもののひと
つとして挙げている 15。パンデミックは 3 年
目に入り、人々の疲弊感はますます高まっ
てきており、とりわけ祝祭シーズンには自由
な社会活動への期待が高まるため、課題は
ますます深刻さを増すだろう。

検査キットが迅速に配布されるようになっ
たことで、自己管理がしやすくなり、検査
結果の信頼性も向上したため、社会的な交
流や国際的な移動がしやすくなった。一部
の国ですでに見られるように、規制解除が
進み、社会活動が活発になることで需要が
供給を上回るようになると、安価な検査が
広く利用できるようになることが重要になっ
てくる。ただし、ワクチンについては、特
にオミクロン変異株の出現により、自主的
な対策がすでに限界に達しているのではな
いかと懸念する政府も出てきている 16。抵抗
し続ける人々に対する雇用や移動の制限な
どを伴う、ワクチン接種の義務化の計画は、
社会的善意と順守、そして政治の分裂に照
らした政府の決断を試すことになるだろう 17。
さらに、将来のパンデミックに対する国内
のレジリエンス向上ための戦略では、社会
的弱者とされる人々の保護を目的とした制
限や介入に対して、ある程度の不信感や反
抗を予期する必要があるだろう。

REUTERS/HANNIBAL HANSCHKE
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将来の危機に備えて国家の 
レジリエンス・エコシステムを準備する 

民間セクターとの交流において、より統制
経済的な教義をとっている政府は、危機に
おける重要物資の備蓄、要求、調達のモデ
ルに対するアプローチを調整した方がよい 21。
どの政府も、より厳しいサイバーセキュリティ
の義務付けや、重要インフラのストレステス
トに対しては、より強い期待を打ち出すこと
ができる 22。また、レジリエンスを高めるため
の研究開発のエコシステムを構築し、官民
が参画する危機管理演習を調整し、壊滅的
なリスクを対象とする保険プール制度に一定
のバックアップを提供することを目指すこと
もできる 23。

3 つの課題について、バランスの取れた
道筋を見つけることが重要である。第 1 に、
危機のたびに納税者が最終的に負担するの
でなく、また、政府が公的バランスシート
から民間セクターにリスクを押し付けるので
はない方法でリスクを配分することが不可
欠である。リスクと許容範囲について、よ
り透明性の高い分析主導の議論は、リスク
コストと価格設定、および危機発生時の影
響を軽減する財政と市場の緩衝材について、
より公平で創造力のある解決策を促すべき
である。

第 2 に、レジリエンスに対する規制は、資産、
産業、システムの急速な変化、規制上の義
務における相反する優先順位、そして執行
上の課題を考慮する必要がある。デジタル
エコシステムにおける「隠れた」資産、ニッ
チであるが重要な産業における支配的企
業、複数のプロバイダーがほぼ同時に破綻
する可能性が高い特定領域の成長分野など
が、広範囲にわたって悪影響を及ぼすこと
を防ぐために、システム上重要な資産、企
業、サブセクターはより大きな監視を受け
なければならないことは間違いないだろう24。
主に現在の消費者に配慮する規制や制度に
とって、長期的なレジリエンスは、主要な
重要インフラの設備投資計画の策定と実施

政府は他のセクターの能力を 
活かして、公共の能力を強化
すべきである 

コロナ禍は、その広がりを予測した関係者
を何度も驚かせ、さらに複雑な問題を残す
可能性がある。また、政府、社会、企業が
直面している課題は、パンデミックとその対
応だけではない。グローバルリスク報告書
が示すように、新たな危機がすぐそこまで
迫っているかもしれない。

重大なリスクの多くは、社会全体で対応す
る必要がある。これには、さまざまなセク
ターが関与して個々の行動を起こすだけで
なく、幸福と繁栄に貢献する形で、異なる
セクター間でのより効果的な連携をすること
が必要である 18。

各国は、集団の能力をより効果的に活用し、
多くの避けられないトレードオフの間をすり
抜け、レジリエンスを高めるための異なる
目標を区別しなければならない。なぜなら、
どこで課題にずれが生じたかを理解できな
ければ、いかなる解決策もその牽引力が限
られてしまうからである。そうした目標の 1
つとして、まず災害に対するコミュニティの
レジリエンス、2 つ目に信頼できる重要な
経済・社会インフラ、そして 3 つ目に産業
の変革などの長期的な戦略が挙げられる 19。
これらの目標は、異なるセクター間の相互
作用のための枠組みを提供するような、そ
れぞれの戦略を必要とする。

政府の視点
国全体のリスク評価とレジリエンス戦略の
レビューを活用して、活動の勢いが不十分
で、更なる政府の介入が必要な箇所を明
らかにする必要がある。政府がすべての隔
たりを自ら埋めるのは望ましいことではな
く、また実現可能でもない。代わりに、他
のセクターの能力と活力を利用し、公的領
域にあるべき強化された能力を補完するこ
とに目を向けるべきである 20。戦略について
は、何が必要かを明確にし、新たな目線で、
利用可能なすべての手段を検討する必要が
ある。政府は、他機関による行動を強制す
る必要がある場合、もしくは政府が依頼主
として権力を行使できる、新たなイニシア
チブを刺激する、協働を促進する、または
優れた実践を応援するというわかりやすい
立場で行動する場合を特定すべきである。
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を支える中心となる考え方であり、能力で
あるべきだ 25。セクターを超えた力強い規制
のハブは、議論を明確にし、異なる法的権
限を持つ組織の異なる議題を調整するのに
有効だろう 26。

第 3 に、データ共有の取り決めは、先制的
なレジリエンス構築と鋭い危機管理の両方
を実現できるように調整されるべきだ。国
家安全保障、商業上の機密性、独占禁止
法の制約、個人情報の保護など、データや
機密情報の流れの一部を制約するには十分
な理由がある。このことを踏まえ、政府は、
重要インフラ事業者に対して政府機関への
データ提供を強制すべきサイバーセキュリ
ティの欠如などといった危機的状況を特定
しようとするかもしれない。また、地震など
の災害時には、国家戦略物資を確保するた
め、競合する企業同士がデータを共有する
ことを許可したり、あるいは推奨したりする
可能性がある。政府は危機の発生に備えて、
シナリオと影響の分析についてより協調的
なアプローチを開発し、半アクセス可能で
独自のデータをレジリエンス分析と危機に
対する意思決定に組み込み、参画企業と国
の双方に利益をもたらすイノベーションの
ために、企業による競争前のデータ共有を
より促進する方法を検討する必要がある 27。

企業の視点
多くの企業が、自分たちが事業を展開して
いる国のレジリエンスをどのように高められ
るかを理解しようとしている。企業は、国レ
ベルの備えが万全であれば、それだけ衝撃
的な事象による経済や政府の政策の安定性
への影響が小さくなり、計画、投資、実行
のための環境が整うということを認識してい
る。

機会は 4 つのグループに分類される。第 1
に、大企業はすでにサプライチェーン、マ
ネージドサービスプロバイダー、公共事業、
顧客などの事業中断リスクを集中して調査
し、ボトルネックや停電の影響を緩和する
努力をしているが、中小企業も同じように
然程の労力を掛けずに同じことができるか
もしれない 28。第 2 に、国家として重要な
企業は、パンデミック時に許される範囲で
互いに協業した。より広範囲の行動規範は、
将来の危機のために業界ごとにベストプラ
クティスの行動を設定できる 29。第 3 に、パ
ンデミックによって、企業は、自社の労働
力とコミュニティのレジリエンスに厳しい目
を向けるようになった。大企業は、健康保
険と福利厚生にレジリエンスの側面を組み
込むことができる 30。第 4 に、一部の企業は、
自社のビジネスに影響を与えながらも政府
だけでは解決できない大規模な公共政策の
課題により積極的な役割を果たそうとして
いる。そのような努力は、公共財の支援に
直接位置づけることができる 31。

GETTY/VCG
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従来、レジリエンス向上の取り組みは公的
資金によって行われてきたが、政府内の
死角を減らし、縦割り行政に対抗するため、
企業がイノベーションを推進することがま
すます求められている。戦略的フォーラム
への民間企業の参画を拡大することにより、
専門家や実務家が政府の課題に貢献し、異
議を唱えることが可能になる。また、優先
順位、政策、業務慣行に関するセクターを
超えたダイナミックな交流は、効率的かつ
効果的な解決策を見出すのに役立つだけで
なく、新たなイニシアチブをより広く支持さ
せることにもなる 32。

コミュニティの視点
パンデミックと異常気象は、中央政府と地
方自治体がより効果的に連携できる分野を
浮き彫りにした。政府の各省庁における政
策課題の調整が失敗すれば、地方レベルで
壊滅的な影響を与える可能性があり、それ
により危機が発生し、断絶が露呈する。同
様に、中央政府と地方自治体の間にも、権
限争いや連絡網の弱さによる「空隙」が
あり、データの流れやイニシアチブの有効
性、地方の信頼が損なわれている 33。コミュ
ニケーションプロセスの改善、意思決定権
限の委譲、中央政府の専門機関と地方行政
の間の現場での取り組みの調整強化、地方
と国レベルの能力強化は、レジリエンスを
支えるうえで大きな役割を果たすだろう。

中央政府や地方自治体には、NGO や企業
との協力のもと、コミュニティレベルでのレ
ジリエンス強化の取り組みを支援する余地
がある。地域のレジリエンス向上のための
フォーラムは、地域社会を活性化し、状況
に応じた脆弱性と主要なリスクの影響に関
する詳細な情報を提供し、レジリエンス向
上対策の優先順位付けに役立てることがで
きる。意識と参加を強化し、地元の関係者
に力を与え、能力を高めることは、レジリ
エンスの向上プログラムを長期的に持続さ
せるための風土や文化の改善に不可欠であ
る。

とりわけ科学技術に関する専門知識や証拠
を提供することにより、地域、国、国際レ
ベルで、学術コミュニティと政府の課題と
の間の接点を充実させる機会が数多く存在
する 34。危機の前、最中、後にわたってリス
クとレジリエンスの問題について共同調査
を実施するには、より強力で柔軟なコミュ
ニケーションチャネルとより高い次元の信頼
が必要となる（コラム 6.1 参照）。

より良い国家の備えが、 
より良い投資環境を生む

GETTY
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コラム 6 . 1

洞察から実践へ

昨年の課題に基づいて、世界経済フォーラムは、その主要なリスクコミュニティの 2 つである、チーフ・リスク・
オフィサー（CRO）のコミュニティとグローバル・フューチャー・カウンシル・オン・フロンティアリスクと協力のうえ、
レジリエンス向上のための組織的慣行の改善に向けた 5 つの実践的な教訓を特定した。

1. 実現に必要な 
基盤となる分析

多くの場合、具体的なリスクではなく、中核となるビジネス目標を損なう可能
性のある失敗、損害、消耗の種類から始めるのが有効である。このような望
ましくない結果から逆算することにより、現在の慣行をよりオープンに評価し、
導入、展開、再設計、強化が必要な能力、手段、ツール、プロセスについ
てより深く理解することができる。

2. より広範な 
エコシステムに 
おける脆弱性の認識

組織は、自らが管理する重要な資産や業務を検証するだけでなく、自分たち
が活動する広範なエコシステムにも目を向ける必要がある。また、自分たち
が依存している第三者の資産やサービスの不足、停止、遅延に対するレジリ
エンス、ならびにそれに依存している人々の許容度を調べなければならない。

3. 多様なレジリエンス
向上のための戦略
の取り組み

ジャストインタイムの効率性よりもジャストインケースの信頼性を重視するこ
とにより、起こりうる危機を軽減できる場合もある。また、バックアップや冗
長性の確保、業務プロセスの調整、事業継続のための迅速な行動と適応を
確保することで、最善のサービス提供が可能になる場合もある。従業員を支
援する行動は、特に優れたリーダーシップと効果的なコミュニケーションに
よって強化されている場合、構造的な対策と同じくらい重要である。

4. レジリエンスの 
取り組みと他の目標
の連結

多くの組織の環境、社会、ガバナンス（ESG）目標は、広範なレジリエンス・
プラットフォームと共有されており、整合性を高めることで利益を得ることが
できるだろう。 たとえば、サプライチェーンを短縮することで、実質排出量ゼ
ロ戦略を推進し、地経学的な不利を軽減することができ、地域との強い結び
つきが災害時の復興支援につながる可能性がある。

5. レジリエンスは 
目的地ではなく道筋

先進的なレジリエンスの向上プログラムを備えた組織は、ストレステストの演
習や実際の危機から学び、より強く、よりしなやかで、より良い備えができる
ようになる。また、組織は、リスクの高まりを示す状況の変化に注意を払い、
追加の行動を必要とする死角や欠点について自らに挑戦し、重要な目標をよ
り達成するための対応策を適応させることに意欲的だ。
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グローバルリスク
「グローバルリスク」とは、それが発生した場合、いくつかの国または業界に重大な悪影響を及ぶ可能性がある事象
もしくは条件（因子）のことである。本報告書は、その目的上、今後10 年間を対象としている。

読みやすさを優先し、それぞれのグローバルリスクの名称は報告書では短縮形を採用している場合がある。短縮形
は正式名称中の太字部分である。

付 録 A

グローバルリスク2022年版の内容

グローバルリスク 内容

経
済

リ
ス

ク

主要経済国の 
資産バブルの崩壊

実体経済から大きく乖離した主要経済国の住宅、投資ファンド、株式およびその他の資
産価格の崩落

国際的に重要な産業や
企業の崩壊 世界経済や金融市場、社会に対して影響のある国際的に重要な産業もしくは企業の崩壊

主要経済国の 
累積債務危機

主要経済国の債務の累積や債務返済により企業財務もしくは政府財政またはその両方が
課題となり、その結果としての大規模な破産、債務不履行、債務超過、流動性危機もし
くは公的債務危機

物価の不安定化 経済およびサービスにおける価格水準の管理困難な上昇（インフレ）もしくは下落（デ
フレ）

不法な取引や 
経済活動の蔓延

偽造、違法な資金移動、違法取引、脱税、人身売買、組織犯罪など、経済の進展およ
び成長を損なう非公式もしくは違法な活動の国際的な拡大

長期化する経済停滞 長年にわたる、ゼロに近い、もしくは低水準の世界成長

極端な 
コモディティ・ショック

化学物質、排出物、エネルギー、食糧、金属、鉱物などの、企業や公的機関、家庭の
予算を損なうシステム上の重要なコモディティの需給に対する世界規模での影響

環
境

リ
ス

ク

生物多様性の喪失や 
生態系の崩壊

種の絶滅や減少の結果としての環境、人類および経済活動に関する不可逆的な影響や自
然資本の恒久的な破壊

気候変動への適応 
（あるいは対応）の失敗

政府や企業が効果的な気候変動適応および緩和策の実行、立法化もしくは投資、生態系
の保護、国民の保護、カーボンニュートラルな経済への移行を行えない状況

異常気象 極端な寒波、熱波、台風、自然火災、洪水などの異常気象による世界規模での人命の損失、
生態系被害、住居破壊、経済的損失など

人為的な 
環境被害や災害

人間の活動の結果としての人命喪失や経済的損失、動物生態系との共存の失敗（保護区
の規制緩和）、産業事故、石油流出、放射能汚染、野生生物の取引など

大規模な 
地球物理学的災害

地震、地滑り、磁気嵐、津波、火山活動などの地球物理学的災害による人命の損失や経
済的損失、生態系の被害

天然資源危機 重要な天然資源に対する人間の乱開発や管理の失敗によって起こる世界規模での化学製
品、食料、鉱物、水もしくはその他の天然資源の危機
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地
政

学
リ

ス
ク

国際機関の崩壊
国境紛争、環境へのコミットメント、移民危機、健康の危機、貿易紛争などの地域的も
しくは世界的影響を及ぼす経済、環境、地政学、人道主義の危機を解決するために設立
された国際機関の崩壊や解体

国家間の関係悪化 
または破砕 経済や政治、テクノロジーの対立による二国間関係の断絶や緊張の高まり

地経学上の 対立 世界や地域大国が国家間の経済連携を分断し、自国の勢力圏を強固にするために、投
資や貿易規制、非関税障壁、通貨や為替規制などの経済政策を展開すること。 

戦略資源の政治利用 地政学的な優位性を高めるために、人類の発展に重要な財、知識、サービスもしくはテ
クノロジーを国家などに集中させ、搾取や移動の制限をすること

国家間の紛争 生物的・化学的・物理的な攻撃、サイバー攻撃、軍事介入、代理戦争など国際的に影
響のある二国間もしくは多国間の攻撃的な紛争

国家の崩壊 地政学上重要な国家の崩壊。国内紛争、法の支配の崩壊、組織の腐敗、軍事クーデター、
地域的、国際的な不安定化

テロ攻撃
イデオロギー、政治または宗教上の目的を持つ個人もしくは非国家グループによる大規
模、散発的あるいは単独のテロ攻撃において生命の喪失や重傷、重大な物的損害をも
たらすもの

大量破壊兵器 生物兵器、化学兵器、サイバー兵器、核兵器および放射性物質兵器の配備による生命
の喪失や破壊、国際的な危機

社
会

リ
ス

ク

社会保障制度の崩壊 
もしくは欠如

障碍給付、高齢者給付、福利厚生、傷害給付、出産給付、医療給付、疾病手当、遺族給付、
失業給付などの社会保障制度の不在または広範な破綻、社会保障給付の減額

雇用および生活破綻 
（生活苦）の危機

失業、不完全雇用、賃下げ、不安定な契約、労働者の権利の悪化などの、仕事の見通
しや生産年齢人口の水準の構造的悪化

社会的結束の侵食
社会の安定、個人の幸福や経済的生産性に悪影響を与える社会資本の喪失、および社
会ネットワークの亀裂による国民の怒り、不信、不和、共感の欠如、少数派の無視、政
治的二極化など

公的インフラ計画の失敗
都市開発の誤った管理や不十分な計画立案、投資不足による不公平もしくは不十分な公
的インフラおよびサービスが、経済の進展、教育、家庭、公衆衛生、社会的包摂性およ
び環境に悪影響を与える

感染症の広がり ウイルス、寄生体、菌類またはバクテリアの大規模で急速な蔓延で、感染病の広がりを
抑制できず、生命の喪失や経済的な混乱を伴うエピデミックもしくはパンデミック

大規模な非自発的移住 気候変動、差別、経済的な進歩の欠如、迫害、自然災害、人為的災害、暴力的な紛争
などに誘発された大規模な非自発的移住

科学への反発の広がり 地球規模の科学的証拠や科学界に対する非難や否認、懐疑から起こる、気候変動対策
や人類の健康、技術革新の後退もしくは停滞

人の健康被害に及ぶ 
汚染

有害物質や空気中・水ある粒子状の物質によって身体的・精神的な健康被害を与えること。
これらの物質は発電などのエネルギー発出、農工業作業の一連のプロセス、産業廃棄処
理ミス、自然災害、そして人間行動など様々なプロセスから発出される

著しい 
メンタルヘルスの悪化

幸福、社会の結束および生産性に悪影響を及ぼす、不安神経症、認知症、鬱病、孤独、
ストレスなどの世界的な複数の年齢層にわたるメンタルの病気や障害の蔓延

広がる若者の幻滅感・
虚脱感

社会の安定や個人の幸福、経済的生産性に悪影響を与える若者の自信の低下や欠如、
既存の世界経済、政治および社会構造への信頼の喪失
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テ
クノ

ロ
ジ

ー
リ

ス
ク

テクノロジーの 
進歩による悪影響

AI、ブレイン・コンピュータ・インターフェース、バイオテクノロジー、地球工 学、量子
計算など、技術の進歩により、意図してまたは意図せずして与えられる個人、企業、生態系、
経済への悪影響

重要情報インフラと 
ネットワークの機能停止

サイバーネットワークやテクノロジーへの体系的な依存の結果として起こる、AI 重視のシ
ステム、インターネット、携帯端末、公的サービス、衛星などの重要な物理的およびデ
ジタルのインフラやサービスの悪化、飽和もしくは機能停止

デジタル格差
不平等な投資力、デジタルスキルの欠如、政府の規制や、購買力の不足、文化の違い
などにより重要なデジタルネットワークや技術へのアクセスが、国の内外で分断されるこ
とで生じる不平等

デジタルパワーの集中 裁量的な価格設定や公平な監視の欠如、不平等な私的・公的アクセスなどによって、重
要なデジタル資産、能力、知識が少数の個人、企業、または国家に偏る

サイバーセキュリティ 
対策の失敗

企業、政府および家庭のサイバーセキュリティ・インフラもしくはサイバーセキュリティ措
置が、非常に高度で頻繁なサイバー犯罪に対する対策の遅れによって起こる経済的な混
乱、経済的な喪失、地政学的な緊張もしくは社会の不安定

テクノロジー統治の失敗
異なる国もしくは政府間で互換性のないデジタル・インフラやプロトコル、基準を採用し
た結果として起こる、重要なデジタルネットワークおよびテクノロジーの利用に関する国
際的な枠組み、制度、規制の崩壊
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付 録 B

経営幹部意識調査―国別リスク意識

表 B.1 は、2021 年 5 月 から 9 月 に か け て 世 界 経 済
フォーラムの経営幹部意識調査（EOS）で調査した
124 の経済圏の各リスクの上位 5 つを示したものであ
る。12,000 人以上のリーダーに「今後 2 年間にあなた
の国にとって重大な脅威となる 5 つのリスクは何か？」
という質問をし、35 のリスクから順不同で選択するよう
求めた。「リスク 1」は、各国経済において最も頻繁に
選択されるリスクを示している。同点の場合は、同点の
リスクをアルファベット順に同じセルに表示し、点線で
区切り（---）、次のセルには省略記号（・・・）を表
示している。たとえば、アルメニアでは、2 つのリスク（「人
為的な環境被害や災害」と「大規模な非自発的移住」）
が同率 3 位であるため、4 位にはリスクが存在しない。

EOS の回答者に投げかけられた質問は、GRPS の回答
者に投げかけられた次の質問と同等である。「今後 0
～ 2 年間で、あなたが懸念するグローバルリスク（世
界にとって重大な脅威となるもの）上位 5 つを挙げて
ください。」EOS で選択できる 35 のリスクのリストも、
EOS 実施後に GRPS に追加された 2 つのリスク（「地経
済上の対立」と「人の健康被害に及ぶ汚染」）と、EOS
の「戦略資源の地政学化」から GRPS の「戦略資源
の地政治利用」に名称を変更した 1 つのリスクを除き、
グローバルリスク意識調査（GRPS）のリスクのリストと
同等になっている（付録 C：グローバルリスク意識調査：
テクニカルノート参照）。

表 B . 1

経営幹部意見調査により判明したリスク上位5件 

国 リスク 1 リスク 2 リスク 3 リスク 4 リスク 5

アルバニア 国家間の関係悪化 
または破砕

人為的な 
環境被害や災害

サイバー 
セキュリティ対策の
失敗

主要経済国の 
累積債務危機 感染症の広がり

アンゴラ 雇用および生活破綻 
（生活苦）の危機

長期化する 
経済停滞

人為的な環境被害や
災害 国家の崩壊 広がる若者の幻滅

感・虚脱感

アルゼンチン 長期化する経済停滞 雇用および生活破綻
（生活苦）の危機 国家の崩壊 物価の不安定化 デジタル格差

アルメニア 国家間の紛争 長期化する経済停滞

人為的な環境被害や
災害

……

サイバー 
セキュリティ 
対策の失敗

大規模な非自発的 
移住

国家間の関係悪化 
または破砕

オーストラリア
サイバー 
セキュリティ 
対策の失敗

異常気象
気候変動への適応

（あるいは対応）の 
失敗

感染症の広がり 主要経済国の 
累積債務危機
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国 リスク 1 リスク 2 リスク 3 リスク 4 リスク 5

オーストリア
気候変動への適応

（あるいは対応）の
失敗

社会的結束の侵食 主要経済国の 
累積債務危機

デジタルパワーの 
集中

長期化する経済停滞

異常気象

アゼルバイジャン 天然資源危機 主要経済国の 
資産バブルの崩壊

主要経済国の累積債
務危機

気候変動への適応
（あるいは対応）の
失敗

……
国際機関の崩壊

人為的な環境被害や
災害

感染症の広がり

バーレーン 長期化する経済停滞

主要経済国の 
累積債務危機

…… 感染症の広がり 雇用および生活破綻
（生活苦）の危機

サイバーセキュリ
ティ対策の失敗

バングラデシュ 雇用および生活破綻
（生活苦）の危機

デジタル格差

…… 人為的な環境被害や
災害

気候変動への適応
（あるいは対応）の
失敗

戦略資源の政治利用 サイバーセキュリ
ティ対策の失敗

バルバドス 異常気象 長期化する経済停滞 雇用および生活破綻
（生活苦）の危機

国際的に重要な 
産業や企業の崩壊

気候変動への適応
（あるいは対応）の
失敗

感染症の広がり

ベルギー
気候変動への適応

（あるいは対応）の
失敗

主要経済国の累積債
務危機 異常気象

主要経済国の 
資産バブルの崩壊

……
国家間の関係悪化 
または破砕

ベナン 不法な取引や経済活
動の蔓延 物価の不安定化 極端なコモディティ・

ショック
科学への反発の 
広がり 社会的結束の侵食

ボリビア  雇用および生活破綻
（生活苦）の危機

不法な取引や 
経済活動の蔓延

デジタル格差

…… 国家の崩壊
人為的な環境被害や
災害
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国 リスク 1 リスク 2 リスク 3 リスク 4 リスク 5

ボスニア・ 
ヘルツェゴビナ

人為的な環境被害や
災害

……  雇用および生活破綻
（生活苦）の危機

デジタル格差

……

長期化する経済停滞 広がる若者の 
幻滅感・虚脱感

ボツワナ 雇用および生活破綻
（生活苦）の危機

社会保障制度の崩壊
もしくは欠如 長期化する経済停滞 広がる若者の 

幻滅感・虚脱感
主要経済国の 
累積債務危機

ブラジル 長期化する経済停滞 雇用および生活破綻
（生活苦）の危機  デジタル格差 人為的な環境被害や

災害 戦略資源の政治利用

ブルネイ 雇用および生活破綻
（生活苦）の危機 長期化する経済停滞 テクノロジー統治の

失敗
人為的な環境被害や
災害

サイバーセキュリティ
対策の失敗

ブルガリア 人為的な環境被害や
災害 感染症の広がり 国家間の紛争

主要経済国の 
累積債務危機

……
雇用および生活破綻

（生活苦）の危機

カンボジア 人為的な環境被害や
災害 長期化する経済停滞

テクノロジーの 
進歩による悪影響

……

生物多様性の喪失や
生態系の崩壊

感染症の広がり 主要経済国の 
累積債務危機

カメルーン 雇用および生活破綻
（生活苦）の危機 テロ攻撃 主要経済国の 

累積債務危機
人為的な環境被害や
災害 天然資源危機

カナダ 主要経済国の 
累積債務危機

気候変動への適応
（あるいは対応）の
失敗

異常気象 雇用および生活破綻
（生活苦）の危機 感染症の広がり

カーボベルデ 雇用および生活破綻
（生活苦）の危機 長期化する経済停滞 人為的な環境被害や

災害
主要経済国の 
累積債務危機

生物多様性の喪失や
生態系の崩壊

サイバーセキュリ
ティ対策の失敗

チャド 主要経済国の 
累積債務危機

雇用および生活破綻
（生活苦）の危機

重要情報インフラと
ネットワークの 
機能停止

テロ攻撃 人為的な環境被害や
災害

チリ 長期化する経済停滞 社会的結束の侵食 社会保障制度の崩壊
もしくは欠如  国家の崩壊 異常気象
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国 リスク 1 リスク 2 リスク 3 リスク 4 リスク 5

中国 異常気象 主要経済国の 
資産バブルの崩壊 感染症の広がり 社会保障制度の崩壊

もしくは欠如 戦略資源の政治利用

コロンビア 雇用および生活破綻
（生活苦）の危機

人為的な環境被害や
災害 長期化する経済停滞 国家の崩壊 不法な取引や 

経済活動の蔓延

コンゴ

雇用および生活破綻
（生活苦）の危機

……

生物多様性の喪失や
生態系の崩壊

……

国家間の紛争

人為的な環境被害や
災害 デジタル格差 国家の崩壊

コスタリカ 長期化する経済停滞 雇用および生活破綻
（生活苦）の危機 デジタル格差 国家の崩壊

主要経済国の 
累積債務危機

異常気象

コートジボアール テロ攻撃 主要経済国の 
累積債務危機 物価の不安定化 雇用および生活破綻

（生活苦）の危機
人為的な環境被害や
災害

クロアチア 長期化する経済停滞 戦略資源の政治利用  デジタル格差 人為的な環境被害や
災害

広がる若者の 
幻滅感・虚脱感

キプロス
気候変動への適応

（あるいは対応）の
失敗

主要経済国の 
累積債務危機 戦略資源の政治利用

主要経済国の 
資産バブルの崩壊

……感染症の広がり 

長期化する経済停滞

チェコ 主要経済国の 
累積債務危機

国際的に重要な 
産業や企業の崩壊

主要経済国の 
資産バブルの崩壊 感染症の広がり 物価の不安定化

デンマーク
気候変動への適応

（あるいは対応）の
失敗

主要経済国の 
資産バブルの崩壊

……
サイバー 
セキュリティ対策の
失敗

主要経済国の 
累積債務危機

感染症の広がり

ドミニカ 異常気象 雇用および生活破綻
（生活苦）の危機

主要経済国の 
累積債務危機

デジタル格差

……サイバー 
セキュリティ対策の
失敗
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国 リスク 1 リスク 2 リスク 3 リスク 4 リスク 5

エクアドル 社会保障制度の崩壊
もしくは欠如 長期化する経済停滞 雇用および生活破綻

（生活苦）の危機
不法な取引や経済活
動の蔓延 デジタル格差

エジプト 天然資源危機 感染症の広がり 主要経済国の累積債
務危機 物価の不安定化 雇用および生活破綻

（生活苦）の危機

エルサルバドル 長期化する経済停滞 国家の崩壊 異常気象 雇用および生活破綻
（生活苦）の危機

社会保障制度の崩壊
もしくは欠如

デジタル格差

エストニア 国家間の紛争 主要経済国の累積債
務危機

主要経済国の 
資産バブルの崩壊

…… 人為的な環境被害や
災害

国家間の関係悪化 
または破砕

フィンランド 長期化する経済停滞 主要経済国の 
累積債務危機

気候変動への適応
（あるいは対応）の
失敗

主要経済国の資産バ
ブルの崩壊 感染症の広がり

フランス 社会的結束の侵食

主要経済国の 
累積債務危機

……
気候変動への適応

（あるいは対応）の
失敗

サイバー 
セキュリティ対策の
失敗

戦略資源の政治利用

ジョージア 国家間の紛争 デジタル格差 物価の不安定化 主要経済国の 
累積債務危機

雇用および生活破綻
（生活苦）の危機

ドイツ
気候変動への適応

（あるいは対応）の
失敗

社会的結束の侵食 デジタルパワーの 
集中

主要経済国の 
累積債務危機

国家間の関係悪化 
または破砕

戦略資源の政治利用

ガーナ

雇用および生活破綻
（生活苦）の危機

…… 戦略資源の政治利用
サイバー 
セキュリティ対策の
失敗

国際的に重要な 
産業や企業の崩壊

人為的な環境被害や
災害

ギリシャ 長期化する経済停滞 異常気象 主要経済国の 
累積債務危機 国家間の紛争 デジタル格差
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国 リスク 1 リスク 2 リスク 3 リスク 4 リスク 5

グアテマラ 不法な取引や 
経済活動の蔓延 国家の崩壊 異常気象 公的インフラ計画の

失敗

社会的結束の侵食

人為的な環境被害や
災害

ホンジュラス 国家の崩壊 雇用および生活破綻
（生活苦）の危機 異常気象 不法な取引や経済活

動の蔓延 長期化する経済停滞

香港特別行政区、
中国 

主要経済国の資産バ
ブルの崩壊 長期化する経済停滞 感染症の広がり 国家間の紛争 社会的結束の侵食

ハンガリー 物価の不安定化 異常気象
気候変動への適応

（あるいは対応）の
失敗

感染症の広がり 国家間の関係悪化 
または破砕

アイスランド

主要経済国の 
資産バブルの崩壊

…… 国際的に重要な 
産業や企業の崩壊

サイバー 
セキュリティ対策の
失敗

……
気候変動への適応

（あるいは対応）の
失敗

感染症の広がり

インド 国家間の関係悪化ま
たは破砕

主要経済国の 
累積債務危機

広がる若者の 
幻滅感・虚脱感

テクノロジー統治の
失敗 デジタル格差

インドネシア

主要経済国の累積債
務危機

…… 雇用および生活破綻
（生活苦）の危機 戦略資源の政治利用

サイバー 
セキュリティ対策の
失敗人為的な環境被害や

災害

イラン 雇用および生活破綻
（生活苦）の危機

広がる若者の 
幻滅感・虚脱感 長期化する経済停滞 天然資源危機 生物多様性の喪失や

生態系の崩壊

アイルランド

気候変動への適応
（あるいは対応）の
失敗

…… 国家間の関係悪化 
または破砕

主要経済国の 
累積債務危機

……
サイバー 
セキュリティ対策の
失敗

長期化する経済停滞

イスラエル テロ攻撃

主要経済国の 
資産バブルの崩壊

……
サイバー 
セキュリティ対策の
失敗

大量破壊兵器

国家間の紛争
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国 リスク 1 リスク 2 リスク 3 リスク 4 リスク 5

イタリア

気候変動への適応
（あるいは対応）の
失敗

…… 異常気象 戦略資源の政治利用 デジタル格差

主要経済国の累積債
務危機

日本 長期化する経済停滞 異常気象 国家間の紛争
サイバー 
セキュリティ対策の
失敗

主要経済国の 
資産バブルの崩壊

感染症の広がり

ヨルダン 主要経済国の累積債
務危機

雇用および生活破綻
（生活苦）の危機 天然資源危機 長期化する経済停滞 物価の不安定化

カザフスタン

雇用および生活破綻
（生活苦）の危機

…… 極端なコモディティ・
ショック 国家間の紛争 戦略資源の政治利用

物価の不安定化

ケニア 雇用および生活破綻
（生活苦）の危機

主要経済国の 
累積債務危機

人為的な環境被害や
災害

長期化する経済停滞
……

テロ攻撃

韓国 主要経済国の 
資産バブルの崩壊

雇用および生活破綻
（生活苦）の危機

…… 主要経済国の 
累積債務危機

人為的な環境被害や
災害

感染症の広がり

クウェート

主要経済国の 
資産バブルの崩壊

……

テクノロジー統治の
失敗

……

人為的な環境被害や
災害

社会保障制度の 
崩壊もしくは欠如 戦略資源の政治利用 感染症の広がり

キルギス 雇用および生活破綻
（生活苦）の危機 国家間の紛争 テクノロジー統治の

失敗

気候変動への適応
（あるいは対応）の
失敗

物価の不安定化

ラオス 物価の不安定化 雇用および生活破綻
（生活苦）の危機

人為的な環境被害や
災害

生物多様性の喪失や
生態系の崩壊

重要情報インフラと
ネットワークの 
機能停止

感染症の広がり
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国 リスク 1 リスク 2 リスク 3 リスク 4 リスク 5

ラトビア 国家間の紛争 主要経済国の 
資産バブルの崩壊 デジタル格差

主要経済国の 
累積債務危機

……

長期化する経済停滞

レバノン 国家の崩壊 人為的な環境被害や
災害

社会保障制度の 
崩壊もしくは欠如

主要経済国の 
累積債務危機

……

長期化する経済停滞

レソト デジタル格差 感染症の広がり
気候変動への適応

（あるいは対応）の
失敗

異常気象 主要経済国の 
累積債務危機

リトアニア 国家間の紛争 極端なコモディティ・
ショック

主要経済国の 
資産バブルの崩壊

…… 人為的な環境被害や
災害

サイバーセキュリ
ティ対策の失敗

ルクセンブルク 主要経済国の資産バ
ブルの崩壊

気候変動への適応
（あるいは対応）の
失敗

……

デジタル格差

……

主要経済国の累積債
務危機

国家間の関係悪化ま
たは破砕

マラウイ 物価の不安定化

人為的な環境被害や
災害

…… 不法な取引や経済活
動の蔓延

主要経済国の累積債
務危機

長期化する経済停滞 雇用および生活破綻
（生活苦）の危機

マレーシア 人為的な環境被害や
災害

雇用および生活破綻
（生活苦）の危機 長期化する経済停滞 戦略資源の政治利用 主要経済国の累積債

務危機

マリ

雇用および生活破綻
（生活苦）の危機

…… 主要経済国の累積債
務危機

社会保障制度の崩壊
もしくは欠如

テクノロジー統治の
失敗

テロ攻撃

マルタ 人為的な環境被害や
災害

国際的に重要な 
産業や企業の崩壊

不法な取引や経済活
動の蔓延

サイバーセキュリ
ティ対策の失敗

主要経済国の資産バ
ブルの崩壊

モーリシャス 長期化する経済停滞 国際的に重要な産業
や企業の崩壊

雇用および生活破綻
（生活苦）の危機 異常気象 社会的結束の侵食

メキシコ 不法な取引や経済活
動の蔓延 長期化する経済停滞 国家の崩壊 雇用および生活破綻

（生活苦）の危機 デジタル格差
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国 リスク 1 リスク 2 リスク 3 リスク 4 リスク 5

モルドバ 長期化する経済停滞 大規模な非自発的移
住 国家間の紛争 異常気象 不法な取引や経済活

動の蔓延

モンゴル 人為的な環境被害や
災害

雇用および生活破綻
（生活苦）の危機

長期化する経済停滞
…… 戦略資源の政治利用

国家の崩壊

モンテネグロ 雇用および生活破綻
（生活苦）の危機

国家間の関係悪化ま
たは破砕 長期化する経済停滞 デジタル格差 人為的な環境被害や

災害

モロッコ 天然資源危機 雇用および生活破綻
（生活苦）の危機 長期化する経済停滞 デジタル格差

異常気象

国家間の紛争

ナミビア 雇用および生活破綻
（生活苦）の危機 デジタル格差 長期化する経済停滞 異常気象 主要経済国の累積債

務危機

ネパール 雇用および生活破綻
（生活苦）の危機

人為的な環境被害や
災害 戦略資源の政治利用 感染症の広がり

デジタル格差

長期化する経済停滞

オランダ
気候変動への適応

（あるいは対応）の
失敗

社会的結束の侵食 サイバーセキュリ
ティ対策の失敗

主要経済国の資産バ
ブルの崩壊

主要経済国の累積債
務危機

ニュージーランド サイバーセキュリ
ティ対策の失敗

主要経済国の資産バ
ブルの崩壊

…… ……

気候変動への適応
（あるいは対応）の
失敗

感染症の広がり
異常気象

長期化する経済停滞

ニカラグア 国家の崩壊 長期化する経済停滞

雇用および生活破綻
（生活苦）の危機

…… 社会保障制度の崩壊
もしくは欠如

異常気象

ナイジェリア テロ攻撃 長期化する経済停滞 広がる若者の幻滅
感・虚脱感

雇用および生活破綻
（生活苦）の危機

人為的な環境被害や
災害

北マケドニア 人為的な環境被害や
災害

公的インフラ計画の
失敗

主要経済国の累積債
務危機 長期化する経済停滞 デジタル格差

パキスタン 主要経済国の累積債
務危機 異常気象 物価の不安定化 サイバーセキュリ

ティ対策の失敗
人為的な環境被害や
災害
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国 リスク 1 リスク 2 リスク 3 リスク 4 リスク 5

パナマ 社会保障制度の崩壊
もしくは欠如 長期化する経済停滞 雇用および生活破綻

（生活苦）の危機 デジタル格差 人為的な環境被害や
災害

パラグアイ 不法な取引や経済活
動の蔓延

社会保障制度の崩壊
もしくは欠如 デジタル格差 人為的な環境被害や

災害

雇用および生活破綻
（生活苦）の危機

国家の崩壊

ペルー 国家の崩壊 長期化する経済停滞 雇用および生活破綻
（生活苦）の危機 デジタル格差

人為的な環境被害や
災害

不法な取引や 
経済活動の蔓延

フィリピン 長期化する経済停滞 デジタル格差 異常気象 雇用および生活破綻
（生活苦）の危機

公的インフラ計画の
失敗

ポーランド 人為的な環境被害や
災害 感染症の広がり 国家間の紛争

国家間の関係悪化 
または破砕

……

長期化する経済停滞

ポルトガル 長期化する経済停滞 主要経済国の累積債
務危機

雇用および生活破綻
（生活苦）の危機 デジタル格差 社会保障制度の 

崩壊もしくは欠如

カタール
気候変動への適応

（あるいは対応）の
失敗

デジタル格差

国際的に重要な 
産業や企業の崩壊

…… ……
国家間の関係悪化 
または破砕

感染症の広がり

天然資源危機

ルーマニア 人為的な環境被害や
災害

雇用および生活破綻
（生活苦）の危機

主要経済国の 
累積債務危機

…… 大規模な非自発的 
移住

戦略資源の政治利用

ロシア 国家間の紛争 物価の不安定化 感染症の広がり 雇用および生活破綻
（生活苦）の危機

極端なコモディティ・
ショック
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国 リスク 1 リスク 2 リスク 3 リスク 4 リスク 5

ルワンダ 雇用および生活破綻
（生活苦）の危機 長期化する経済停滞 異常気象 デジタル格差

サイバー 
セキュリティ対策の
失敗

サウジアラビア 物価の不安定化

人為的な環境被害や
災害

…… 国家間の紛争

国家間の関係悪化 
または破砕

感染症の広がり 長期化する経済停滞

セネガル 雇用および生活破綻
（生活苦）の危機

主要経済国の 
累積債務危機 テロ攻撃 人為的な環境被害や

災害

デジタル格差

天然資源危機

セルビア 人為的な環境被害や
災害

主要経済国の 
累積債務危機

雇用および生活破綻
（生活苦）の危機 デジタル格差 戦略資源の政治利用

シエラレオネ 雇用および生活破綻
（生活苦）の危機

人為的な環境被害や
災害 長期化する経済停滞 物価の不安定化 広がる若者の 

幻滅感・虚脱感

シンガポール 長期化する経済停滞 感染症の広がり 主要経済国の 
資産バブルの崩壊

サイバー 
セキュリティ対策の
失敗

気候変動への適応
（あるいは対応）の
失敗

スロバキア 国際的に重要な 
産業や企業の崩壊

社会保障制度の 
崩壊もしくは欠如

主要経済国の 
累積債務危機

…… デジタル格差
人為的な環境被害や
災害

スロベニア 極端なコモディティ・
ショック 戦略資源の政治利用 主要経済国の 

資産バブルの崩壊

異常気象

……
人為的な環境被害や
災害

南アフリカ 長期化する経済停滞 雇用および生活破綻
（生活苦）の危機 国家の崩壊 公的インフラ計画の

失敗
不法な取引や 
経済活動の蔓延

スペイン 雇用および生活破綻
（生活苦）の危機 長期化する経済停滞 主要経済国の 

累積債務危機

気候変動への適応
（あるいは対応）の
失敗

……

国家間の関係悪化 
または破砕
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国 リスク 1 リスク 2 リスク 3 リスク 4 リスク 5

スリランカ 人為的な環境被害や
災害

主要経済国の 
累積債務危機

雇用および生活破綻
（生活苦）の危機

…… デジタル格差

感染症の広がり

スウェーデン 主要経済国の 
資産バブルの崩壊 テロ攻撃

気候変動への適応
（あるいは対応）の
失敗

主要経済国の 
累積債務危機

人為的な環境被害や
災害

スイス 主要経済国の 
資産バブルの崩壊 長期化する経済停滞

主要経済国の 
累積債務危機

…… ……
国家間の関係悪化 
または破砕

戦略資源の政治利用

国家間の紛争

台湾 感染症の広がり 異常気象 戦略資源の政治利用
サイバー 
セキュリティ対策の
失敗

主要経済国の 
資産バブルの崩壊

タジキスタン 国家間の紛争 物価の不安定化 異常気象

雇用および生活破綻
（生活苦）の危機 

……

感染症の広がり

タンザニア 主要経済国の 
累積債務危機

雇用および生活破綻
（生活苦）の危機

人為的な環境被害や
災害

気候変動への適応
（あるいは対応）の
失敗 ……

感染症の広がり

タイ 主要経済国の 
累積債務危機

人為的な環境被害や
災害 長期化する経済停滞 デジタル格差 雇用および生活破綻

（生活苦）の危機

トリニダード・ 
トバゴ 長期化する経済停滞 雇用および生活破綻

（生活苦）の危機 デジタル格差 国際的に重要な 
産業や企業の崩壊 異常気象

チュニジア 国家の崩壊 主要経済国の 
累積債務危機

雇用および生活破綻
（生活苦）の危機 長期化する経済停滞 不法な取引や 

経済活動の蔓延

トルコ 雇用および生活破綻
（生活苦）の危機 長期化する経済停滞 国家間の関係悪化 

または破砕
人為的な環境被害や
災害

テクノロジー統治の
失敗
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国 リスク 1 リスク 2 リスク 3 リスク 4 リスク 5

ウクライナ 長期化する経済停滞 国家の崩壊

気候変動への適応
（あるいは対応）の
失敗

…… ……
物価の不安定化

国家間の紛争

アラブ 
首長国連邦 感染症の広がり 主要経済国の 

資産バブルの崩壊

主要経済国の 
累積債務危機 

……

気候変動への適応
（あるいは対応）の
失敗

サイバーセキュリ
ティ対策の失敗

雇用および生活破綻
（生活苦）の危機

英国
サイバー 
セキュリティ対策の
失敗

主要経済国の累積債
務危機 長期化する経済停滞 感染症の広がり 異常気象

米国 主要経済国の 
資産バブルの崩壊

気候変動への適応
（あるいは対応）の
失敗

異常気象 主要経済国の 
累積債務危機

雇用および生活破綻
（生活苦）の危機

ウルグアイ 極端なコモディティ・
ショック 長期化する経済停滞 雇用および生活破綻

（生活苦）の危機 異常気象 社会保障制度の 
崩壊もしくは欠如

ベネズエラ 国家の崩壊 長期化する経済停滞 人為的な環境被害や
災害

大規模な非自発的 
移住

不法な取引や 
経済活動の蔓延

ベトナム 生物多様性の喪失や
生態系の崩壊

主要経済国の 
資産バブルの崩壊 感染症の広がり

異常気象
……

戦略資源の政治利用

イエメン 物価の不安定化 国家の崩壊 公的インフラ計画の
失敗

雇用および生活破綻
（生活苦）の危機

……国家間の紛争

天然資源危機

ザンビア 雇用および生活破綻
（生活苦）の危機

主要経済国の 
累積債務危機 物価の不安定化 人為的な環境被害や

災害 長期化する経済停滞
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付 録 C

テクニカルノート：グローバルリスク 
意識調査（GRPS）2021–2022

グ ロ ー バ ルリスク意 識 調 査（GRPS） は 世 界 経 済
フォーラムの独自のリスクデータであり、 世界経済
フォーラムに関わりのある学術界、企業、政府、市
民 社 会 および 今 後 の 方 向 性 を 示 す 指 導 者 からな
る幅 広 いネットワークの 専 門 知 識を活 用している。 
調査の回答は 2021 年 9 月 8 日から 10 月 12 日までに、
世界経済フォーラムのマルチステークホルダーのコミュ
ニティ（グローバルシェイパーズ・コミュニティを含む）、
世界経済フォーラムのアドバイザリーボードの専門家
ネットワーク、それに Institute of Risk Management の
メンバーから寄せられたものである。GRPS の結果を活
用して、本報告書巻頭のグローバルリスク、新型コロナ

ウイルス感染拡大の振り返り、今後の展望、グローバ
ルリスク・ホライズン、グローバルリスクの深刻度、グ
ローバルリスクの影響、グローバルリスク軽減の取り組
みを表現したグラフィックを作成し、本報告書を通して
用いた見識を提示した。

GRPS とグローバルリスク報告書はどちらも以下の定義
を採用している。グローバルリスクとは、発生した場合、
いくつかの国または業界に重大な悪影響を引き起こす
可能性がある事象もしくは条件のことである。本報告書
は、その目的上、今後 10 年間を対象としている。

2021ー2022年版GRPSの更新

新しいリスクのリスト
本調査に含まれる 37 のグローバルリスクのリストは
2021 年に更新された。

また、経済・地政学・環境面の動向を踏まえ、新たに
2 つのリスクを追加した。新たなリスクとは、（1）「地
経学上の対立」および（2）「人の健康被害に及ぶ汚染」
の 2 つである。

残る 35 のリスクの名称および定義は改訂されており、
必要に応じてリスクが顕在化する場合やリスクが引き起
こす悪影響の可能性を反映し、修正もしくは拡大され
ている。なお、過去の調査と比較することを可能にす
るため、基本的なリスクの概念が一貫している場合に
おいては名称および定義は変更したが、リスクの基本
的な考え方は過去の調査と一貫している。

新しい項
2021-2022 年版 GRPS は、より新鮮で幅広い情報に基
づいたリスク認識を収集し、リスク管理と分析への新た
なアプローチを取り入れるため、今年大幅に改革され
た。2021-2022 年版 GRPS は、以下の 6 つの項で構成
されている。

1. 新型コロナウイルス感染拡大の振り返りと今後の見通し
（新規）：新型コロナウイルスのパンデミックがどの
ようにリスクを悪化させたかについて、回答者に意
見を求め、過去の GRPS の結果と比較できるようにし
た。この意見は、パンデミックの先にある未来への
展望を容易にします。また、この項は世界の見通し
に関する回答者の感情を把握し、個々の状況が世界
のリスク認識や緩和努力の認識状況にどのように影
響するかを分析するための情報を提供する。

2. グローバルリスク・ホライズン：調査回答者は 10 年
間のグローバルリスクの変化に異なる見解を持って
いることを認識している。この項では、短期（0 ～
2 年）、中期（2 ～ 5 年）、長期（5 ～ 10 年）のリ
スクに対する見方を回答者に尋ね、グローバルリス
クに対する回答者の危機感を把握し、意思決定者が
直面し得る選択肢とトレードオフの分析にも役立つ。

3. グローバルリスクの深刻度（新規）：回答者に今後
10 年間に起こりうるグローバルリスクの損害を順位
付けしてもらい、人的被害、社会の混乱、経済ショック、
環境悪化、政治的不安定など、複数の基準を考慮す
るよう促している。この項では、回答者がより自信を
持って質問に答えられるよう、1 ～ 5 の評価尺度では
なく、ランキングを用いている。
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4. グローバルリスクへの影響（新規）：リスクは単独で
はなく、負のフィードバックループを通じて互いに影
響し合い、増幅することを認識し、この項では、回
答者にリスク自体の深刻度とともに連鎖する影響を
考慮するよう求めることにより、グローバルリスクに
対する全体的な見方を奨励するものである。

5. グローバルガバナンス―国際的なリスク軽減の取り
組み（新規）：リスク軽減はグローバルな課題の一
部である必要があると認識し、この項では、15 の

グローバルガバナンス分野における国際的なリスク
軽減の取り組みの現状を評価するよう回答者に求め
ている。また、グローバルな行動と協力の成果と機
会を特定し、有効性のさまざまな段階が将来の準備
にどのように影響するかを分析する。

6. オープンクエスチョン（新規）：リスクの特定を一連
の質問で補完し、盲点、傾向、ショックを検出する。
この項では、GRPS が専門家の知識を調達するため
の柔軟で魅力的なメカニズムであることを保証する。

調査方法

新型コロナウイルス感染拡大の振り返りおよ
び今後の見通し
新型コロナウイルス感染拡大の振り返り：
調査回答者に対し、付録 A に列挙された 37 のグロー
バルリスクについて、新型コロナウイルス感染症の危
機が始まってから悪化したと思われるものを 3 つずつ
挙げるよう求めた。37 のグローバルリスクをそれぞれ、
単純集計で計算した。その結果を図 I に示す。

今後の見通し：
世界の展望について、「不安だ」、「気掛かりだ」、「前
向きに捉えている」、「楽観している」の 4 つの感情で
表現するよう求めた。これをもとに、4 つの感情それぞ
れについて単純集計を行った。結果を図 1.2 に示す。

次に、回答者に対し、今後 3 年間の世界の見通しを「世
界的な回復が加速される」、「方向性の違いにより、相
対的な勝者と敗者とに分かれる」、「多くの予想外ので
きごとを伴いつつ一貫して不安定」、「壊滅的な結果に
至る転換点の只中にある」の 4 つの選択肢から選ぶよ
う求めた。これをもとに、4 つの感情それぞれについ
て単純集計を行った。結果を図 1.1 に示す。

グローバルリスク・ホライズン 
調査回答者に対し、付録 A に列挙された 37 の各グロー
バルリスクについて、リスクが世界にとって重大な脅威
になると考える時期を以下の期間枠内で判断するよう
求めた。

 – 短期的リスク：0 ～ 2 年

 – 中期的リスク：2 ～ 5 年

 – 長期的リスク：5 ～ 10 年

37 のグローバルリスクをそれぞれ、単純集計で計算し
た。その結果を図 II に示す。

グローバルリスクの深刻度
回答者に対し、付録 A に記載された 37 のグローバル
リスクについて、9 つのリスクを選択し、影響の深刻さ
に応じて 1 から9 までの順位付けを行うよう求めた。「最
も深刻」とは、今後 10 年以内に地球規模で最も大き
な損害をもたらす可能性があるリスクと定義した。回答
者に対し、人的被害、社会の混乱、経済ショック、環
境悪化、政情不安など、複数の基準を考慮してリスク
の影響度を評価するよう求めた。

その結果を以下の評価基準にしたがって集計した。

 – 最も深刻なリスクに選ばれるごとに 9 ポイント 

 – 2 番目に大きく懸念されるリスクに選ばれるごとに 
8 ポイント

 – 3 番目に大きく懸念されるリスクに選ばれるごとに 
7 ポイント

 – 4 番目に大きく懸念されるリスクに選ばれるごとに 
6 ポイント 

 – 5 番目に大きく懸念されるリスクに選ばれるごとに 
5 ポイント

 – 6 番目に大きく懸念されるリスクに選ばれるごとに 
4 ポイント
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 – 7 番目に大きく懸念されるリスクに選ばれるごとに 
3 ポイント 

 – 8 番目に大きく懸念されるリスクに選ばれるごとに 
2 ポイント

 – 9 番目に大きく懸念されるリスクに選ばれるごとに 
1 ポイント

これをもとに、上記の採点表によるそれぞれのリスクの
スコアの単純合計を算出した。結果を図 1.3 に示す。

グローバルリスクの影響
「グローバルリスクの深刻度」では、最も深刻なリスク、
2 番目に深刻なリスク、3 番目に深刻なリスクのそれぞ
れについて、それらの上位のリスクによって悪化するリ
スクを 2 つ選ぶよう求めた。 

1 番目、2 番目、3 番目、4 番目、5 番目に深刻なリス
クのそれぞれについて、他のリスクによって悪化したと
認められた回数を単純集計した。結果は「グローバル
リスクの影響」で図解している（図 III）。

「グローバルリスクの影響」のグラフでは、最も大きく
懸念されるリスクの塊それぞれの大きさは上記の評価
基準に沿って決まっている。リスクと悪化するリスクの
繋がりのそれぞれの太さは、上記の単純集計に沿って
決まっている。

グローバルガバナンス―国際的なリスク回
避の取り組み
回答者に対し、以下の 15 の国際的なリスク領域の中か
ら、国際的なリスク軽減の取り組みについて、それぞ
れの領域の状態を「未着手」、「初期段階」、「確立済み」、

「有効」の 4 段階で評価するよう求めた。

これに基づいて、4 つの選択肢それぞれの単純合計を
算出した。結果を図 IV に示す。

15 の国際的なリスク領域とは、人工知能（自律型兵器、
バイアスなど）、基本的資源の確保（食料、水）、生物
多様性の保全、気候変動の緩和、国境をまたぐサイバー
攻撃や虚偽情報、金融システムの安定性、健康の危機、
国際犯罪、移民および難民、自然災害支援、物理的衝
突の解決、貧困緩和、宇宙開発、貿易の円滑化、そし
て大量破壊兵器である。

回答記入に関する基準
GRPS に対し、合計 1,183 件の回答が寄せられた。そ
の中から、少なくとも 1 つの非人口統計学的回答を閾
値として、959 人分を採用した。

 – 第 1 項　新型コロナウイルス感染拡大の振り返りと
今後の見通し：959 名の回答者が 3 つのグローバル
リスクを選択した。

 – 将来の感情：957

 – 今後の見通し：957

 – 第 2 項　グローバルリスク・ホライズン：926 人（0
～ 2 年）、912 人（2 ～ 5 年）、904 人（5 ～ 10 年）
が、与えられた時間枠の中で少なくとも 1 つのリス
クを挙げている。結果は、調査のすべての回答者を
対象に計算した。

 – 第 3 項　グローバルリスクの深刻度：893 名の回答
者中、888 名が 1 つ以上の懸念リスクを順位付けし、
1 つ以上の引き金になるリスクを挙げた。

 – 第 4 項　グローバルリスクの影響：837 名の回答者
が、1 つ以上の潜在的な要因もしくは可能性を挙げ
た。

 – 第 5 項　グローバルガバナンス―国際的なリスク軽
減の取り組み：829 名（気候変動）の回答者が、1
つ以上の国際的もしくは地域的な対応を評価した。
結果は、項内の各リスク領域のすべての回答者を対
象に計算した。

 – サンプル分布：第 1 項の 959 人の回答者を対象に、
居住地（地域）、性別、年齢、専門分野、所属機関
別のサンプル分布を算出した。

図 C.1 は、調査回答者の構成に関して、いくつかの重
要な情報を表記している。
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表 C . 1

調査回答者の構成  

出典：World Economic Forum Global Risks Perception Survey 2021–2022

男女別

企業

専門分野 業界分布

地域分布

年齢層

女性
34%

企業
41%

企業以外
59%

経済
21%

環境
9%

地政学
9% 社会

13%

リスク
8%

NGO
10%

国際組織
9%

学術界
17%

企業
41%

政府
16%

テクノロジー
16%

その他その他
20%

N/A
3%

7%

<30

北米 中南米
および

カリブ海諸国

欧州 サハラ
砂漠以南の
アフリカ

ユーラシア 中東・
北アフリカ

南アジア 東アジア・
太平洋

答えたく
ない

30‒39 40‒49 50‒59 60‒69 69< N/A

N/A
1%

その他
0%

男性
64%

20%

27% 28%

11%

2%
5%

15%
10%

44%

6%
2% 3% 6%

13%

2%
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アジア：2021 年 9 月 21 日
Mushtak Al-Atabi（Heriot-Watt University）、Kanti 
Bajpai（Lee Kuan Yew School of Public Policy, 
National University of Singapore）、Adila Binte Shahrin

（Lee Kuan Yew School of Public Policy, National 
University of Singapore）、Tek Yew Chia（Oliver 
Wyman）、Lee Geun（Korea Foundation）、Ziad 
Haider（McKinsey）、Yee-Kuang Heng（University of 

Tokyo）、Debora Ianuzzi（Zurich Insurance Group）、
Peter Jennings（Australian Strategic Policy Institute）、
Olivia Jensen（Lloyd’ s Register Foundation Institute 
for the Public Understanding of Risk）、Prakash Kannan

（Government of Singapore Investment Corporation）、
Lynn Kuok（Shangri-La Dialogue）、Huong Le Thu

（Australian Strategic Policy Institute）、Meng Liu（UN 
Global Compact China）、Anita Prakash（Economic 
Research Institute for ASEAN）、Danny Quah（Lee 
Kuan Yew School of Public Policy, National University 
of Singapore）、Steve Rhee（Ford Foundation）、
Hersh Shah（Institute of Risk Management, India 
Affiliate）、Lutfey Siddiqi（National University of 
Singapore, Risk Management Institute）、Anjhula Mya 
Singh Bais（Amnesty International）、Louise Tang（Lee 
Kuan Yew School of Public Policy, National University 
of Singapore）、Chathuni Uduwela（TikTok）、
Catherine Wong（Lloyd’ s Register Foundation 
Institute for the Public Understanding of Risk）、Eden 
Woon（Asian Institute of Technology）、Janson Yap

（National University of Singapore）

*****

上記の方々に加え、お時間と助言をくださった以下の
方々にも心より感謝申し上げます。Marisol Argueta、
S o p h i e  B r o w n、 D i e g o  B u s t a m a n t e、 E o i n  Ó 
Cathasaigh, Arnaud Colin、Roberto Crotti、Ana del 
Barrio、Attilio di Battista、Beatrice Di Caro、Mirek 
Dušek、Jaci Eisenberg、Harry Gray Calvo、Kateryna 
Gordiychuk、Nikhil Kamath、Patrice Kreidi、Gayle 
Markovitz、Adrian Monck、Nicholai Ozan、Jennifer 
Perez、Robin Pomeroy、Eduardo Rezende、Katja 
Rouru、Kirsten Salyer、Miriam Schive、Paul Smyke、
Pierre Saouter、Olga Spirina、Jackson Spivey、
Vesselina Stefanova Ratcheva

Design and Production：本年の報告書のデザインお
よび制作に貢献いただいた全ての方々に謝意を表しま
す。 世 界 経 済フォーラム：Sakshi Bhatnagar、Javier 
Gesto、Floris Landi、Jordynn McKnight、Liam Ó 
Cathasaigh、Jean-Philippe Stanway そして、社外のコ
ラボレーターである Hope Steele（編集）と Andrew 
Wright（執筆・編集）に、Patrik Svensson の芸術的
貢献に特に感謝します。
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